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○ 「都区財政調整」及び「都区のあり方検討」に係る検討体制について  ････････････････20 

 

Ⅱ  都区間財源問題と都区のあり方検討 

○ 平成 12年改革以降の都区制度をめぐる検討の経緯 ･･･････････････････････････････････22 

○ 都区のあり方検討の経緯と現状のポイント ･･････････････････････････････････････････23 

○ 平成 12年改革後の協議で目指したもの  ･･･････････････････････････････････････････25 

○ 未完の都区制度改革  ････････････････････････････････････････････････････････････25 

○ 主要 5課題に関する都区協議の概要～主要 5 課題の確認から当面の配分率の決着まで～  ･･････26 

○ 都が行う「大都市事務」の分析結果  ･･････････････････････････････････････････････28 

○ 都区財政調整「主要５課題」協議決着の構図  ･･････････････････････････････････････28 

○ 都区のあり方検討委員会  ････････････････････････････････････････････････････････29 

○ 都区のあり方に関する検討の方向  ････････････････････････････････････････････････29 

○ 検討対象事務の選定基準と項目数  ････････････････････････････････････････････････30 

○ 移管すべき事務の選定基準  ･･････････････････････････････････････････････････････30 

○ 都区の事務配分の検討結果（23年1月）  ･･･････････････････････････････････････････31 

○ 事務配分の検討状況（例）  ･･････････････････････････････････････････････････････31 

○ 事務配分に関する都区の考え方（例）  ････････････････････････････････････････････32 

○ 都区のあり方検討 移管検討対象事務（53項目）一覧  ･･･････････････････････････････33 

○ 区域のあり方について  ･･････････････････････････････････････････････････････････35 

○ 分権の受け皿論  ････････････････････････････････････････････････････････････････35 

○ 都区のあり方検討 「区域のあり方」の取扱い  ･････････････････････････････････････36 

○ 東京の自治のあり方研究会  ･･････････････････････････････････････････････････････36 

○ 東京の自治のあり方研究会「最終報告」について  ･･････････････････････････････････37 

○ 東京の人口の推移  ･･････････････････････････････････････････････････････････････38 

○ 東京の将来人口推計（年齢３区分別）  ････････････････････････････････････････････39 

○ 税財政制度について～区が示した「論点」～  ･･････････････････････････････････････40 

 

Ⅲ  特別区児童相談所の設置に向けた検討 

○ 平成２８年児童福祉法改正までの検討経過の概況    ･･････････････････････････････････42 

○ 平成２８年児童福祉法改正後における取組の概況    ･･････････････････････････････････43 

○ 平成２８年児童福祉法改正までの検討経過（年表） ･･････････････････････････････････47 

○ 平成２８年児童福祉法改正後の取組状況（年表） ････････････････････････････････････49 

○ 児童相談所のあり方検討資料  ････････････････････････････････････････････････････61 

○ 特別区児童相談所移管モデルのポイント  ･･････････････････････････････････････････63 

○ 「特別区児童相談所移管モデル」の具体化について【概要版】 ････････････････････････64 

○ 新たな子ども家庭福祉のあり方に関する専門委員会報告案について【会長コメント】  ･･66 

○ 新たな子ども家庭福祉のあり方に関する専門委員会報告（提言）【概要版】    ･･･････････68 

○ 新たな子ども家庭福祉のあり方に関する専門委員会報告について【会長コメント】    ････70 

○ 児童福祉法等の一部を改正する法律の概要     ･･････････････････････････････････････71 

○ 児童福祉法等の一部を改正する法律の成立について【会長コメント】  ････････････････72 

○ 「児童相談所設置計画案のモデル的確認作業」実施概要     ･･････････････････････････74 

○ 「児童相談所運営・児童相談所設置市事務にかかる勉強会」開催概要  ････････････････75 

○ 「特別区児童相談所の設置に向けた広域調整に係る検討会」  ････････････････････････76 

○ 児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一部を改正する法律附則【抜粋】 ･･78 

○ 世田谷区及び江戸川区を児童相談所設置市に指定する政令の閣議決定について【会長コメント】  ･･79 

 

Ⅳ  都区財政調整制度と協議の現状 

○ ２つの財源保障（財政調整）制度  ････････････････････････････････････････････････81 

○ 都区財政調整制度が必要な理由  ･･････････････････････････････････････････････････81 

○ 特別区に関する財政制度上の特例措置  ････････････････････････････････････････････82 

○ 市町村税等の都区配分の状況  ････････････････････････････････････････････････････83 

○ 都区間の財源配分の状況  ････････････････････････････････････････････････････････84 

○ 特別区財政調整交付金の規模  ････････････････････････････････････････････････････84 

○ 都区財政調整制度のあらまし ･･････････････････････････････････････････････････････85 

○ 特別区財政調整交付金算定の仕組み  ･･････････････････････････････････････････････89 

○ 都区財政調整交付金の算定方法 ････････････････････････････････････････････････････90 

○ 基準財政需要額及び基準財政収入額の算定例  ･･････････････････････････････････････91 

○ 普通交付金区別算定額  ･･････････････････････････････････････････････････････････92 

○ 歳入決算額と財調算定額との関係  ････････････････････････････････････････････････92 

○ 都区財政調整関係協議の主な経緯  ････････････････････････････････････････････････93 

○ 都区財政調整基準財政需要額の推移  ･･････････････････････････････････････････････94 

○ 都区間配分割合変更の考え方  ････････････････････････････････････････････････････94 

○ 都区財政調整協議等の流れ  ･･････････････････････････････････････････････････････95 

○ 令和５年度都区財政調整区側提案事項  ････････････････････････････････････････････95 
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２３区域の変遷

昭和７年

（1932年）

神奈川県から西・南・北多摩の３郡を東京府に編入
明治26年
（1893年）

「郡区町村編制法」制定明治11年
（1878年）

昭和18年
（1943年）

東京都市計画区域（内閣総理大臣認可）公告大正11年
（1922年）

「市制町村制」制定明治21年
（1888年）

⇒東京府区域に15区６郡（ほぼ現在の特別区の区域）

⇒15区の区域をもって「東京市」を設置
⇒６郡の389町村を85町村に合併（明治の大合併）

（＝現在の特別区の区域）

隣接の5郡82町村を東京市に編入し、20区を新設
⇒ほぼ旧東京府の区域に35区の「大東京市」が発足

人口10万～30万人を基準に35区区をを22区区にに再再編編（8月から23区区）
「地方自治法」制定 ⇒ 都の区は「特別区」となる

昭昭和和22年年
（（1947年年））

「東京都制」施行（←東京府と東京市を廃止）

⇒35区＆都内市町村は東京都の内部的下級組織
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明治11年
(1878）

「「郡郡区区町町村村編編制制法法」」「「府府県県会会規規則則」」「「地地方方税税規規則則」」
（（三三新新法法））がが公公布布さされれ、、地地方方制制度度ががススタターートト
　　この制度の下で、東京府に15区６郡を置く

●

明治21年
(1888）

「「市市制制町町村村制制」」のの公公布布 ●

明治22年
(1889）

1155区区のの区区域域にに東東京京市市がが誕誕生生
　　「市制特例」の適用を受けて、市長、助役は府知事、
　府書記官が兼任するなどの形式上の「自治」に留まる

明治26年
(1893）

神神奈奈川川県県かからら西西・・南南・・北北多多摩摩のの３３郡郡をを東東京京府府にに編編入入

明治31年
(1898）

「「市市制制特特例例」」のの廃廃止止
　　東京市が「市」としての独立を達成

●

大正11年
(1922）

東東京京都都市市計計画画区区域域((内内閣閣総総理理大大臣臣認認可可))公公告告
　　現在の特別区の区域を対象

昭和７年
(1932）

隣隣接接すするる５５郡郡8822町町村村をを東東京京市市にに編編入入、、2200区区をを新新設設
　　35区となり､ほぼ現在の23区にあたる「大東京市」発足
　人口は､ニューヨークについで世界第２位

●

昭和18年
(1943）

「「東東京京都都制制」」がが施施行行さされれ東東京京都都がが誕誕生生
　　東京府と東京市を廃止
　35区と都内市町村は､東京都の内部的下級組織

●

昭和22年3月
(1947）

人人口口1100万万～～3300万万人人をを基基準準にに3355区区をを2222区区にに再再編編 ●

昭和22年5月
(1947）

日日本本国国憲憲法法､､地地方方自自治治法法のの施施行行
　　「「特特別別区区」」ととななるる
　（8月に練馬区が板橋区から独立し23区となる）

●

２　３　区　の　変　遷

⇒⇒1155区区
　　麹町・神田・日本橋・京橋・芝・麻
布・赤坂・四谷・牛込・小石川・本郷・
下谷・浅草・本所・深川の15区
　現在の千代田・中央・港・文京・台東
の各区と新宿・墨田・江東区の各一部の
地域にあたる。
　　※当時の東京府は、ほぼ現在の特別区
　　の区域

⇒⇒市市制制町町村村制制
　　後の府県制・郡制（明治23年）・都制
（昭和18年）と共に、現在の地方自治法
と同様の区分を決めた法律。

⇒⇒都都民民のの日日
　　市制特例の撒廃を記念した東京市自治
記念日が、現在の｢都民の日｣(10月１日）

⇒⇒新新たたなな2200区区
　　品川・目黒・荏原・大森・蒲田・世田
谷・渋谷・淀橋・中野・杉並・豊島・滝
野川・荒川・王子・板橋・足立・城東・
向島・葛飾・江戸川の20区

⇒⇒区区部部のの人人口口のの推推移移
　　昭和15年10月１日
　　区部人口　６，778，804人
　昭和20年11月１日
　　区部人口　２，777，010人

⇒⇒特特別別区区
　　「都の区は、これを特別区という」
（自治法第281条)

⇒⇒東東京京都都制制のの提提案案理理由由
　　((昭昭和和1177年年閣閣議議決決定定))
　　『東京ハ帝都ニシテ大東亜建設ノ本拠
タリ従ツテ其ノ行政ノ挙否ハ国政ノ進展
ニ関スル所至大ナルモノアルニ鑑ミ真ニ
帝都ノ性格ニ適応スル体制ヲ確立スルト
共ニ其ノ行政ノ統一及簡素化ト刷新強化
トヲ図ル為東京都制ヲ制定スルノ要アリ
是レ本案ヲ提出スル所以ナリ』
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＜参考＞●特別区の変遷イメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

都区制度改革の変遷

改革の背景改革のポイント地方自治法

大大都都市市のの一一体体性性をを確確保保ししつつつつ
身身近近なな自自治治をを強強化化

昭２２施行

昭２７改正
（同年施行）

昭３９改正
（昭４０施行）

昭４９改正
（昭５０施行）

平１０改正
（平１２施行）

都都区区２２層層制制のの復復活活（（法法定定））
⇒都区の役割分担、財源配分

原則明確化（清掃等の移管他）

都都区区２２層層制制（（特特別別区区はは「「基基礎礎」」））

⇒実態的権限なし

特特別別区区はは都都のの内内部部的的団団体体にに
⇒都が「基礎」、区長公選廃止、

事務の限定列挙、都が調整権

特特別別区区のの権権限限をを拡拡大大
⇒福祉事務所等移管、課税権（都
が調整）、都区協議会設置

特特別別区区にに「「市市」」並並みみ自自治治権権付付与与
⇒区長公選、人事権、事務配分
原則の転換（保健所等の移管）

大都市における自治
意識の高まり

※大都市問題の激化

戦後民主化の徹底

※都区の紛争激化

強力な「基礎」の存在が
戦災復興を「阻害」
※改革悲願の始まり

「市」の事務の重圧で
都の行財政が麻痺

※都区制度の到達点

※引続き都が「基礎」

地方分権、都区の行政
責任明確化の要請

明治１１年 昭和７年 昭和１８年 昭和２２年 昭和２７年 平成１２年
１８７８年 １９３２年 １９４７年 １９５２年 ２０００年
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　　　　　　　　　（注）明治11年以降昭和７年までの間の変遷については、６ページ上段の表をご参照ください。

１９４３年
（戦時体制）

【東京都制施行】

東京府

東京市
（３５区）

東京都

　内部的
下級組織

区

東京都

特別区
（２３区）

東京都

　
 内部団体

区

基礎

基礎

東京都

特別区
（２３区）

基礎
((法法定定))

東京府

１５区

６郡

  明治 11 年以降昭和７年までの間の変遷については、2ページ上段の表をご参照ください。 

44



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜参考＞●特別区の変遷イメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

都区制度改革の変遷

改革の背景改革のポイント地方自治法

大大都都市市のの一一体体性性をを確確保保ししつつつつ
身身近近なな自自治治をを強強化化

昭２２施行

昭２７改正
（同年施行）

昭３９改正
（昭４０施行）

昭４９改正
（昭５０施行）

平１０改正
（平１２施行）

都都区区２２層層制制のの復復活活（（法法定定））
⇒都区の役割分担、財源配分

原則明確化（清掃等の移管他）

都都区区２２層層制制（（特特別別区区はは「「基基礎礎」」））

⇒実態的権限なし

特特別別区区はは都都のの内内部部的的団団体体にに
⇒都が「基礎」、区長公選廃止、

事務の限定列挙、都が調整権

特特別別区区のの権権限限をを拡拡大大
⇒福祉事務所等移管、課税権（都
が調整）、都区協議会設置

特特別別区区にに「「市市」」並並みみ自自治治権権付付与与
⇒区長公選、人事権、事務配分
原則の転換（保健所等の移管）

大都市における自治
意識の高まり

※大都市問題の激化

戦後民主化の徹底

※都区の紛争激化

強力な「基礎」の存在が
戦災復興を「阻害」
※改革悲願の始まり

「市」の事務の重圧で
都の行財政が麻痺

※都区制度の到達点

※引続き都が「基礎」

地方分権、都区の行政
責任明確化の要請

明治１１年 昭和７年 昭和１８年 昭和２２年 昭和２７年 平成１２年
１８７８年 １９３２年 １９４７年 １９５２年 ２０００年

（区の誕生） （隣接郡町村編入） （戦後の民主化） （戦後復興優先） （地方分権）
【郡区町村編制法】 【大東京市発足】 【地方自治法制定】 【改正自治法施行】 【改正自治法施行】

　　　　　　　　　（注）明治11年以降昭和７年までの間の変遷については、６ページ上段の表をご参照ください。

１９４３年
（戦時体制）

【東京都制施行】

東京府

東京市
（３５区）

東京都

　内部的
下級組織

区

東京都

特別区
（２３区）

東京都

　
 内部団体

区

基礎

基礎

東京都

特別区
（２３区）

基礎
((法法定定))

東京府

１５区

６郡

  明治 11 年以降昭和７年までの間の変遷については、2ページ上段の表をご参照ください。 

4

昭和22年

特特別別区区のの誕誕生生　　原原則則ととししてて市市とと同同一一のの機機能能

　地方自治法制定（昭和22年5月3日 日本国憲法と同時施行）
　・基礎的自治体である特別地方公共団体に位置づけ
　・区長は公選
　・事務の多くは都に留保

昭和27年

区区長長公公選選制制廃廃止止ななどど自自治治権権がが大大幅幅にに制制限限

　自治法改正により、昭和27年9月1日から
　・都の内部団体に位置づけ
　・区長公選制廃止（都知事の同意を得て区議会が選任）
　・事務が制限列挙（それ以外の事務は都）

昭和39年

事事務務権権能能がが強強化化

　自治法改正により、昭和40年4月1日から
　・福祉事務所等列挙項目が10から21に増（一部は概括例示へ）
　・地方税法上の課税権を獲得する
　・ごみの収集・運搬は特別区の事務（別に定める日まで都が
　　処理）

昭和49年

区区長長公公選選復復活活、、事事務務のの処処理理はは原原則則ととししてて市市並並みみ

　自治法改正により、昭和50年4月1日から
　・都が処理すべき事務（消防・水道等）を除く「市」の事務・
　　保健所設置市の事務等を移管
　・都配属職員制度の廃止

昭和56年
8月

「「『『特特例例』』市市のの構構想想」」をを提提示示（（特特別別区区政政調調査査会会答答申申））

　普通地方公共団体に改めることを提言

昭和61年
2月

「「都都区区制制度度改改革革のの基基本本的的方方向向」」をを都都区区合合意意

　普通地方公共団体に位置づけ､清掃事業をはじめとした事務の
　移管を合意し、改革を方向づけた

平成2年
9月

第第2222次次地地方方制制度度調調査査会会答答申申

　基礎的自治体に位置づけながらも特別地方公共団体とし､事務
　事業の移譲等一括実施を答申

平成4年
10月

都都区区制制度度改改革革にに関関すするる中中間間ののままととめめ

　地制調答申を踏まえ､検討した途中経過を都区で発表

平成6年
1月

「「新新ししいい2233区区」」実実現現大大会会開開催催

　地方分権が叫ばれる中で開催、自治大臣が大会に初出席

平成6年
5月

清清掃掃移移管管をを都都がが提提示示

　特別区に清掃事業の全責任、特別区は大筋において了承

平成6年9月

「「都都区区制制度度改改革革にに関関すするるままととめめ」」をを都都区区合合意意

　「都区制度改革に関するまとめ（協議案）」を都区間で正式に
　合意

平成6年
12月

自自治治大大臣臣へへ法法改改正正要要請請

　関係者間の合意も得､自治大臣に正式に法改正を要請し受理さ
　れた

平成7年
2月

特特別別区区制制度度改改革革実実現現決決起起大大会会開開催催

　住民代表が、国会議員に対し法改正を要請

平成10年

特特別別区区をを基基礎礎的的なな地地方方公公共共団団体体ととししてて位位置置づづけけ

　自治法改正により、平成12年4月1日から
　・特別区の内部団体性の払拭
　・一般廃棄物の収集､運搬､処分等の事務の移管
　・都区財政調整制度の改正等財政自主権の強化

平成12年
3月

都都区区制制度度改改革革実実施施大大綱綱のの決決定定

　都区協議会において実施大綱を都区双方で確認のうえ決定

平成12年
4月

制制　　度度　　改改　　革革　　のの　　実実　　現現
　基礎的な地方公共団体

制　　度　　改　　革　　の　　歩　　み

昭昭和和2222年年33月月1177日日　　第第9922回回帝帝国国議議会会貴貴族族院院特特別別委委員員会会補補足足説説
明明
●鈴木俊一政府委員(内務省行政課長)
　都内の区なり市町村と云うものは､矢張り是が基礎的な団体
であって､他の府県の市町村と同じ性格のものである。都は其
の上に立つ所の複合的な団体である。即ち性格として道府県
と同じものであると云う風に規定して居るのであります。

昭昭和和2277年年66月月1188日日　　第第1133回回国国会会参参議議院院地地方方行行政政委委員員会会
●岡野清豪国務大臣
　地方自治法制定の際は、特別区は憲法上の地方公共団体と
して発足したものでありますが､その後の特別区の制定に鑑み
まして､都道府県市町村とはその性格が異なっておりますの
で､今回改正を加えまして､憲法上の本来の地方公共団体なら
ざるものとして立案いたしたのであります。従いまして区長
公選制を廃止いたしましても憲法違反の問題は起こらないと
存じます。以上の見解は……政府の統一解釈として申し上げ
る次第であります。

昭昭和和4499年年55月月1166日日　　第第7722回回国国会会衆衆議議院院地地方方行行政政委委員員会会
●林忠雄政府委員(自治省行政局長)
　今回の改正によりまして、特別区は区長の公選制も採用す
る、事務も原則として一般の市並みに近づけるというような
意味からいえば、特別区の自治体として独立性を強める方向
であることはまさに間違いございませんが、しかし政府とい
たしましては､今回の改正によって特別区の性格が変わると
いう､従前憲法上の自治体でなかったものが憲法上の自治体
になるとは考えておりません。
●同政府委員
　(特別区は)今回相当独立性を強めたが､……大都市行政の
一体性の上で非常に支障がでるということになれば逆の方向
も考えなければいけない。そういう意味で、……これは一つ
の試みと考えざるを得ないので……

平平成成22年年99月月2200日日都都区区制制度度のの改改革革にに関関すするる答答申申ににつついいてて
●鈴木俊一都知事コメント
　……答申は､特別区の自主性･自律性を強化する方向での改
革を提言しており､なかでも都と特別区が強く要望していた特
別区の性格変更について「都の特別区の存する区域における
基礎的な地方公共団体」として明らかにしている。また、住
民に身近な事務の特別区への移譲や特別区に関する特例措置
の見直しも大筋で都区合意に沿ったものであり､全体的にみて
評価できるものである。……

平平成成1100年年44月月77日日　　第第114422回回国国会会衆衆議議院院
地地方方行行政政委委員員会会
●上杉自治大臣
　……今回の改正で､特別区は、基礎的な地方公共団体として
位置づけられ､市町村と同じような扱いを受ける､……都の内
部団体としての性格が払拭をされたわけでございます。また､
大都市の一体性､統一性の確保の要請に配慮しつつ、原則とし
て市町村の処理する事務を受け持つ､･･･昭和22年の制度改正
の意図は基本的に達成をされたものと認識をいたしておると
ころでございます。

昭昭和和3399年年11月月3311日日　　第第4466回回国国会会衆衆議議院院地地方方行行政政委委員員会会
●●早川自治大臣
　……都は、……一つの経営体としての円滑かつ能率的な経
営が期せられなくなり、首都として、また大都市としてその
機能を十分に果たすことができない状態になっている……こ
のような都行政の現状を改善するため、……都と特別区との
間において、その事務及び税源の合理的な配分をはかるとと
もに、当該事務の処理について都と特別区及び特別区相互間
の連絡調整を促進し、あわせて特別区の議会の議員の定数の
定限に関する規定の整備を行おうとするものであります。
大大臣臣答答弁弁資資料料((｢｢改改正正地地方方制制度度資資料料第第1166部部｣｣自自治治省省編編））
　今後においても、特別区の存する区域においては、都が基
礎的地方公共団体として、大都市行政の一体性を保つととも
に、特別区は制限自治体として住民に身近な事務を実情に即
して処理するものであって、今回の改正により都及び特別区
の性格に変更を生ずるものではない。
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都都区区制制度度にに関関すするる規規定定等等  

○○地地方方自自治治法法 

（都と特別区との役割分担の原則）  

第第 228811条条のの 22  都は、特別区の存する区域において、特別区を包括する広域の地方公共団体として、

第2条第5項において都道府県が処理するものとされている事務及び特別区に関する連絡調整に関

する事務のほか、同条第 3 項において市町村が処理するものとされている事務のうち、人口が高度

に集中する大都市地域における行政の一体性及び統一性の確保の観点から当該区域を通じて都が

一体的に処理することが必要であると認められる事務を処理するものとする。  

22   特別区は、基礎的な地方公共団体として、前項において特別区の存する区域を通じて都が一体

的に処理するものとされているものを除き、一般的に、第 2条第 3項において市町村が処理するも

のとされている事務を処理するものとする。  

 

（特別区財政調整交付金）  

第第 228822 条条  都は、都及び特別区並びに特別区相互間の財源の均衡化を図り、並びに特別区の行政の

自主的かつ計画的な運営を確保するため、政令で定めるところにより、条例で、特別区財政調整交

付金を交付するものとする。  

22   前項の特別区財政調整交付金とは、地方税法第五条第二項に掲げる税のうち同法第七百三十四
条第一項及び第二項（第二号に係る部分に限る。）の規定により都が課するもの（※1）の収入
額と（中略※2）と地方税法附則第六十六条第三項の規定により交付すべき固定資産税減収補塡
特別交付金の額（※3）との合算額に条例で定める割合を乗じて得た額で特別区がひとしくその
行うべき事務を遂行することができるように都が交付する交付金をいう。 

（※1）固定資産税、市町村民税法人分、特別土地保有税 
（※2）法人事業税交付対象額 
（※3）固定資産税減収補塡特別交付金は、令和 8年度までに限る。 

 

（都区協議会） 

第第 228822 条条のの 22 都及び特別区の事務の処理について都と特別区及び特別区相互の間の連絡調整を図

るため、都及び特別区をもつて都区協議会を設ける。  

22   前条第 1 項又は第 2 項の規定により条例を制定する場合においては、都知事は、あらかじめ都

区協議会の意見を聴かなければならない。 

 
（参考） 
○ 現行制度は、都の広域的地方公共団体としての役割の純化が図られたものであり、特別区の基礎的な地方公共団体と

しての地位をできる限り充実・強化したものである。しかし、かかるシステムが真に効果的かつ民主的な大都市行政を

もたらすかどうかは、その実際の運用にかかっている。 

  とりわけ重要なことは、一方では特別区の自主性・自立性を強めながら、他方では大都市行政の一体性・統一性を実

現することである。 

  この課題は、二律背反の要素を含むものであって、その成就のためには、賢明な行政運営が要請されるところである。 

○  都が特別区に係る市町村事務を処理するのは、特別区における全体としての一体性及び統一性の確保が要請される

ためである。・・・しかしながら、当該事務について、一体性及び統一性の確保の要請があれば、即、都による直接の

処理が認められるものではない。まずは、特別区相互間で連携し、また、都が特別区に対して許容される限りで調整機

能を行使することにより対応すべきである。こうした対応では足りず、一の統一的な意思決定の下、事務を処理しなく

てはならない必要性がある場合に、はじめて都がとりこむ形で一体的に事務を処理することとなるものである。 

――「逐条地方自治法」（松本英昭著）の第 281 条の 2 に関する記述から抜粋 

66



都都区区制制度度にに関関すするる規規定定等等  

○○地地方方自自治治法法 

（都と特別区との役割分担の原則）  

第第 228811条条のの 22  都は、特別区の存する区域において、特別区を包括する広域の地方公共団体として、

第2条第5項において都道府県が処理するものとされている事務及び特別区に関する連絡調整に関

する事務のほか、同条第 3 項において市町村が処理するものとされている事務のうち、人口が高度

に集中する大都市地域における行政の一体性及び統一性の確保の観点から当該区域を通じて都が

一体的に処理することが必要であると認められる事務を処理するものとする。  

22   特別区は、基礎的な地方公共団体として、前項において特別区の存する区域を通じて都が一体

的に処理するものとされているものを除き、一般的に、第 2条第 3項において市町村が処理するも

のとされている事務を処理するものとする。  

 

（特別区財政調整交付金）  

第第 228822条条  都は、都及び特別区並びに特別区相互間の財源の均衡化を図り、並びに特別区の行政の

自主的かつ計画的な運営を確保するため、政令で定めるところにより、条例で、特別区財政調整交

付金を交付するものとする。  

22   前項の特別区財政調整交付金とは、地方税法第五条第二項に掲げる税のうち同法第七百三十四
条第一項及び第二項（第二号に係る部分に限る。）の規定により都が課するもの（※1）の収入
額と（中略※2）と地方税法附則第六十六条第三項の規定により交付すべき固定資産税減収補塡
特別交付金の額（※3）との合算額に条例で定める割合を乗じて得た額で特別区がひとしくその
行うべき事務を遂行することができるように都が交付する交付金をいう。 

（※1）固定資産税、市町村民税法人分、特別土地保有税 
（※2）法人事業税交付対象額 
（※3）固定資産税減収補塡特別交付金は、令和 8年度までに限る。 

 

（都区協議会） 

第第 228822 条条のの 22 都及び特別区の事務の処理について都と特別区及び特別区相互の間の連絡調整を図

るため、都及び特別区をもつて都区協議会を設ける。  

22   前条第 1 項又は第 2 項の規定により条例を制定する場合においては、都知事は、あらかじめ都

区協議会の意見を聴かなければならない。 

 
（参考） 
○ 現行制度は、都の広域的地方公共団体としての役割の純化が図られたものであり、特別区の基礎的な地方公共団体と

しての地位をできる限り充実・強化したものである。しかし、かかるシステムが真に効果的かつ民主的な大都市行政を

もたらすかどうかは、その実際の運用にかかっている。 

  とりわけ重要なことは、一方では特別区の自主性・自立性を強めながら、他方では大都市行政の一体性・統一性を実

現することである。 

  この課題は、二律背反の要素を含むものであって、その成就のためには、賢明な行政運営が要請されるところである。 

○  都が特別区に係る市町村事務を処理するのは、特別区における全体としての一体性及び統一性の確保が要請される

ためである。・・・しかしながら、当該事務について、一体性及び統一性の確保の要請があれば、即、都による直接の

処理が認められるものではない。まずは、特別区相互間で連携し、また、都が特別区に対して許容される限りで調整機

能を行使することにより対応すべきである。こうした対応では足りず、一の統一的な意思決定の下、事務を処理しなく

てはならない必要性がある場合に、はじめて都がとりこむ形で一体的に事務を処理することとなるものである。 

――「逐条地方自治法」（松本英昭著）の第 281 条の 2 に関する記述から抜粋 

6
  

○都と特別区、都道府県と市町村に関する規定の対比 

  

都と特別区に関する規定 都道府県と市町村に関する規定 

○○地地方方自自治治法法  

（特別区） 

第第 228811条条  都の区は、これを特別区という。 

22  特別区は、法律又はこれに基づく政令により都が処

理することとされているものを除き、地域における事

務並びにその他の事務で法律又はこれに基づく政令

により市が処理することとされるもの及び法律又は

これに基づく政令により特別区が処理することとさ

れるものを処理する。  

（都と特別区との役割分担の原則）  

第第 228811条条のの 22  都は、特別区の存する区域において、

特別区を包括する広域の地方公共団体として、第 2条

第 5 項において都道府県が処理するものとされてい

る事務及び特別区に関する連絡調整に関する事務の

ほか、同条第 3項において市町村が処理するものとさ

れている事務のうち、人口が高度に集中する大都市地

域における行政の一体性及び統一性の確保の観点か

ら当該区域を通じて都が一体的に処理することが必

要であると認められる事務を処理するものとする。  

22 特別区は、基礎的な地方公共団体として、前項にお

いて特別区の存する区域を通じて都が一体的に処理

するものとされているものを除き、一般的に、第 2条

第 3 項において市町村が処理するものとされている

事務を処理するものとする。  

33 都及び特別区は、その事務を処理するに当たつて

は、相互に競合しないようにしなければならない。 

（特別区財政調整交付金）  

第第 228822条条 都は、都及び特別区並びに特別区相互間の

財源の均衡化を図り、並びに特別区の行政の自主的か

つ計画的な運営を確保するため、政令で定めるところ

により、条例で、特別区財政調整交付金を交付するも

のとする。  

22 前項の特別区財政調整交付金とは、地方税法第 5

条第2項に掲げる税のうち同法第734条第 1項及び第

2 項（第二号に係る部分に限る。）の規定により都が

課するもの（※1）の収入額と（中略※2）と地方税法

附則第 66 条第 3項の規定により交付すべき固定資産

税減収補塡特別交付金の額（※3）との合算額に条例

で定める割合を乗じて得た額で特別区がひとしくそ

の行うべき事務を遂行することができるように都が

交付する交付金をいう。 

（※1）固定資産税、市町村民税法人分、特別土地保有税 

（※2）法人事業税交付対象額 

（※3）固定資産税減収補塡特別交付金は、令和 8 年度ま

でに限る。 

（都区協議会） 

第第 228822条条のの 22 都及び特別区の事務の処理について、

都と特別区及び特別区相互の間の連絡調整を図るた

め、都及び特別区をもつて都区協議会を設ける。 

22 前条第1項又は第2項の規定により条例を制定する

場合においては、都知事は、あらかじめ都区協議会の

意見を聴かなければならない。 

○○地地方方自自治治法法  

（地方公共団体の法人格とその事務） 

第第 22 条条    

22  普通地方公共団体は、地域における事務及びその他

の事務で法律又はこれに基づく政令により処理する

こととされるものを処理する。 

  

  

  

55  都道府県は、市町村を包括する広域の地方公共団

体として、第 2 項の事務で、広域にわたるもの、市町

村に関する連絡調整に関するもの及びその規模又は

性質において一般の市町村が処理することが適当で

ないと認められるものを処理するものとする。 

33  市町村は、基礎的な地方公共団体として、第 5項に

おいて都道府県が処理するものとされているものを

除き、一般的に、前項の事務を処理するものとする。 

44  市町村は、前項の規定にかかわらず、次項に規定

する事務のうち、その規模又は性質において一般の市

町村が処理することが適当でないと認められるもの

については、当該市町村の規模又は能力に応じて、こ

れを処理することができる。  

66  都道府県及び市町村は、その事務を処理するに当

つては、相互に競合しないようにしなければならな

い。 

 

○○地地方方交交付付税税法法  

（この法律の目的）  

第第 11 条条 この法律は、地方団体が自主的にその財産を

管理し、事務を処理し、及び行政を執行する権能をそ

こなわずに、その財源の均衡化を図り、及び地方交付

税の交付の基準の設定を通じて地方行政の計画的な

運営を保障することによつて、地方自治の本旨の実現

に資するとともに、地方団体の独立性を強化すること

を目的とする。  

（用語の意義）  

第第 22 条条 この法律において、次の各号に掲げる用語の

意義は、当該各号に定めるところによる。  

一一 地方交付税 第 6条の規定により算定した所得

税、法人税、酒税、消費税及びたばこ税のそれぞれの

一定割合の額で地方団体がひとしくその行うべき事

務を遂行することができるように国が交付する税を

いう。  

（都の特例）  

第第 2211条条 都にあつては、道府県に対する交付税の算定

に関してはその全区域を道府県と、市町村に対する交

付税の算定に関してはその特別区の存する区域を市

町村と、それぞれみなして算定した基準財政需要額の

合算額及び基準財政収入額の合算額をもつてその基

準財政需要額及び基準財政収入額とする。  
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●地方自治体の事務の範囲（主な役割主体・例示） 
都と区市町村との分担関係（イメージ）

都への委託事務
（消防等）

市町村

市町村の区域
（基礎と広域の一般的関係）

特別区の区域（大都市地域）
（基礎と広域の特例的関係）
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都
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都
市
事
務

人口が高度に集中する大
都市地域における行政の
一体性及び統一性の確保
の観点から特別区の区域
を通じて都が一体的に処
理することが必要であると
認められる事務（法令によ
る留保事務等）

都
の
府
県
事
務

特別区

市
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村
財
源
で
対
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2
条
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項

2
条
3
項

東京都

※図中、太線が府県財源と市町村財源の境界線
※図中、条文は地方自治法

事務処理特例、

特定市の事務

等

事務処理特例、

保健所設置市の事

務等

・広域にわたる事務

・市町村に関する
連絡調整事務

・一般の市町村に
よる処理が不適当
な事務
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制制
度度
））

４４.９％
（都留保分）

都区制度 ＝ 大都市制度

５５.１％
（財調交付金）

都区財政調整制度＝都区間で協議

都区の共有財源 ＝調整税（都税として）
固定資産税、市町村民税法人分、特別土地保有税

大都市地域に複数の
基礎自治体が併存

（都）税の賦課
徴収権

府県事務 市町村事務
都が行う
大都市事務

東京都 ２３特別区

行政上の特例＝

消防・上下水道等

「市」の事務の一部を都が分担
大都市地域の行政の一体性・統一性の確保
（大都市地域の一体性 ⇔⇔ 身近な自治の確保）

事業所税、
都市計画税等＋

府県
財源

＆
税制上の特例＝

＋

※地方交付税は都区合算で算定 ※財調交付金（区間財源調整） ＝基準財政需要額 － 基準財政収入額
※事務処理特例（府県事務の移譲）、都市計画交付金（都市計画事業に対する都から区への交付金）の標記は省略

〇政令指定都市制度では対応できない大都市地域に適用
〇大都市地域における身近な自治と行政の一体性を共に確保
・複数の基礎自治体と広域自治体の特別な役割分担で対応
・大都市制度としての特例（事務分担、税配分、財調制度）

〇役割分担、財源配分は、法定の原則の下に、都区協議で調整

法人事業税
交付金
相当額

都区制度の概要
平成12年都区制度改革で法定

区税等

固定資産税
減収補塡
特別交付金

※令和４年度の配分割合（令和５年度以降の配分割合は協議中） 

※ 
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（（参参考考））通通常常市市がが処処理理すするる事事務務でで都都がが実実施施又又はは特特別別区区のの連連携携でで対対応応ししてていいるる例例  

 都が処理しているものの例 

  上水道・公共下水道の設置管理、消防事務、一定規模以上の都市計画決定 

特別区が共同で又は連携して処理しているものの例 

 ・清掃事業の中間処理（一部事務組合：平成 12 年度清掃事業移管時から） 

⇒２１清掃工場他  各区の収集運搬事業と連携、最終処分場共有（都が管理） 

 ・生活保護施設の設置・管理（一部事務組合：昭和 40 年度福祉関係事務移管後から） 

   ⇒更生施設 8所、宿所提供施設 9所、宿泊所 4所、路上生活者関係施設 5所 

・国民健康保険料の自主調整（平成 11 年度以前は都が調整） 

⇒基礎的な行政サービスである国民健康保険制度の性格を踏まえて、23 区間の協議

により自主的に保険料を調整（同じ所得、世帯構成であれば同額※例外あり） 

概ね特別区の事務の範囲 一般的な都道府県事務

概ね東京都の事務の範囲 一般市の事務

通常市が行っている事務のうち、大都市地域における行政の一体性及び統
一性の確保の観点から、特別区の区域を通じて都が一体的に処理する必要
がある事務

一
般
的
な
都
道
府
県
事
務

一
般
市
の
事
務

政
令
指
定
都
市
の
事
務

中
核
市
の
事
務

警 察

保 健 所

児童相談所

水 道 消 防

小中学校教員
任免・定数・給与

高 校
・
大 学

公共下水道

住
宅

・

公
園

・

病
院

・

交
通

・

公
害

都市計画

小中学校戸 籍住民記録介護保険
国民健康
保険

清 掃生活保護

流域下水道

建築確認

幹線道路

生活道路

保 育 所

99



 

 
（（教教育育））                    （（治治安安・・安安全全・・防防災災）） 
・私立幼稚園・専修学校・各種学校に             ・警察（犯罪捜査、運転免許等）  

関する認可、指導等 ※２            

 
（（保保健健衛衛生生））                                  （（福福祉祉））  

・精神障害者の入院措置            ・児童相談所の設置 ※３ 
・動物取扱業の登録               ・児童福祉施設の設置認可・監督 ※３ 

（（環環境境）） 
（（教教育育））                                                                              ・建築物用地下水の採取の許可  
 ・県費負担教職員の任免、給与の決定、定数の決定、給与等の負担、小中学校学級編成基準の決定   

（（ままちちづづくくりり））  
 ・都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（一つの指定都市の区域内の都市計画区域に係るもの） 

・都道府県道、産廃施設、流通業務団地等に関する都市計画決定 
 ・市街地再開発事業に関する都市計画決定   ・区域区分に関する都市計画決定 
・市内の指定区間外の国道の管理   ・市内の県道の管理 

指定都市等の事務と特別区の事務の比較 

 指定都市・中核市・特例市が処理する主な事務と、そのうち特別区が実施しているもの

（    網掛けした部分）を以下に示した。 

＜注＞ ・「※１」は、法令に基づき特別区が実施している事務。 

・「※２」は、条例による事務処理特例制度に基づき特別区が実施している事務（「県費負担教職員

の研修」は一部実施）。 

・「※３」は、政令で定める市・特別区が処理する事務。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指指定定都都市市がが処処理理すするる主主なな事事務務  

 
（（保保健健衛衛生生））                                  
・保健所の設置 ※１            
・飲食店営業等の許可 ※１        
・浄化槽設置等の届出 ※１        
・温泉の供用許可 ※１  
・高度管理医療機器（コンタクトレンズ等） 
 販売業等の許可 ※１        

（（福福祉祉））                                    
 ・身体障害者手帳の交付            
 ・母子・寡婦福祉資金の貸付け ※２ 
 ・保育所、特別養護老人ホーム、生活 
  保護施設の設置認可・監督 
 ・介護サービス事業者の指定 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

中中核核市市がが処処理理すするる主主なな事事務務  

 
（（ままちちづづくくりり））                            （（そそのの他他））  

・市街化区域又は市街化調整区域内の    ・計量法に基づく勧告、定期検査 
開発行為の許可 ※２ 

・土地区画整理組合の設立の認可 ※２ 
・宅地造成の規制区域内における宅地造成工事の許可 ※２ 

施施行行時時特特例例市市がが処処理理すするる主主なな事事務務  

・民生委員の定数決定、指導訓練等 
（（教教育育））  
 ・県費負担教職員の研修 ※２ 
（（環環境境））  

・ばい煙発生施設の設置の届出 
 ・一般廃棄物処理施設、産業廃棄物処理 

施設の設置の許可 
（（ままちちづづくくりり））  
 ・屋外広告物の条例による設置制限 
 ・サービス付き高齢者向け住宅事業の登録 

指指定定都都市市のの区区域域ににおおいいててもも都都道道府府県県がが処処理理すするる主主なな事事務務  

 
（（ままちちづづくくりり））               （（治治安安・・安安全全・・防防災災）） 
 ・上下水道の整備・管理運営        ・消防・救急活動 
 ・都市計画決定（上下水道、用途地域等関係） 

（（参参考考））  市市町町村村がが処処理理すするる事事務務ののううちち都都がが一一体体的的にに処処理理すするる事事務務  

令和５年４月１３日現在 
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区区域域内内のの市市町町村村財財源源とと行行政政需需要要のの比比較較（（粗粗いい試試算算））
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区区域域内内のの市市町町村村財財源源 行行政政需需要要

◆ 「区域内の市町村財源」は、各区の区税等と都税市町村分相当の合計
◆ 「行政需要」は、各区の一般財源と都留保分の按分（均等割、人口割
半々）の合計

※数値は、令和３年度決算額
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都都区区のの法法的的位位置置づづけけのの確確立立

都：広域の地方公共団体
区：基礎的な地方公共団体

特別区＝都の内部的団体
からの脱却！

財財政政自自主主権権のの強強化化

都都区区のの役役割割分分担担見見直直しし

都都かからら区区へへのの税税源源移移譲譲

（ゴルフ場利用税交付金、入湯税等）

・財源配分割合の見直し
（区：44％％→→52％％）

・総額補てん、納付金制度
の廃止 等

財財調調
法律による
財源保障

＆＆

住民に身近な事務は２３区へ
⇒清掃事業 など

都が行う市町村事務は限定！
都区の役割分担、
行政責任の明確化！！

12年の都区制度改革

財源問題の協議を経て

都区のあり方検討へ

平成１２年改革で確認された原則
《《都都とと特特別別区区のの役役割割分分担担のの原原則則》》

○特別区は身近な行政を都に優先して行う
○都の「市町村事務」は限定される
○法令に根拠のない事務の分担については、都区の協議
によって決まる

《《都都とと特特別別区区のの財財源源配配分分のの原原則則》》
○特別区がひとしくその行うべき事務を遂行することができる
ように調整税の一定割合を配分する

○都に留保される事務の財源を都に留保する
○配分割合については、都と特別区の「市町村事務」の分担
割合に応じて、都区の協議に基づいて定める

都区の役割分担に
応じた財源配分が

未決着

都区の役割分担に
応じた財源配分が

未決着

積み残し
の課題
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国会答弁にみる都区制度改革の趣旨 

－ 都と特別区との役割分担と財源配分について － 

 

※平成１０年地方自治法等の一部を改正する法律案に関する国会答弁 

 

都区の役割分担の原則 

 

①特別区は身近な行政を都に優先して行う 

○ ＜法改正の中で、都と特別区の位置付けをどのように明確にしたのかという趣旨の質問に対し

て＞特別区が基礎的な地方公共団体として位置づけられますと、まず、特別区は、一般の市町村

と同様に、住民に身近な地方公共団体ということで、住民に身近な行政を、いわば広域団体であ

る都に優先して行うという役割分担の原則が明確にされるものと考えております。 

                          ［鈴木行政局長（衆４／２、下村博文）］ 

②都の｢市町村事務｣は限定される 

○ 都と特別区の役割分担、特に、都道府県としての都でなくて、市町村が処理する事務のうち都

はどの部分を担うのか、こういうことにつきましては、今度の改正におきまして都と特別区の役

割分担の原則を定めております。特別区の存する区域における行政の一体性、統一性の観点から、

要するに、特別区の存する区域を通じて一体的に処理することが必要であるかどうか、必要であ

ると認められる事務に限って都が限定的に事務を担当する、特別区はそれ以外のものを一般的に

担う、こういう考え方でございます。          ［鈴木行政局長（衆 4／7、太田昭宏）］ 

○ ＜特別区を基礎的自治体として位置づけ、都から特別区への事務・権限と財源の移譲をして特

別区の自治権を拡充するという今回の法改正の趣旨は尊重されるべきで、大都市の一体性・統一

性の観点からの都が行う事務というのは、今後出てきたとしても非常に限定されたものになると

思うがいかがかという趣旨の質問に対して＞ 今のお話の趣旨に沿いまして、大都市の一体性、

統一性の観点から都に留保される事務は限定的であるべきだ、このように考えております。 

［鈴木行政局長（衆４／７、中島武敏）］ 

③法令に根拠のない事務の分担については、都区の協議によって決まる 

○ まず、二百八十一条の二の、一体的に処理する必要がある事務かどうかということにつきまし

ては、特別区が基礎的な地方公共団体として、一つは、一般的に市町村が処理する事務を処理す

るという観点、もう一つは、大都市行政の一体性、統一性の確保の観点、この二つを踏まえまし

て客観的に判断されるべきものでありますが、法令に根拠を要する事業につきましては、当該法

令の趣旨、目的等を踏まえた上で、この原則の上に立って法令において明らかに規定する、こう

いうことになります。 

  なお、法令に根拠のない一般公共事務でございますが、それにつきましては、新たにこの二百

八十一条の二の役割分担の原則に沿って客観的に判断されるべきものでありますが、具体的には、

都と特別区の間の協議によって決まってくる、このように考えております。 

                          ［鈴木行政局長（衆４／７、中島武敏）］ 

 

 

①特別区がひとしくその行うべき事務を遂行することができるように調整税の一定割合を配分する 

○ 今回の法改正におきましては、具体的には二百八十二条の第二項でございますが、この都区財

政調整制度は、特別区がひとしくその行うべき事務を遂行することができるように都が交付する

都区の財源配分の原則 
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のだということを法律上明記いたしておりまして、こういうことから申しますと、今委員がおっ

しゃいましたような事務事業の移管とかあるいは将来の財政需要の変化に対応いたしましても、

こういう規定を置くことによりまして、都区財政調整制度において財源保障がされることになる

と考えます。 

  具体的には、この特別区に配分される割合が、もちろん事務事業の移管とかあるいは将来の財

政需要の変化に対応して変更されるということになると考えますので、そういう意味でも財源保

障はされるのではないかというふうに考えておる次第でございます。 

                         ［二橋財政局長（衆４／２、畠山健治郎）］ 

②都に留保される事務の財源を都に留保する 

○ ＜都区財政調整制度は、特別区の財源保障とともに都が行う市町村事務の財源を保障するため

のものと考えて良いのかという趣旨の質問に対して＞今回の改正で特別区は基礎的な地方公共

団体として位置づけられることになりますが、なお、消防あるいは上下水道等の事務は法令で都

に留保されることになります。この都に留保される事務につきましては、本来的には市町村税を

もって充てられるべき性格のものでございまして、したがいまして、そのために都と区の間で財

源配分を適切に行う必要がございます。 

  そういうことから、調整三税を原資とする都区財政調整制度が、それぞれ市町村の事務を都と

特別区で分担する割合に応じて財源配分がされるわけでございまして、そういう意味で、御指摘

のとおり、都に留保される、一般であれば市町村が行う事務の財源としてこの調整三税の、要す

るに都に留保される分がそういう財源保障の機能を持つということでございます。 

［二橋財政局長（衆４／７、中島武敏）］ 

③配分割合については都と特別区の｢市町村事務｣の分担に応じて、都区の協議に基づいて定める 

○ 今回、都区財政調整制度の基本的な仕組みは存続されるわけでございますが、そのときに、い

わゆる調整三税、これにつきましては法律で明確にするという形にいたしておりまして、これは、

この制度自体の安定性あるいは特別区の財政運営の自主性といいますか、安定性を図る上でその

ことが望ましいという趣旨で法律に書くということにいたしておるわけでございます。そのこと

で、かえって硬直的になりはしないかという御懸念でございますが、御案内のように、調整三税

を最終的に都と特別区で、分担する市町村の仕事に応じてどういうように分けるかという調整割

合、これは都区間の協議に基づいて条例で定めるということになるわけでございまして、今後の

事務の変動あるいは移管ということが行われます場合には、それに応じて都区間で適正に協議が

されて、必要な財源が調整割合の変更という形で担保されていくものというように考えておりま

す。                                   ［二橋財政局長（衆４／７、石井紘基）］ 

○ いわゆる調整三税の調整割合を定めるということが都分と特別区分とのシェアを分けること

になるわけでございますが、これにつきましては両者間で十分な話し合いを行って、あくまでも

その基本となりますのは実際に行います事務分担に応じてその財源の配分を行うということで

ございますので、そういう実際に分担する事務分担を前提として十分な話し合いを行っていただ

きたい、その結果で調整割合を定めていくということになろうかと思います。 

自治省といたしましては、この都区財政調整制度の運用に当たりまして、今回の法改正の趣旨

も踏まえまして、特別区の自主的な財政運営に支障が生ずることがないように、地方自治法の二

百八十二条で、助言・勧告等を行うという規定が自治大臣にございます。そういうことによ 

  

 

 

りまして適切に対応してまいりたいというふうに考えております。 

                         ［二橋財政局長（衆４／７、太田昭宏）］ 
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都区の基本的性格等に関する平成10年地方自治法等改正の趣旨（国会質疑抜粋） 

平成 10 年 4 月 2 日 第 142 回国会 衆議院地方行政委員会議録第 10 号から抜粋 
 

○西川太一郎委員 …今回新たに 281 条の 2 が設けられたわけでありますけれども、これ

によって都区の役割の分担に指針が与えられたというふうに理解をいたすわけであります。 
 これまで、都と特別区の役割分担というのは、行政責任がある意味では不明確であった、

こういうふうに言えると思います。これの新設によって大きな効果を持つというふうに感

ずるわけでありますが、この新しい条文の中で、特別区は基礎的な地方公共団体と明確に

位置づけられている。このことは非常に大事でありまして、これによって特別区は東京都

の内部団体的な性格を払拭されて、名実ともに基礎的な地方公共団体になる。言わずもが

なのことでありますけれども、これに対して御所見を伺いたい、こういうことであります。 
○鈴木政府委員（自治省行政局長） お答えいたします。 
 特別区が基礎的な地方公共団としてそういう実質を備えるということで考えてみますと、

二つの要件があると思います。一つは、都の内部団体としての性格が払拭されること、も

う一つは、原則として、法制度上、住民に身近な事務を処理する地方公共団体として位置

づけられること、この二つが必要であると考えております。 
 今回の制度改革後の特別区につきましては、今ほど大臣から御説明ございましたが、廃

置分合、境界変更の発議の権能が特別区に付与される。また、都の調整条例というものの

規定が廃止される。またさらに、いわゆる区長委任条項というものが廃止される。さらに

都区財政調整制度の見直しが行われ、自主性、自立性の観点からの改正を行うということ

でございまして、立法面から、また行政面から、また財政面から、いずれにいたしまして

も、一般の市町村と遜色のない状態に至るということでございまして、都の内部団体とし

ての性格は払拭されるものと考えております。 
 また、事務の面でも、改革後の特別区に対しましては一般廃棄物の処理に関する事務な

どが移譲されまして、大都市の一体性、統一性の確保の観点から都に留保される事務はご

ざいますけれども、一般の市町村が処理する事務は、大半特別区が処理するということに

なります。 
 こういうことで、特別区は、基礎的な地方公共団体としての実質を備えるということで

ございまして、いわば自己決定、自己責任ということで、それだけ責任も重いものである

と考えております。 
○西川（太）委員 …同じ条文の中で、今度は東京都について、特別区を包括する広域の

地方公共団体という位置づけをされたわけでありますけれども、これは、従前の都の性格

と変わるものなのでしょうか。どういう理解をしておりますでしょうか。 
○鈴木政府委員 今回の都区制度改革におきましては、特別区の性格の変更を行いまして、

今ほど申し上げましたように、地方自治法上、特別区を基礎的な地方公共団体として位置
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○西川（太）委員 ただいま二つの質問に対する局長の御答弁を伺いますと、今回の改正

によって特別区の自主性、自立性が強化される、これは大変意義深い重要なことである。
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しかし一方で、一つの大都市としての一体的に発展してきた経緯というものが二十三区に

あるわけでございますが、これが都区制度を論ずる上には非常に大事だと私は思っており

まして、大都市としての一体性や統一性の確保ということを欠いてしまった都区制度の改

革というのは、これは困るわけでございます。 
 この大都市の一体性、統一性の確保というものに対して今回の法改正ではどういう御配

慮をなさったのか、改めて伺いたいと思います。 
○鈴木政府委員 今回の都区制度改革におきまして、大都市行政の一体性、統一性の確保

という観点から申し上げますと、例えば消防、上下水道などの事務は引き続き都において

処理することといたしております。また、都知事の特別区に対します必要な助言・勧告の

制度、また都区協議会というものの制度を残しまして、都と特別区の間、また特別区相互

間の十分な連絡、連携、調整のもとに事務が円滑に処理されるようにしているところでご

ざいます。 
 あわせまして、特別区の財政運営の自主性を高めるための見直しを行った上で、都区財

政調整制度につきましてもこれを残しまして、特別区相互間に著しい税源の偏在がある中

で、大都市行政の一体性、統一性を確保するため、行政水準の均衡を図ること、このよう

にいたしております。 
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特別区間の協議・共同機関 
 
（１）特別区間の共同処理機関等 

○ 特別区長会（区長会、副区長会ほか） 
○ 特別区議会議長会 
○ 特別区人事・厚生事務組合 

   （人事行政の企画、共同研修、特別区人事委員会、生活保護関係施設、ほか） 
○ 東京二十三区清掃一部事務組合（一般廃棄物の中間処理） 
○ 東京二十三区清掃協議会（廃棄物収集・運搬に係る請負契約事務の管理・執行、

連絡調整） 
○ 特別区競馬組合（競馬の開催） 
○ 東京都後期高齢者医療広域連合（後期高齢者医療制度：都内６２区市町村） 
○ 公益財団法人特別区協議会（自治に関する調査研究・普及啓発、東京区政会館の

管理運営、区事業の支援、ほか） 
○ 公益財団法人東京都区市町村振興協会（宝くじの収益金等を活用した区市町村へ

の貸付事業等、区市町村を支援する事業：都内６２区市町村） 
（２）特別区長会の概要 

１ 設立年月日  昭和２２年５月１日 

２ 設立目的   特別区間の連携を図り、もって特別区政の円滑な運営と特別区の

自治の進展に資する。 

３ 会の性格    特別区２３区長が組織する任意団体 

４ 役員等 

 役職名 定数  任期      選 出 方 法    根 拠 規 定 

会 長   １名   ２年  総会において選挙  規約§6、7、8 

副会長   ２   ２    同上   同上 

幹 事   ５   １  ﾌﾞﾛｯｸで各１名推薦し、総会で決定   同上 

会計監事   ２   １  役員を除く区長から選出  監事規程§2、3 

 
顧 問 

  会長の経験を有し、現に区長の職に

在る者の中から会長が委嘱 規約§6 

○第１ﾌﾞﾛｯｸ 千代田 中央  港  新宿     

○第２ﾌﾞﾛｯｸ 文京  台東  北  荒川 

○第３ﾌﾞﾛｯｸ 品川  目黒 大田 世田谷 渋谷 

○第４ﾌﾞﾛｯｸ 中野  杉並 豊島 板橋  練馬 

○第５ﾌﾞﾛｯｸ 墨田  江東 足立 葛飾  江戸川 

５ 会議・検討体制 

    組織名称            内     容     構  成 

会 

 

議 

 総 会   本会の目的を達成するために必要な事

項を審議する。 
全区長 

 役員会   総会に付議すべき重要な案件を審議す

る。 

役員区長（会長、副会

長、幹事） 

 ブロック会   ブロック内の連絡調整及び意見集約を

行う。 

当該ブロックに属す

る区長 

検 

討 

体 

制 

 部会等 大都市制度部会、税財政部会、政策課題

部会、公務員制度部会、防災・まちづく

り部会＊、就労支援研究会＊ 

 各ブロック選出の区

長をもって構成。 

（＊については、全区

長をもって構成） 
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６ 会議の開催 

総会及び役員会は、原則として月１回開催する。 

（原則として役員会は１０日、総会は１６日に開催） 

 

７ 事 業 

    (1)  特別区に共通する課題についての連絡調整及び調査研究 

    (2)  特別区の自治の進展を図るため必要な施策の立案及び推進 

    (3)  その他本会の目的を達成するために必要な事業 

 

８ 予 算 

     １７７，８９８千円（令和５年度当初予算額） 

        各区分担金 １区２，０００千円 

 

９ 事務局 

      事務局を設置する。（規約§22） 

      事務局に事務局長を置き、任期は２年間、但し再任を妨げない。 

                          （事務局設置要綱§3、5） 

      事務局の組織は、調査第１課、調査第２課とする。（同上§2） 

     事務局に次長を、課に課長、主査及び職員を置く。（事務局処務規程§2） 

   事務局に参事、担当課長、副参事、主査及び参与を置くことができる。（同上） 

 

     ○ 事務局長は、特別区人事・厚生事務組合常勤副管理者が兼務し、その他事務局職

員は同事務組合職員が兼務している。 
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２
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Ⅱ  都区間財源問題と都区のあり方検討 
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平成 12 年改革以降の都区制度をめぐる検討の経緯 

年次 特別区 東京都 

H12 年 4 月 
 
 
H15 年 3 月 
 
 
 
 
 
 
H18 年 2 月 
 

H18 年 5 月 
～11 月 
 
H19 年 1 月 
～ 

H19 年 11 月

H19 年 12 月 
 
 

H20 年 6 月 
～ 
H20 年 8 月 
～ 
 

H21 年 11 月 
～H27年3月 
 
H24 年 2 月 
～H28年5月 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

地 方 自 治 法 の 一 部 改 正 （ 施 行 ） 

・都を広域の地方公共団体、特別区を基礎的な地方公共団体に法定 

「都区財政調整主要 5課題」の協議 

・法定された都区の役割分担に基づく財源配分等の財源問題が未決着 
・平成 17 年度までの解決を目指して都区協議 
＜協議内容＞ 

①役割分担を踏まえた財源配分 ②都に留保した清掃関連経費の取扱い  
③小中学校改築需要への対応  ④都市計画交付金の配分  
⑤状況に応じた配分割合の変更 

＜主要 5課題の協議決着＞  H18.2.16 都区協議会合意事項 

・新たな検討組織を設置し、今後の都区のあり方について、根本的、発展的

に検討（事務配分、特別区の区域のあり方（再編等）、税財政制度） 
・その結論に従い、役割分担を踏まえた財源配分を整理 

都区のあり方に関する検討会 （Ｈ18.5～Ｈ18.11） 

・都区のあり方検討に係る今後の検討の大枠を整理 

都区のあり方検討委員会・幹事会（Ｈ19.1～） 

＜検討項目＞  

・都区の事務配分・特別区の区域のあり方・税財政制度 
※H23までに事務配分 444項目の検討の方向付け終了（事後の対応未定） 

特別区制度調査会報告（H19.12.11） 

・「都の区」の制度廃止と「基礎自治

体連合」の構想 

東京自治制度懇談会報告（H19.11） 

・議論の整理 
（都が大都市経営の担い手） 

東京の自治のあり方研究会（H21.11～H27.3） 

・将来の都制度や東京の自治のあり方について調査研究 
（都・区・市・町村共同設置） 

特別区制度研究会（H20.8～） 

・第 1 期（H20.8～H22.3） ・第 5期（H28.5～H30.3） 

・第 2 期（H22.5～H24.3） ・第 6期（H30.4～R2.3） 

・第 3 期（H24.5～H26.3） ・第 7期（R2.4～R4.3） 

・第 4 期（H26.5～H28.3） ・第 8期（R4.4～  ） 

児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会（H24.2～H28.5） 

・現行の課題と対応策 ・児童相談行政の体制のあり方 
※H28 児童福祉法の一部改正により特別区も児童相談所を設置可能に 

特別区制度懇談会（H20.6～） 
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平成 12 年改革以降の都区制度をめぐる検討の経緯 

年次 特別区 東京都 

H12 年 4 月 
 
 
H15 年 3 月 
 
 
 
 
 
 
H18 年 2 月 
 

H18 年 5 月 
～11 月 
 
H19 年 1 月 
～ 

H19 年 11 月

H19 年 12 月 
 
 

H20 年 6 月 
～ 
H20 年 8 月 
～ 
 

H21 年 11 月 
～H27年3月 
 
H24 年 2 月 
～H28年5月 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

地 方 自 治 法 の 一 部 改 正 （ 施 行 ） 

・都を広域の地方公共団体、特別区を基礎的な地方公共団体に法定 

「都区財政調整主要 5課題」の協議 

・法定された都区の役割分担に基づく財源配分等の財源問題が未決着 
・平成 17 年度までの解決を目指して都区協議 
＜協議内容＞ 

①役割分担を踏まえた財源配分 ②都に留保した清掃関連経費の取扱い  
③小中学校改築需要への対応  ④都市計画交付金の配分  
⑤状況に応じた配分割合の変更 

＜主要 5課題の協議決着＞  H18.2.16 都区協議会合意事項 

・新たな検討組織を設置し、今後の都区のあり方について、根本的、発展的

に検討（事務配分、特別区の区域のあり方（再編等）、税財政制度） 
・その結論に従い、役割分担を踏まえた財源配分を整理 

都区のあり方に関する検討会 （Ｈ18.5～Ｈ18.11） 

・都区のあり方検討に係る今後の検討の大枠を整理 

都区のあり方検討委員会・幹事会（Ｈ19.1～） 

＜検討項目＞  

・都区の事務配分・特別区の区域のあり方・税財政制度 
※H23までに事務配分 444項目の検討の方向付け終了（事後の対応未定） 

特別区制度調査会報告（H19.12.11） 

・「都の区」の制度廃止と「基礎自治

体連合」の構想 

東京自治制度懇談会報告（H19.11） 

・議論の整理 
（都が大都市経営の担い手） 

東京の自治のあり方研究会（H21.11～H27.3） 

・将来の都制度や東京の自治のあり方について調査研究 
（都・区・市・町村共同設置） 

特別区制度研究会（H20.8～） 

・第 1 期（H20.8～H22.3） ・第 5期（H28.5～H30.3） 

・第 2 期（H22.5～H24.3） ・第 6期（H30.4～R2.3） 

・第 3 期（H24.5～H26.3） ・第 7期（R2.4～R4.3） 

・第 4 期（H26.5～H28.3） ・第 8期（R4.4～  ） 

児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会（H24.2～H28.5） 

・現行の課題と対応策 ・児童相談行政の体制のあり方 
※H28 児童福祉法の一部改正により特別区も児童相談所を設置可能に 

特別区制度懇談会（H20.6～） 

22

都区のあり方検討の経緯と現状のポイント 

 

◇検討に至る経緯 

○平成 12 年都区制度改革時に、改正自治法の原則に則った役割分担の明確化と役割分担に基

づく安定的な財源配分を確立する根本課題が積み残し 
○財源問題（主要５課題）協議の結果、都の事務のうち「市」の財源を充てるべき範囲をめぐ

って、都区の見解は大幅に乖離 
※都 1 兆 2 千億円、区 6 千 8 百億円（平成 15 年度決算）     

○財財源源配配分分ののあありり方方はは、、都都区区ののあありり方方検検討討のの結結果果でで整整理理すするるここととでで暫暫定定決決着着 
※都区のあり方検討委員会設置（平成 19 年１月から）＜事務、区域、税財政など＞ 
※三位一体改革等で５５％に（平成 19 年度から）＜分担変更時等以外は当面安定化＞ 

◇検討に臨む方針（H19.6.15 区長会総会）  
○事務配分は、基礎自治体優先の原則を踏まえ都が実施する事業を例外なく検討 
○区域のあり方は、都が示す考え方を参考に、特別区が主体的に判断 
○税財政は、事務移譲に応じた財源移譲及び特別区の主体性の強化等を目指す 

◇検討の状況等 
○事務配分 
・内部管理事務等を除き、都の全ての事務を対象に検討（４４４項目） 
・・検検討討対対象象事事務務ににつついいてて検検討討のの方方向向付付けけをを完完了了（（HH2233..11）） 

※ 区に移管：５３   都区の役割見直し：３０  引き続き検討：１０１ 
都に残す：１８４  検討対象外:７５  税財政制度の課題として整理：1 

・区に移管する方向で一致した事務の具体化等、事務配分の今後の取扱いについては、都が

特別区の区域再編の議論抜きに進められないとしているため、未定 
   ＜参考＞ 都の考え方 

都区の事務配分の検討と特別区の区域のあり方の検討はセットで検討すべき。都の

評価は、特別区が人口５０万人以上の規模となった場合を想定した評価。ただし、こ

れをもって移管の前提条件とするものではない。 

○区域のあり方 
・都区双方から論点等を出し合い検討。都は、再編を含む区域のあり方について議論が必要

と主張、区側は、それぞれの区が主体的に判断するものと主張し、議論が噛み合わず 
・議論の中で、当面、将将来来のの都都制制度度やや東東京京のの自自治治ののあありり方方ににつついいてて、、学学識識経経験験者者をを交交ええたた、、

都都とと区区市市町町村村共共同同のの調調査査研研究究のの場場をを設設けけるるここととととしし、、そそのの結結果果をを待待っってて、、必必要要にに応応じじ議議論論

することに 
・「東京の自治のあり方研究会」が設置され、調査研究を開始（H21.11）、地域別の将来人口

推計（500ｍメッシュ）等のデータに基づき、地域ごとの課題を踏まえた最終報告がとり

まとめられた（H27.3）が、この報告の取扱いは未定 
・区長会は、研究会報告に関して、各区で今後議論する際の参考として受け止めるが、特特別別

区区のの区区域域ののあありり方方ににつついいてて、、都都区区間間でで直直ちちにに検検討討すするる必必要要ががああるるととのの提提言言ににななっってていいなないい

ここととかからら、、従従来来どどおおりり、、各各区区がが主主体体的的にに判判断断すするる課課題題ととしし、、都都かからら具具体体的的なな提提案案ががああっったた

場場合合にに対対応応すするることを確認 
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○税財政制度 
・区側から論点を示したが、今後の検討課題の議論の推移を踏まえて整理 

○児童相談所のあり方等 
・都区のあり方検討委員会と切り離して、都都区区間間のの連連携携やや体体制制等等ににつついいてて幅幅広広くく検検討討するこ

とを都区間で確認 
・児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会設置（H24.2.13） 
・検討会で特別区が求める児童相談所の移管について大きな進捗が見られない中で、児童虐

待について発生予防から自立支援まで一連の対策の更なる強化等を図るための児童福祉法

等の一部を改正する法律が成立（H28.5.27）、公布（H28.6.3） 
・この改正により、政政令令でで定定めめるる特特別別区区がが児児童童相相談談所所をを設設置置ででききるるようになり、併せて、政

府が、法施行後 5 年を目途として、中核市・特別区が児童相談所を設置できるように必要

な支援を実施すると規定 

○都区のあり方検討委員会の協議再開に向けた区長会の取組 
・平成２７年６月の区長会総会で、都に対して、平成２３年１２月の書面開催を最後に中断

されている都区のあり方検討委員会の協議再開を求めることを確認 
・これを受けて、都への予算要望等の機会（※）をとらえて、協議を再開するよう要請 
※ 区長会役員就任挨拶（H27.6、H29.6、R1.6、R3.6） 
  都の施策及び予算に関する要望（H27.7、H28.8、H29.8、H30.7、R1.7、R2.8、R3.8、

R4.7） 
  都区協議会（H28.2） 

都予算編成に関する知事ヒアリング（H29.11、H30.11、R1.11、R2.12、R3.12、R4.11） 
知事との意見交換会（H30.2、H31.1、R2.11） 
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○税財政制度 
・区側から論点を示したが、今後の検討課題の議論の推移を踏まえて整理 

○児童相談所のあり方等 
・都区のあり方検討委員会と切り離して、都都区区間間のの連連携携やや体体制制等等ににつついいてて幅幅広広くく検検討討するこ

とを都区間で確認 
・児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会設置（H24.2.13） 
・検討会で特別区が求める児童相談所の移管について大きな進捗が見られない中で、児童虐

待について発生予防から自立支援まで一連の対策の更なる強化等を図るための児童福祉法

等の一部を改正する法律が成立（H28.5.27）、公布（H28.6.3） 
・この改正により、政政令令でで定定めめるる特特別別区区がが児児童童相相談談所所をを設設置置ででききるるようになり、併せて、政

府が、法施行後 5 年を目途として、中核市・特別区が児童相談所を設置できるように必要

な支援を実施すると規定 

○都区のあり方検討委員会の協議再開に向けた区長会の取組 
・平成２７年６月の区長会総会で、都に対して、平成２３年１２月の書面開催を最後に中断

されている都区のあり方検討委員会の協議再開を求めることを確認 
・これを受けて、都への予算要望等の機会（※）をとらえて、協議を再開するよう要請 
※ 区長会役員就任挨拶（H27.6、H29.6、R1.6、R3.6） 
  都の施策及び予算に関する要望（H27.7、H28.8、H29.8、H30.7、R1.7、R2.8、R3.8、

R4.7） 
  都区協議会（H28.2） 

都予算編成に関する知事ヒアリング（H29.11、H30.11、R1.11、R2.12、R3.12、R4.11） 
知事との意見交換会（H30.2、H31.1、R2.11） 
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平成12年改革後の協議で目指したもの

○都が限定的に行う大都市事務の具体的な整理により、改正自

治法の原則に則った役割分担の明確化と役割分担に基づく安

定的な財源配分を確立する

≪特別区優先、都の事務の限定、役割に応じた財源配分≫

○住民に対する都区の行政責任の明確化

○基礎自治体である区の行財政基盤の強化と都が広域的課題

に専念できる体制の強化

○都区の真のパートナーシップ確立による住民福祉の向上と

大都市東京の発展

未完の都区制度改革

財源問題（主要5課題）協議の結果、都の事務のう
ち「市」の財源を充てるべき範囲をめぐって、都区
の見解は大幅に乖離

※都1兆2千億円、区6千8百億円（15年度決算）

財源配分のあり方は、都区のあり方検討の結果で
整理することで暫定的に決着

※都区のあり方検討委員会設置（19年１月から）

（事務、区域、税財政など根本的かつ発展的に検討）

※三位一体改革等で５５％に（19年度から）

（税制改正、分担変更等が無い限り当面安定化）
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主要５課題に関する都区協議の概要 

～ 主要５課題の確認から当面の配分割合の決着まで ～ 
 

(1) 都区財政調整「主要５課題」の確認 

  平成 12 年 4 月 1 日施行の都区制度改革により新たなスタートを切った都区制度で

あったが、法に定められた都区の役割分担に基づく財源配分の問題等については、都

区で合意に至らず、課題として積み残された。平成 12 年 2 月 10 日開催の都区協議会

において、都区で確認した「都区財政調整主要５課題」である。 

これ以降、清掃事業の特例的対応期間が終了する平成 17 年度までの解決をめざし

て、都区協議が行われることとなった。 

「主要５課題」の内容 

①今回財源配分に反映させない清掃関連経費については、区の財源配分に反映させる

課題として整理し、都の実施経費を踏まえて平成１７年度までに協議する。  

②今後の小中学校の改築需要急増への対応について、実施状況等を踏まえて協議する。 

③今回の配分割合は、清掃事業について一定期間特例的な対応を図ること等をふまえ

たものであり、都区双方の大都市事務の役割分担を踏まえた財源配分のあり方につ

いては、今後協議する。 

④都市計画交付金について、都区双方の都市計画事業の実施状況に見合った配分が行

われるよう検討する課題とする。 

⑤清掃事業の特例的な対応が終了する平成１７年度の時点で配分割合の見直しを行う

ことは当然として、それまでの間、大きな制度改正やどうしても対応できない事態

が発生した場合には、配分割合の変更について協議を行う。 

(2) 主要５課題の暫定的整理 

 主要５課題を事務的に検討する場として平成 15 年に都区検討会（大都市事務検討

会、清掃関連経費検討会、小中学校改築経費等検討会）が設置される等、都区協議が

進められたが、各課題とも双方の見解は大きく乖離し、協議は難航を極めた。しかし、

協議の最終年度である 17 年度に入り、都区検討会の検討結果を踏まえた都区財政調

整協議会での検討を経て、11 月以降に行われた区長会正副会長と都副知事とのトッ

プ交渉等が行われた結果、平成 18 年 2 月 16 日の都区協議会において、主要５課題の

暫定的な整理の合意を見るに至った。 

主要５課題の整理についての都区の合意事項 

１ 今後の都区のあり方について、事務配分、特別区の区域のあり方（再編等）、税

財政制度などを根本的かつ発展的に検討することとし、協議が整い次第、このため

の検討組織を都区共同で設置する。 

  都区の大都市事務の役割分担を踏まえた財源配分のあり方については、この検討
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財政制度などを根本的かつ発展的に検討することとし、協議が整い次第、このため
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を行う中で、その結論にしたがい整理を図る。 

２ 平成 18 年度都区財政調整協議において、清掃関連経費及び小中学校改築に係る

課題を整理することとし、都は財政調整交付金とは別に２００億円の特別交付金を

平成 18 年度に限り設ける。 

  特別区都市計画交付金については、対象事業に市街地再開発事業（再開発組合等

への助成）を追加する。 

３ 「三位一体改革の影響」への対応として都から提案された調整率の２％アップ（19

年度以降）については、影響の全体像を見極め、平成 19 年度財調協議において合

意できるよう努力する。 

 この合意に基づき、平成 18 年度から都区のあり方に関する検討が始まり、平成 18

年 11 月 14 日に、都区協議会の下に都区のあり方検討委員会が設置された。 

(3) 当面の配分割合の決着 

平成 19 年度都区財政調整協議は、都区間の配分割合改定に向け、各区の三位一体

改革の影響額を調査したうえで行われた。しかし、三位一体改革の影響の範囲や、都

区財政調整交付金不交付区における影響額の取扱い等について都区の見解が相違し、

協議は難航した。 

 最終的には、都の補助事業の一部を区の自主事業に振り替える分も含め、区側の配

分割合を３％アップすることで合意し、都区のあり方に関する検討の結論が出るまで

の間は、大規模な制度改正や役割分担の変更がない限り、都側 45％、区側 55％の配

分割合をもって財政調整が行われることとなった。 

 また、平成 19 年度に、特別区財政調整交付金総額に対する特別交付金の割合を２％

から５％に変更し、交付対象を拡大するほか、不交付区における三位一体改革の影響

に対する激変緩和措置をとることとなった。 

配分割合変更等に関する都区の合意事項 

１ 都区間の配分割合の変更 

平成１９年度から、都区の配分割合を東京都４５％、特別区５５％に変更する。 

○三位一体改革の影響への対応 

三位一体改革の影響に係る都区財政調整上の対応については、配分率を２％

アップすることで整理する。 

○都支出金の一般財源化 

東京都の補助事業の一部を特別区の自主事業とし、配分率を１％アップする

ことで整理する。 

２ 普通交付金と特別交付金の割合の変更 

交付金総額に対する特別交付金の割合を２％から５％に変更する。 

  （普通交付金９５％、特別交付金５％） 
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都が行う「大都市事務」の分析結果（17.6.10現在）

1，5221，9183，440５総係的管理経費

224△2240―財調基金充当分

55，，11661166，，8800331111，，996644２２３３７７合合 計計

45210，24610，699大都市一般財源

44，，770099△△33，，44443311，，226655所所要要額額 －－ 大大都都市市一一般般財財源源

1，78801，788９４その他

9950995１１０
「政令指定都市」が行う事務等

（法令上の府県事務）

2，78302，783２０４府県事務とするもの

6289381，566２４法令留保事務以外

44，1714，175４法令留保事務

6325,1095，741２８大都市事務（一部を含む）とするもの

都案―区案区 案都 案

一般財源所要額（単位：億円）
事務数項 目

※「項目」と「事務数」は、区案で分類
※「一般財源所要額」は、都が行う「大都市事務」の経費

都区財政調整「主要5課題」協議決着の構図

都市計画交付金
（実施状況に見合った

都市計画税の配分）

主要５課題

◎特別交付金２００億円
⇒１８年度限り

財調外で別途措置

◎交付対象事業の追加
市街地再開発事業

（再開発組合等への助成）

◎１９年度協議結果

＜＜当当面面のの配配分分率率＞＞

5522％％ ⇒⇒ 5555％％
（（１１％％はは都都補補助助振振替替））

過去の清算分 【今後の課題】

◎新たな検討組織の設置
【今後の都区のあり方】
都都区区のの事事務務配配分分、、特特別別区区のの区区域域ののあありり方方（（再再編編等等））、、
税税財財政政制制度度 ななどどをを根根本本的的かかつつ発発展展的的にに検検討討

１８年度財調協議での整理

※小中学校改築に係る過去
（Ｈ12－17）の需要分

◎１９年度財調で継続協議
「合意できるよう努力する」ことを確認

○平成26年度に清掃工場
等整備に係る都債償還
が終了することを踏ま
えた、当該財源の取扱
い等

○小中学校改築等経費に
係る改築単価、改築規
模等の改善、改築ピー
ク期への対応 等

○都市計画事業の実績に
見合った交付金総額の
拡大、交付率弾力化等

大都市事務
（都区の役割分担を踏まえた

財源配分のあり方）

清掃関連経費
（財源配分に反映されて

いない経費の取扱い）

小中学校改築等経費

（今後の小中学校の
改築需要急増への対応）

※別途、２３区間の配分を区側が主体的に調整する仕組みを協議

◎都区のあり方

検討委員会設置

三位一体改革の影響
⇒配分割合変更による対応

平成１２年
改革の
積み残し
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「合意できるよう努力する」ことを確認

○平成26年度に清掃工場
等整備に係る都債償還
が終了することを踏ま
えた、当該財源の取扱
い等

○小中学校改築等経費に
係る改築単価、改築規
模等の改善、改築ピー
ク期への対応 等

○都市計画事業の実績に
見合った交付金総額の
拡大、交付率弾力化等

大都市事務
（都区の役割分担を踏まえた

財源配分のあり方）

清掃関連経費
（財源配分に反映されて

いない経費の取扱い）

小中学校改築等経費

（今後の小中学校の
改築需要急増への対応）

※別途、２３区間の配分を区側が主体的に調整する仕組みを協議

◎都区のあり方

検討委員会設置

三位一体改革の影響
⇒配分割合変更による対応

平成１２年
改革の
積み残し
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都区のあり方に関する検討の方向

基基礎礎自自治治体体優優先先のの原原則則を踏まえ、都が実施しなければならないもの以
外は特別区が担うことを基本に、都都がが実実施施すするる事事業業をを例例外外ななくく検検討討しし、
都区の役割分担のあり方を整理

基基礎礎自自治治体体優優先先のの原原則則を踏まえ、都が実施しなければならないもの以
外は特別区が担うことを基本に、都都がが実実施施すするる事事業業をを例例外外ななくく検検討討しし、
都区の役割分担のあり方を整理

都区の事務配分のあり方を
踏まえ、都が示す考え方を
参考に、
特特別別区区がが主主体体的的にに判判断断

都区の事務配分のあり方を
踏まえ、都が示す考え方を
参考に、
特特別別区区がが主主体体的的にに判判断断

都区の事務配分の見直しによる
事事務務移移譲譲にに応応じじたた財財源源移移譲譲
・財調交付金の配分率変更
・事務処理特例交付金の交付
特別区の主体性の強化等

都区の事務配分の見直しによる
事事務務移移譲譲にに応応じじたた財財源源移移譲譲
・財調交付金の配分率変更
・事務処理特例交付金の交付
特別区の主体性の強化等

検討の
基本的
枠組み

① 都区の事務配分について

③ 税財政制度 ② 区域のあり方

○当面、現行法制度の下でなしうる根本的な都区
関係の改革を検討

○現行法制度自体の改革は、都区双方の今後の
検討を踏まえ、別途検討

19. 6. 15 区長会総会
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継区都医療費助成に関する事務

継都区都都営住宅の供給に関する事務

都都都都市高速鉄道の建設助成に関する事務

任意共管事務

継都区都区一級河川の管理などに関する事務

区区区県費負担教職員の任免、給与決定などに関する事務

継都区都区指定区間外国道管理などに関する事務（特例都道含む）

区区区児童相談所設置など児童福祉に関する事務

政令指定都市等
が実施

継区都延床１万㎡超の建築物にかかる建築確認等の事務特定の市が実施

継区都消防に関する事務

継区都公共下水道の設置・管理に関する事務

継都区都上水道の設置・管理に関する事務

継区都
都市計画決定に関する事務（特定街区で面積が１ｈａを超
えるものなど）

一般的に市が
実施

結果区評価都評価

評 価
事 務 名

（注）「評価」欄の「都」「区」は役割分担の方向。「都区」は、当該事務を分担して担う方向。「結果」欄の「継」は、都区の見解の相違又

は役割分担の考え方を調整する必要から、引続き検討するものとして整理したもの。

事務配分の検討状況（例）

都区の事務配分の検討結果（23年1月）

現在の都の事務（都の事務リスト作成）

検討対象事務（検討対象事務リスト作成）協協議議・・選選定定

１

２

３

都に残す方向で
検討する事務

区へ移管する
方向で検討する

事務

協協議議
選選定定

４４４

府県事務も含
め幅広く選定検討対象事務の選定基準

都の事務を特化
区が幅広く実施移管すべき事務の選定基準

５３ １８４

税財政の課題に移行 １
対象外の事務 ７５

都区の役割を見
直す方向で検討
する事務

都区の役割の見
直しの是非を引続
き検討する事務

１０１３０

３６８
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相 違

公共下水道の設置・管理事務

下水道（枝線管きょ等）
の設置・管理に関する事務

幹線管きょなど・終末処理場の設置
・管理に関する事務（流域下水道）

○法令上、特特別別区区のの事事務務（協議が整う
までは都が実施）

○区道との一体的な管理や窓口の総合化
など、住住民民のの利利便便性性のの向向上上、、事事業業執執行行
のの効効率率化化等等がが期期待待ででききるる。

○一般的には府府県県事事務務であるが、現行の
処理区単位で複複数数区区にによよるる共共同同処処理理がが
可可能能

○区部の下水道は、全全体体をを一一体体
のの施施設設ととししてて整整備備されており、
処処理理区区ごごととにに分分割割すすれればば効効率率
性性がが低低下下しし、、ササーービビススもも低低下下

○共同処理方式では、住民自治
が後退し、効率性、事業効果、
専門性も低下

○基礎自治体優先の原則のみで
判断すべきではなく、都が一
体的に行うことが都民区民の
利益に適う

事務配分に関する都区の考え方（例）

区の考え方（区に移管） 都の考え方（都が一体的に処理）

・下下水水道道のの流流れれ：家庭など⇒枝線⇒幹線⇒（ポンプ所）⇒水再生センター⇒川など

・区部10処理区、水再生センター13か所等（監理団体への移転、民間への委託化を推進）

・都は、多摩２６市３町１村の区域で流域下水道事業を実施

相 違

法令上区への移譲が可能とされている事務（第11回幹事会）

特定計量器、犬・ねこの引取り
に関する事務

汚水、ばい煙、ダイオキシン
など公害関係の事務

○施設の偏在を踏まえつつ、各区間
の連携等により対応

○地域の実情に応じた効率的できめ
細かな対応が期待できる

○地域の実情に応じた迅速できめ
細かな対応が期待できる

○区にも専門職員がいるが、区区がが
一一定定以以上上のの規規模模ににななるるここととでで、
より効果的効率的な執行が可能

事務配分に関する都区の考え方

区の考え方（区に移管） 都の考え方（区に移管）

《都の考え方》特別区が人口５０万程度以上の規模になった場合、どんな事務が移

管できるかという前提をおいて、事務の掘り起こしを行った。政令指定都市並みの
規模であれば、支障なく事務の遂行が可能であろうという意味合いである。５０万

でなければ駄目というわけではなく、規模も要素の一つということである。

○区区がが一一定定以以上上のの規規模模ににななるるここととにに
よよりり、人材、施設を確保すれば
可能

特定計量器、犬・ねこの引取り
に関する事務

方向は一致

汚水、ばい煙、ダイオキシン
など公害関係の事務
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相 違

公共下水道の設置・管理事務

下水道（枝線管きょ等）
の設置・管理に関する事務

幹線管きょなど・終末処理場の設置
・管理に関する事務（流域下水道）

○法令上、特特別別区区のの事事務務（協議が整う
までは都が実施）

○区道との一体的な管理や窓口の総合化
など、住住民民のの利利便便性性のの向向上上、、事事業業執執行行
のの効効率率化化等等がが期期待待ででききるる。

○一般的には府府県県事事務務であるが、現行の
処理区単位で複複数数区区にによよるる共共同同処処理理がが
可可能能

○区部の下水道は、全全体体をを一一体体
のの施施設設ととししてて整整備備されており、
処処理理区区ごごととにに分分割割すすれればば効効率率
性性がが低低下下しし、、ササーービビススもも低低下下

○共同処理方式では、住民自治
が後退し、効率性、事業効果、
専門性も低下

○基礎自治体優先の原則のみで
判断すべきではなく、都が一
体的に行うことが都民区民の
利益に適う

事務配分に関する都区の考え方（例）

区の考え方（区に移管） 都の考え方（都が一体的に処理）

・下下水水道道のの流流れれ：家庭など⇒枝線⇒幹線⇒（ポンプ所）⇒水再生センター⇒川など

・区部10処理区、水再生センター13か所等（監理団体への移転、民間への委託化を推進）

・都は、多摩２６市３町１村の区域で流域下水道事業を実施

相 違

法令上区への移譲が可能とされている事務（第11回幹事会）

特定計量器、犬・ねこの引取り
に関する事務

汚水、ばい煙、ダイオキシン
など公害関係の事務

○施設の偏在を踏まえつつ、各区間
の連携等により対応

○地域の実情に応じた効率的できめ
細かな対応が期待できる

○地域の実情に応じた迅速できめ
細かな対応が期待できる

○区にも専門職員がいるが、区区がが
一一定定以以上上のの規規模模ににななるるここととでで、
より効果的効率的な執行が可能

事務配分に関する都区の考え方

区の考え方（区に移管） 都の考え方（区に移管）

《都の考え方》特別区が人口５０万程度以上の規模になった場合、どんな事務が移

管できるかという前提をおいて、事務の掘り起こしを行った。政令指定都市並みの
規模であれば、支障なく事務の遂行が可能であろうという意味合いである。５０万

でなければ駄目というわけではなく、規模も要素の一つということである。

○区区がが一一定定以以上上のの規規模模ににななるるここととにに
よよりり、人材、施設を確保すれば
可能

特定計量器、犬・ねこの引取り
に関する事務

方向は一致

汚水、ばい煙、ダイオキシン
など公害関係の事務
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≪法令上都の事務のうち、「区に移管する方向で検討する事務」として都区が一致した事務≫ 

 

１ 生活文化スポーツ局（３項目） 
 
(1) 「③-１ 特定計量器に係る定期検査、勧告などに関する事務」 

 (2) 「⑤-20 適正計量管理事業所の指定などに関する事務」 

(3) 「⑤-48 販売事業者に対する立入検査などに関する事務」 

 

２ 都市整備局（１１項目） 
 
 (1) 「④-30 住宅街区整備事業の認可などに関する事務」 

(2) 「④-33 賃貸住宅の建設・管理に関する計画認定などに関する事務」 

(3) 「④-37 高齢者向け賃貸住宅整備計画認定などに関する事務」 

(4) 「④-50 宅地造成工事規制区域の指定などに関する事務」 

(5) 「④-56 流通業務地区公共施設都市計画決定などに関する事務」 ※ 

(6) 「④-75 特定建築物の基準適合報告などに関する事務」 

(7) 「④-76 マンション建替組合の設立の認可などに関する事務」 

(8) 「④-79 交通結節機能高度化構想の作成及び国土交通大臣との協議などに関する事務」 

(9) 「④-81 地域住宅計画に記載された配慮入居者への特定優良賃貸住宅の全部又は一部の

賃貸の承認などに関する事務」 

(10) 「④-82 雨水浸透阻害行為の許可、条件の付加などに関する事務」 

(11) 「④-87 特定優良賃貸住宅を特定入居者に賃貸することの承認に関する事務」 

 

３ 環境局（８項目） 
 
 (1) 「③-２ 汚水等を排出する特定施設の設置届の受理などに関する事務」 

(2) 「③-３ ばい煙の排出の規制及び粉じんに関する規制などに関する事務（工場に係るものを

除く）」 

(3) 「④-25 ばい煙の排出の規制及び粉じんに関する規制などに関する事務」 

(4) 「③-４ 公害防止統括者等の届出の受理などに関する事務」 

(5) 「③-５ ダイオキシン類を発生する特定施設の設置届の受理などに関する事務」 

(6) 「③-６ 土壌汚染状況調査の実施の命令などに関する事務」 

(7) 「④-52 指定区域内建築物用地下水採取許可などに関する事務」 

(8) 「⑤-44 ガス事業者などの事業場への立入検査などに関する事務」 

 

４ 福祉保健局（２２項目） 
 
 (1) 「②-３ 狂犬病予防員の設置、犬の登録、犬の捕獲などの事務」 

 (2) 「③-７ 犬及びねこの引取りに関する事務」 

(3) 「④-67 動物取扱業者の登録などに関する事務」 

都区のあり方検討 移移管管検検討討対対象象事事務務（（5533 項項目目））一一覧覧  
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 (4) 「④-１ 児童相談所設置など児童福祉に関する事務」 

 (5) 「④-2 民生委員の推薦など民生委員に関する事務」 

 (6) 「④-４ 保護施設設置など生活保護に関する事務」 

 (7) 「④-５ 行旅病人等に関する費用弁償に関する事務」 

 (8) 「④-13 墓地経営の許可など墓地、埋葬等の規制に関する事務」 ※ 

(9) 「④-６ 施設届出受理など社会福祉事業に関する事務」 

(10) 「④-８ 資金貸付など母子家庭及び寡婦の福祉に関する事務」 

(11) 「④-９ 居宅生活支援事業届出受理など老人福祉に関する事務」 

(12) 「④-83 構造改革特別区区域内の特別養護老人ホーム不足区域における特別養護老人ホ

ーム設置認可申請の審査などに関する事務」 

(13) 「④-10 指定養育医療機関の指定など母子保健に関する事務」 

(14) 「④-16 事務費用補助など結核の予防に関する事務（結核指定医療機関の指定など）」 ※ 

(15) 「④-42 社会福祉法人設立に係る定款審査などに関する事務」 ※ 

(16) 「④-57 非課税証明書の発行などに関する事務」 

(17) 「④-66 貸付金償還免除などに関する事務」 

(18) 「⑤-62 広告事項の許可などに関する事務」 

(19) 「⑤-72 有料老人ホームの設置者等に対する質問及び立入検査などに関する事務」 

(20) 「⑤-73 介護老人保健施設の開設の許可などに関する事務」 

(21) 「⑤-74 指定障害福祉サービス事業者への勧告などに関する事務」 

(22) 「⑥-59 教育、保育等を総合的に提供する施設の認定などに関する事務」 

 

５ 産業労働局（４項目） 
 
 (1) 「④-22 特定工場の新設届出受理などに関する事務」 

 (2) 「④-31 農住組合の土地交換分合計画認可などに関する事務」 

(3) 「④-36 大規模小売店舗新設届出受理などに関する事務」 

(4) 「④-88 第一種大規模小売店舗立地法特例区域の指定などに関する事務」 

 

６ 教育庁（５項目） 

 

 (1) 「④-21 県費負担教職員の任免、給与決定などに関する事務」 

(2) 「⑥-116 県費負担教職員の定数の設定などに関する事務」 

(3) 「⑥-117 県費負担教職員の給与の負担などに関する事務」 

 (4) 「④-41 重要文化財の現状変更許可などに関する事務」 

(5) 「⑤-77 発掘に関する指示及び命令などに関する事務」 
 
（注）網掛けは、事務配分の検討の方向付け終了後に、地方分権一括法等により特別区に

移譲されている事務（※は、検討対象事務の一部が移譲されているもの） 

 
（R3.10.1 現在） 
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 (4) 「④-１ 児童相談所設置など児童福祉に関する事務」 

 (5) 「④-2 民生委員の推薦など民生委員に関する事務」 

 (6) 「④-４ 保護施設設置など生活保護に関する事務」 

 (7) 「④-５ 行旅病人等に関する費用弁償に関する事務」 

 (8) 「④-13 墓地経営の許可など墓地、埋葬等の規制に関する事務」 ※ 

(9) 「④-６ 施設届出受理など社会福祉事業に関する事務」 

(10) 「④-８ 資金貸付など母子家庭及び寡婦の福祉に関する事務」 

(11) 「④-９ 居宅生活支援事業届出受理など老人福祉に関する事務」 

(12) 「④-83 構造改革特別区区域内の特別養護老人ホーム不足区域における特別養護老人ホ

ーム設置認可申請の審査などに関する事務」 

(13) 「④-10 指定養育医療機関の指定など母子保健に関する事務」 

(14) 「④-16 事務費用補助など結核の予防に関する事務（結核指定医療機関の指定など）」 ※ 

(15) 「④-42 社会福祉法人設立に係る定款審査などに関する事務」 ※ 

(16) 「④-57 非課税証明書の発行などに関する事務」 

(17) 「④-66 貸付金償還免除などに関する事務」 

(18) 「⑤-62 広告事項の許可などに関する事務」 

(19) 「⑤-72 有料老人ホームの設置者等に対する質問及び立入検査などに関する事務」 

(20) 「⑤-73 介護老人保健施設の開設の許可などに関する事務」 

(21) 「⑤-74 指定障害福祉サービス事業者への勧告などに関する事務」 

(22) 「⑥-59 教育、保育等を総合的に提供する施設の認定などに関する事務」 

 

５ 産業労働局（４項目） 
 
 (1) 「④-22 特定工場の新設届出受理などに関する事務」 

 (2) 「④-31 農住組合の土地交換分合計画認可などに関する事務」 

(3) 「④-36 大規模小売店舗新設届出受理などに関する事務」 

(4) 「④-88 第一種大規模小売店舗立地法特例区域の指定などに関する事務」 

 

６ 教育庁（５項目） 

 

 (1) 「④-21 県費負担教職員の任免、給与決定などに関する事務」 

(2) 「⑥-116 県費負担教職員の定数の設定などに関する事務」 

(3) 「⑥-117 県費負担教職員の給与の負担などに関する事務」 

 (4) 「④-41 重要文化財の現状変更許可などに関する事務」 

(5) 「⑤-77 発掘に関する指示及び命令などに関する事務」 
 
（注）網掛けは、事務配分の検討の方向付け終了後に、地方分権一括法等により特別区に

移譲されている事務（※は、検討対象事務の一部が移譲されているもの） 

 
（R3.10.1 現在） 
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分権の受け皿論

100.0%372,567 100.0%127,767,994 100.0%1,753 全 国 計

22.5%83,930 1.9%2,393,126 26.2%459 1万人未満

37.7%140,618 14.5%18,537,347 41.5%727 1万人以上5万人未満

28.2%104,911 32.4%41,397,324 24.9%4375万人以上20万人未満

3.3%12,166 8.6%11,031,512 2.6%45 20万人以上30万人未満

4.4%16,403 15.2%19,473,033 2.9%51 30万人以上50万人未満

3.9%14,541 27.3%34,935,652 1.9%34 50万人以上

構成比面積（k㎡）構成比
人 口

（平成17国調）
構成比団体数

100.0%372,567 100.0%127,767,994 100.0%1,753 全 国 計

22.5%83,930 1.9%2,393,126 26.2%459 1万人未満

37.7%140,618 14.5%18,537,347 41.5%727 1万人以上5万人未満

28.2%104,911 32.4%41,397,324 24.9%4375万人以上20万人未満

3.3%12,166 8.6%11,031,512 2.6%45 20万人以上30万人未満

4.4%16,403 15.2%19,473,033 2.9%51 30万人以上50万人未満

3.9%14,541 27.3%34,935,652 1.9%34 50万人以上

構成比面積（k㎡）構成比
人 口

（平成17国調）
構成比団体数

平成の大合併収束でも極小規模の自治体は多数存在

今後の選択肢は、自主合併、広域連携、広域補完

※22.1.12 までに合併官報告示を終えたもの

生活圏拡大の視点
生活圏に比べ区域が狭いため、行政サービスの受益と負担が不一致

行財政基盤強化の視点
事務の効率的な執行の必要性から規模拡大の要請が働く

行政改革推進の視点
人口規模が小さい場合や区域が狭い場合、行政運営が非効率

税源偏在是正の視点
特別区の行財政基盤を強化するためには、税源偏在の是正が必要

区域のあり方について

特別区は、一定の規模や行財政能力を有しており、都区財政調整制度による財源の均衡
化も含めて考えれば、今後の分権改革の中で基礎自治体に期待される役割を担えるだけ
の受け皿を持っており、通常言われている合併のメリットは働きにくいのではないか。

基礎自治体の行政は、住民の身近なところでより多くのサービスを効率的に提供するこ
とが基本であり、行財政運営の創意工夫や自治体間の相互補完関係、民間活動との連携
等の方策も含めれば、区域の再編が不可欠とは言えないのではないか。

現状において、特別区の区域再編を行わなければならないほどの積極的な事情はないの
で、今後事務事業の大幅な移管を検討していった先に、その受け皿として必要があれば、
それぞれの区の判断で、区域の再編を検討することになるのではないか。

都が示した「検討の視点」（第６回幹事会）

区が示した参考論点＜抜粋＞（第８回幹事会）
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都区のあり方検討

「区域のあり方」の取扱い

≪都の考え≫

都区の事務配分の検討と特別区の区域のあり方の検討は

セットで検討すべきである。都の評価は、特別区が人口５０万
人以上の規模となった場合を想定した評価である。ただし、こ

れをもって移管の前提条件とするものではない。

≪区の考え≫

区域の再編の問題は、それぞれの区や地域のあり方に係わ
るものであり、２３区が統一的な見解を持ちうる性格の問題で
はなく、今回の都区のあり方検討を通じて、都区の役割分担の
あり方を整理した上で、それぞれの区が基礎自治体としての自

らのあり方を構築する中で主体的に判断するものである。

東京の自治のあり方研究会

将来の都制度や東京の自治のあり方について、学識経験者を交えた、都と
区市町村共同の調査研究の場

東京都、特別区長会、東京都市長会、東京都町村会の４者共同で「東京の
自治のあり方研究会」を設置

学識経験者7名、行政実務者10名（都４名、区２名、市２名、町村２名）で構成

平成21年11月から研究会の検討を開始

平成25年6月に研究会の下に行政実務者（各団体から2名ずつ）を中心とし
た部会を設置

特別区の区域のあり方については、引き続きの課題とするが、当面、
都区のあり方検討とは別に、将来の都制度や東京の自治のあり方に
ついて、学識経験者を交えた、都と区市町村共同の調査研究の場を
設けることとし、その結果を待って、必要に応じ議論する。

21.2.2  都区のあり方検討委員会 幹事会への下命事項
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21.2.2  都区のあり方検討委員会 幹事会への下命事項
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て
も

、
検

討
が

求
め

ら
れ

る
。

 

（２
）住

民
自

治
（自

治
の

担
い

手
）
の

あ
り

方
 

○
 

町
内

会
や

自
治

会
等

の
活

動
を

基
盤

と
し

た
既

存
の

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

を
再

構
築

し
て

い
く

こ
と

は
も

と
よ

り
、

Ｎ
Ｐ

Ｏ
や

企
業

、
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
団

体
な

ど
の

地
域

の
様

々
な

活
動

主
体

と
の

協
力

に
よ

っ
て

、
新

し
い

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

の
形

成
を

支
援

し
て

い
く

必
要

。
 

○
 

様
々

な
年

代
層

が
そ

れ
ぞ

れ
の

課
題

意
識

や
経

験
・
ノ

ウ
ハ

ウ
を

地
域

課
題

の
解

決
に

有
効

に
活

用
し

、
地

域
の

担
い

手
と

し
て

活
躍

で
き

る
よ

う
、

各
区

市
町

村
は

、
多

様
な

支
援

策
を

こ
れ

ま
で

以
上

に
積

極
的

に
講

じ
て

い
く

こ
と

が
重

要
。

 

（３
）効

率
的

・
効

果
的

な
行

財
政

運
営

の
あ

り
方

 

○
 

今
後

、
変

化
・
増

大
す

る
行

政
需

要
に

的
確

に
対

応
し

、
安

定
的

な
行

政
サ

ー
ビ

ス
を

提
供

し
て

い
く

た
め

に
は

、
既

存
の

行
政

体
制

の
維

持
・
存

続
に

と
ら

わ
れ

ず
、

早
急

に
見

直
し

を
検

討
し

て
い

く
こ

と
が

必
要

。
 

○
 
各
区
市
町
村
は

、
将

来
の

状
況

を
直

視
し

、
人

口
動

向
や

財
政

環
境

等
の

変
化

に
よ

り
、

十
分

な
行

政
サ

ー
ビ

ス
が

提
供

で
き

な
く

な
る

な
ど
危
機
的
な
状
況
に
陥
る
前
か
ら
、
合
併
、
共
同
処
理
制
度
の
活
用
、
基
礎

自
治
体
間
で
の
相
互
補
完
や
機
能
分
担
等
、
多
様
な
選
択
肢
に
つ
い
て

、
地

域
特

性
や

住
民

意
思

等
を

踏

ま
え

な
が

ら
、
主
体
的
に
検
討
、
判
断
し
て
い
く
必
要

。
 

○
 

合
併

・
連

携
そ

れ
ぞ

れ
に

メ
リ

ッ
ト

、
デ

メ
リ

ッ
ト
の

両
面

が
あ

る
こ

と
を

念
頭

に
、

地
理

的
状

況
、

人
口

規
模

、

人
口

や
産

業
の

集
積

の
状

況
、

地
域

の
連

坦
、

面
積

な
ど

、
そ

の
地

域
特

有
の

様
々

な
状

況
を

踏
ま

え
、

合

併
・
連

携
等

の
多

様
な

選
択

肢
の

中
で

、
ど

の
よ

う
な

手
段

が
よ

り
有

効
で

あ
る

の
か

に
つ

い
て

、
具

体
的

な
デ

ー
タ

等
に

基
づ

き
、
関
係
自
治
体
間
で
議
論
し
て
い
く
こ
と
が
重
要

。
 

○
 

自
治

体
間

に
お

け
る

連
携

が
増

大
し

て
い

く
場

合
に

は
、

既
存

の
体

制
の

維
持

・
存

続
に

と
ら

わ
れ

な
い

行

政
体

制
の

あ
り

方
を

検
討

す
る

こ
と

が
求

め
ら

れ
る

。
 

▽
東

京
の

自
治

の
あ

り
方

研
究

会
の

設
置

 

平
成

２
１

年
２

月
の

都
区

の
あ

り
方

検
討

委
員

会
で

、
「
特

別
区

の
区

域
の

あ
り

方
に

つ
い

て
は

、
引

き
続

き
の

課
題

と
す

る
が

、
当

面
、

都
区

の
あ

り
方

検
討

と
は

別
に

、
将

来
の

都
制

度
や

東
京

の
自

治
の

あ
り

方
に

つ
い

て
、

学
識

経
験

者
を

交
え

た
、

都
と

区
市

町
村

共
同

の
調

査
研

究
の

場
を

設
け

る
こ

と
と

し
、

そ
の

結
果

を
待

っ

て
、

必
要

に
応

じ
議

論
す

る
」
こ

と
を

確
認

。
同

年
１

１
月

か
ら

調
整

研
究

を
開

始
 

▽
部

会
の

設
置

 

２
０

５
０

年
ま

で
の

５
０

０
ｍ

メ
ッ

シ
ュ

単
位

の
将

来
人

口
分

析

を
実

施
 

▽
中

間
報

告
で

示
し

た
３
つ

の
論

点
に

つ
い

て
、

最
終

報
告

と
り

ま
と

め
 

（
１

）
都

と
区

市
町

村
の

役
割

分
担

の
あ

り
方

 

（
２

）
住

民
自

治
（
自

治
の

担
い

手
）
の

あ
り

方
 

（
３

）
効

率
的

・
効

果
的

な
行

財
政

運
営

の
あ

り
方
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※
1
8
6
7
年

以
前
（
江

戸
時

代
）
は

『
大

江
戸

ま
る
わ

か
り
事

典
』
（
大

石
学

編
・
時

事
通

信
出

版
局

・
2
0
0
5
.7
）
よ
り
作
成

（
た
だ
し
江

戸
の

町
人

人
口

の
み

）
※

1
8
7
2
年

～
2
0
3
5
年

は
東

京
都

統
計

部
「
東

京
都

の
人

口
（
推

計
）
」
よ
り
作

成
、
た
だ
し
2
0
1
5
年

～
2
0
3
5
年

は
推
計

値
※

2
0
3
5
年

以
降
は

「
東

京
の

自
治

の
あ
り
方

研
究
会

」
に
よ
る
推

計

東
京
の
人
口
の
推
移

0

1
0
0

2
0
0

3
0
0

4
0
0

5
0
0

6
0
0

7
0
0

8
0
0

9
0
0

1
,0
0
0

1
,1
0
0

1
,2
0
0

1
,3
0
0

1
,4
0
0

1
,5
0
0 1
6
5
0
年

1
7
0
0
年

1
7
5
0
年

1
8
0
0
年

1
8
5
0
年

1
9
0
0
年

1
9
5
0
年

2
0
0
0
年

2
0
5
0
年

2
1
0
0
年

人
万

推
計

値
（
2
0
1
5
年

～
）

終 戦

（
1
8
6
8
年

）

（
1
9
2
3
年

）
3
8
6
万

人

（
1
9
4
5
年

）
3
4
9
万

人

高
度

経
済

成
長

期
（
1
9
5
4
～

1
9
7
3
年

）

（
2
0
2
0
年

）
1
,3

3
5
万

人

（
1
8
9
3
年

）

ピ ー ク

（
1
9
6
2
年

）

 万 人 突 破

1
,0

0
0

（
2
1
0
0
年

）
7
1
3
万

人

三 多 摩 編 入

明 治 維 新

関 東 大 震 災

付
　
表
　
1
-
1
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2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

年
少
人
口
比
率

1
1
.4
%

1
1
.2
%

1
0
.2
%

9
.3
%

8
.7
%

8
.5
%

8
.3
%

8
.0
%

7
.8
%

7
.6
%

年
少
人
口
比
率

1
2
.7
%

1
1
.8
%

1
0
.8
%

1
0
.0
%

9
.8
%

9
.5
%

9
.2
%

8
.9
%

8
.6
%

8
.4
%

生
産
年
齢
人
口
比
率

6
8
.2
%

6
4
.8
%

6
3
.6
%

5
8
.1
%

5
3
.7
%

5
2
.3
%

5
1
.2
%

4
9
.2
%

4
7
.7
%

4
6
.5
%

生
産
年
齢
人
口
比
率

6
6
.7
%

6
2
.5
%

6
1
.0
%

5
6
.4
%

5
3
.7
%

5
2
.7
%

5
1
.3
%

4
9
.4
%

4
8
.1
%

4
7
.1
%

老
年
人
口
（
6
5
-
7
4
歳

）
比

率
1
1
.0
%

1
1
.5
%

1
1
.5
%

1
6
.1
%

1
4
.9
%

1
3
.0
%

1
3
.3
%

1
3
.9
%

1
3
.2
%

1
3
.1
%

老
年

人
口

（
6
5
-
7
4
歳

）
比

率
1
1
.4
%

1
2
.2
%

1
1
.7
%

1
5
.4
%

1
3
.2
%

1
2
.4
%

1
3
.0
%

1
3
.2
%

1
2
.6
%

1
2
.4
%

老
年

人
口

（
7
5
歳

以
上

）
比

率
9
.4
%

1
2
.5
%

1
4
.8
%

1
6
.5
%

2
2
.7
%

2
6
.2
%

2
7
.2
%

2
8
.9
%

3
1
.2
%

3
2
.9
%

老
年

人
口

（
7
5
歳

以
上

）
比

率
9
.2
%

1
3
.5
%

1
6
.6
%

1
8
.2
%

2
3
.4
%

2
5
.4
%

2
6
.6
%

2
8
.5
%

3
0
.6
%

3
2
.1
%

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

年
少
人
口
比
率

1
0
.8
%

1
0
.9
%

1
0
.0
%

8
.9
%

8
.2
%

8
.1
%

7
.8
%

7
.5
%

7
.3
%

7
.1
%

年
少
人
口
比
率

1
2
.2
%

1
1
.2
%

1
0
.1
%

9
.6
%

9
.8
%

9
.8
%

9
.6
%

9
.3
%

9
.2
%

9
.0
%

生
産
年
齢
人
口
比
率

6
9
.0
%

6
5
.8
%

6
4
.8
%

5
8
.9
%

5
3
.7
%

5
2
.1
%

5
1
.1
%

4
9
.1
%

4
7
.6
%

4
6
.2
%

生
産
年
齢
人
口
比
率

6
0
.4
%

5
4
.3
%

5
2
.0
%

4
9
.3
%

4
8
.9
%

4
9
.4
%

4
8
.8
%

4
7
.7
%

4
6
.9
%

4
6
.5
%

老
年
人
口
（
6
5
-
7
4
歳

）
比

率
1
0
.8
%

1
1
.2
%

1
1
.4
%

1
6
.4
%

1
5
.7
%

1
3
.3
%

1
3
.5
%

1
4
.3
%

1
3
.6
%

1
3
.4
%

老
年

人
口

（
6
5
-
7
4
歳

）
比

率
1
3
.6
%

1
6
.5
%

1
3
.6
%

1
5
.5
%

1
2
.8
%

1
2
.1
%

1
2
.9
%

1
3
.0
%

1
2
.5
%

1
2
.1
%

老
年

人
口

（
7
5
歳

以
上

）
比

率
9
.4
%

1
2
.0
%

1
3
.9
%

1
5
.8
%

2
2
.3
%

2
6
.5
%

2
7
.5
%

2
9
.1
%

3
1
.6
%

3
3
.3
%

老
年

人
口

（
7
5
歳

以
上

）
比

率
1
3
.8
%

1
7
.9
%

2
4
.3
%

2
5
.6
%

2
8
.5
%

2
8
.7
%

2
8
.8
%

3
0
.0
%

3
1
.4
%

3
2
.3
%

東
京

の
将

来
人

口
推

計
（
年

齢
３
区

分
別

）

　
※

「
東

京
の

自
治

の
あ
り
方

研
究

会
」
に
よ
る
推

計

東
京
都
　
将
来
人
口
推
計

1
,4
9
8

1
,4
9
6

1
,3
3
4

1
,1
5
7

1
,0
2
3

9
1
9

8
0
8

7
0
7

6
2
0

5
4
1

8
,9
8
1

8
,6
4
3

8
,3
0
5

7
,2
5
0

6
,3
0
8

5
,6
4
1

5
,0
0
0

4
,3
5
0

3
,8
0
2

3
,3
1
4

1
,4
4
7

1
,5
3
6

1
,4
9
9

2
,0
0
3

1
,7
5
4

1
,4
0
3

1
,3
0
4

1
,2
2
8

1
,0
5
4

9
3
2

1
,2
3
3

1
,6
7
1

1
,9
3
0

2
,0
6
4

2
,6
6
2

2
,8
2
4

2
,6
6
2

2
,5
5
3

2
,4
8
8

2
,3
4
2

11
33
,,
11
55
99

11
33
,,
33
44
77

11
33
,,
00
66
88

11
22
,,
44
77
44

11
11
,,
77
44
88

11
00
,,
77
88
77

99
,,
77
77
44

88
,,
88
33
88

77
,,
99
66
33

77
,,
11
22
88

0

2
,0
0
0

4
,0
0
0

6
,0
0
0

8
,0
0
0

1
0
,0
0
0

1
2
,0
0
0

1
4
,0
0
0

1
6
,0
0
0

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

（
千
人
）

老
年

人
口

（
7
5
歳

以
上

）

老
年

人
口

（
6
5
～

7
4
歳

）

生
産

年
齢

人
口

年
少

人
口

（
1
4
歳

以
下

）

区
部
　
将
来
人
口
推
計

9
6
4

1
,0
0
3

9
0
3

7
7
3

6
6
4

5
9
0

5
1
2

4
4
1

3
8
2

3
2
9

6
,1
7
7

6
,0
3
3

5
,8
6
4

5
,0
9
7

4
,3
3
5

3
,8
1
8

3
,3
4
7

2
,8
7
2

2
,4
7
8

2
,1
3
2

9
6
4

1
,0
2
2

1
,0
2
9

1
,4
1
6

1
,2
6
9

9
7
3

8
8
5

8
3
4

7
0
7

6
2
0

8
4
1

1
,1
0
4

1
,2
5
9

1
,3
6
5

1
,7
9
8

1
,9
4
1

1
,8
0
3

1
,7
0
0

1
,6
4
5

1
,5
3
6

88
,,
99
44
66

99
,,
11
66
22

99
,,
00
55
55

88
,,
66
55
00

88
,,
00
66
55

77
,,
33
22
11

66
,,
55
44
66

55
,,
88
44
88

55
,,
22
11
22

44
,,
66
11
77

0

1
,0
0
0

2
,0
0
0

3
,0
0
0

4
,0
0
0

5
,0
0
0

6
,0
0
0

7
,0
0
0

8
,0
0
0

9
,0
0
0

1
0
,0
0
0

1
1
,0
0
0

1
2
,0
0
0

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

（
千
人
）

老
年

人
口

（
7
5
歳

以
上

）

老
年

人
口

（
6
5
～

7
4
歳

）

生
産

年
齢

人
口

年
少

人
口

（
1
4
歳

以
下

）

市
部
　
将
来
人
口
推
計

5
2
4

4
8
4

4
2
4

3
7
7
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財源の移譲に係る指針の整理

（1）事務移譲に応じた財源の移譲

（当該事務の執行に充てられていた金額と等しい財源の移譲）

（2）事務の性格に応じた財源移譲の方法

（財調交付金配分率、事務処理特例交付金、都市計画交付金）

財源移譲後に想定される課題の整理

（1）特別区の主体性の強化

（協議のあり方、政策税制協議、調整税の会計上の取扱い）

（2）法令改正を伴う事項の検討

（税源移譲、税制改正等を踏まえた財調制度の見直し等）

税財政制度について
～区が示した「論点」（第１３回幹事会）～

ＭＥＭＯ 

4040



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財源の移譲に係る指針の整理
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～区が示した「論点」（第１３回幹事会）～
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Ⅲ  特別区児童相談所の設置に向けた検討 
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１ 平成２８年児童福祉法改正までの検討経過の概況  

（１）都区のあり方検討委員会における検討 

○ 平成２０年６月の都区のあり方検討委員会幹事会で、児童相談所は、「区へ移管する

方向で検討する事務」と整理されたが、江戸川区で児童虐待死事件が発生したことを

受けて、平成２２年６月の幹事会において、区から、児童相談所のあり方について、

他に先行して実務的な検討の場を設け、議論を進めることを提案した。 

○ 平成２２年１０月の都区のあり方検討委員会幹事会で、区の提案に対し、都から、

今後、検討方法や検討体制などの詳細を事務的に調整したい旨の回答があった。 

また、平成２３年１月の幹事会で、都から、児童相談所の問題は緊急を要するとい

うことで、できるだけ早く検討体制等を調整して、実務的な課題の整理から始めるこ

とを確認しているので、是非その方向でやっていきたい旨の表明があった。 

○ その後、東日本大震災が発生し、都区の検討は見送られることになったが、区では、

都との検討に備えて、区側の検討メンバー（部課長級職員）による勉強会を実施し、

児童相談所移管の意義や、移管に伴う課題と解決策の整理、児童相談所の視察を行っ

た。 

○ このような経過を経て、平成２３年１２月の都区のあり方検討委員会で、都区間の

連携や体制等について幅広く検討すべき課題として、検討委員会とは切り離して都区

間で協議していくことが確認された。 

（２）児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会における検討 

○ 平成２３年１２月の都区のあり方検討委員会における確認事項を受けて、都区の実

務者で構成する「児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会」が設置され、

平成２４年２月から、①現行の役割分担の下での課題と対応策、②児童相談行政の体

制のあり方、について検討が開始された。 

○ 平成２５年１月の検討会で、一つ目の検討項目である「現行の役割分担の下での課

題と対応策」について整理が行われた。その際、都から、体制の議論に当たっては、

区が児童相談所を担う場合の具体的なイメージが必要である旨の発言があった。 

また、平成２４年１２月の区長会において、児童相談所を移管した際の青写真を作

成することが確認された。 

○ これを受けて、子ども家庭支援センター部会を中心に検討を行い、平成２６年３月

の検討会で、区から、『特別区児童相談所移管モデル』を提示した。 

その後、検討会の中で、以下のようなやり取りが行われた。 

◇平成２６年５月、都が、『「特別区児童相談所移管モデル」にかかる都の見解』を

提示。 

◇平成２６年１１月、区が、『「特別区児童相談所移管モデル」にかかる都の見解に

対する特別区の意見』を提示。 

◇平成２７年５月、区が、『「特別区児童相談所移管モデル」の具体化について』を

提示。 

○ このような検討を経た後、平成２７年６月から１１月にかけて、二つ目の検討項目

である「児童相談行政の体制のあり方」について検討を行ったが、区が求めていた児

童相談所の移管に関しては、大きな進捗は見られなかった。 

○ 検討会と並行して、「特別区児童相談所移管モデルの具体化」の検討の中で、２３区

共通の課題として挙げられた事項について、関係部課長会で検討が行われた。また、

区長による児童相談所及び児童養護施設の視察が実施された。 
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（３）児童福祉法の改正と区長会の対応 

○ 都区の検討会で議論が行われている中、国においても、児童虐待の急増や自立が困

難な子どもが増加している状況を踏まえて、社会保障審議会児童部会に設置された専

門委員会で、新たな子ども家庭福祉のあり方について検討が行われた。 

平成２８年３月、専門委員会は、「現在の児童相談所設置に関して特別区を加え、特

別区でも児童相談所を設置できる規定とする必要がある」とする内容を含む報告（提

言）をとりまとめた。 

○ 専門委員会の報告（提言）を受けて、平成２８年５月、児童虐待について発生予防

から自立支援まで一連の対策の更なる強化等を図るための児童福祉法等の一部を改正

する法律が成立した。 

この改正により、平成２９年４月から政令で定める特別区が児童相談所を設置でき

るようになり、併せて、政府が法施行後５年を目途として、中核市・特別区が児童相

談所を設置できるよう必要な支援を実施することとされた。 

○ 区長会では、「改正法により、国が５年間を目途に行う児童相談所の設置に係る支援

等の必要な措置が講じられている間に、準備が整った区から、順次、児童相談所設置

を目指す」ことを確認し、現在２２区が児童相談所の設置に向けて検討を進めること

を表明している。 

○ 令和元年６月、児童の権利擁護、児童相談所の体制強化、関係機関の連携強化など、

児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一部を改正する法律が成立し

た。 

  この改正の中で、児童相談所の設置促進を図るため、政府が法施行後５年間を目途

に、中核市及び特別区が児童相談所を設置できるよう、施設整備、人材確保・育成の

支援等の措置を講ずるものとし、その支援を講ずるに当たっては、関係地方公共団体

その他の関係団体との連携を図ることとされた。 

２ 平成２８年児童福祉法改正後における取組の概況 

（１）特別区児童相談所移管準備連絡調整会議の設置等 

○ 平成２８年７月の区長会で、児童相談所の移管準備を進めるため、「特別区児童相談

所移管準備連絡調整会議」（以下「連絡調整会議」という。）を設置することを確認し、

関係部課長会で抽出・整理した課題のとりまとめ、児童相談所の移管に向けた全体の

ロードマップの作成等について、下命が行われた。 

○ 連絡調整会議等でとりまとめ、区長会等に報告された主な事項は、以下のとおりで

ある。 

＜児童相談所の設置に係る政府の支援に対する要望＞ 

◇平成２８年９月、「児童相談所の設置に係る政府の支援に対する設置希望区からの要

望」を整理し、区長会に報告。 

※ 同年同月、厚生労働省に要望 

＜児童相談所移管に係る課題の検討＞ 

◇平成２８年１１月、関係部課長会で抽出した「児童相談所移管に係る課題の検討」

を整理し、区長会に報告。 

※ 課題は、「各区課題」・「共通課題」・「都協議課題」に区分 

◇平成３１年２月、関係部課長会で検討した「児童相談所移管に係る課題（「共通課

題」・「都協議課題」）の対応策」をとりまとめ、区長会に報告。 

◇令和２年１月、平成３１年２月の区長会報告後に継続して検討が行われた課題（一
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時保護所・里親等の都区間の相互利用（委託）、区立母子生活支援施設の区間の相互

利用等）の検討状況について、区長会に報告。 

＜児童相談所開設に向けたロードマップの作成＞ 

◇平成２８年１１月、設置希望区が作成した「児童相談所開設に向けたロードマップ」

をもとに、設置希望区全体のロードマップをとりまとめ、区長会に報告。 

◇都児童相談所等への派遣研修について、各区の希望数と実際の派遣数に大きな乖離

が生じていることなどを踏まえ、平成２８年１１月に設置希望区が作成したロード

マップを見直し、これをもとに設置希望区全体のロードマップの再整理を行い、平

成３０年２月、区長会に報告。 

◇平成３０年２月に設置希望区で見直したロードマップを改めて見直し、これをもと

に設置希望区全体のロードマップを更新し、令和元年１０月の区長会に報告。 

※ 令和２年度以降の設置希望区全体のロードマップの作成は、福祉主管部長会で対

応。（R2.9、R3.9、R4.9 更新） 

○ 令和２年２月の区長会で、令和２年度に３区（世田谷区、荒川区、江戸川区）が児

童相談所を開設することを踏まえ、令和元年度末をもって連絡調整会議を廃止し、今

後、関係部課長会間での連絡調整が必要となった場合に備え、関係部課長会の会長及

び幹事長等で構成する「特別区児童相談所設置等に関する連絡会」を設置することを

確認した。 

（２）児童相談所設置に向けた共同研修の実施 

○ 平成２８年度から、人材の専門性強化を図るための専門研修「児童虐待への対応」、

「児童家庭福祉」、「児童心理」を実施した。 

○ 平成３０年度から、法定研修「児童福祉司任用前講習会・指定講習会」の研修カリ

キュラムを作成し、研修を実施するとともに、新たに「児童心理（入門・実践）」、「司

法面接」、の専門研修を実施した。 

また、専門研修「児童家庭福祉」について、テーマ別にカリキュラムの拡充を行い、

年間３回に分けて実施した。 

さらに、一時保護所の人材育成における課題、研修到達目標の明確化及び児童相に

おける心理検査・心理療法について理解を深めるため、２３区職員を対象とした自主

勉強会を実施した。 

○ 令和２年３月に「児童相談所関連研修計画」を策定し、令和２年度以降は、法定研

修「児童福祉司任用後研修」、「児童福祉司スーパーバイザー研修」に加え、課題別研

修「児童福祉司」、「児童心理司」、「一時保護所職員研修」と試行研修「児童相談所関

連トピックス」等を実施している。 

（３）児童相談所職員の確保に向けた採用制度の見直し 

○ 平成２９年度から、児童相談所の設置に向け、福祉分野における専門人材を

確保するため、各区等が採用選考を実施していた職種「心理」の採用について、

特別区人事委員会による競争試験を開始するとともに、経験者採用試験・選考

における対象職種を拡大し、職種「福祉」を追加した。 

○ 令和元年度に、経験者採用試験・選考における受験資格の上限年齢を６０歳

未満に引き上げるとともに、採用区分を２区分（１級職、２級職（主任））に見

直した。 

  さらに、児童相談所（一時保護所を含む。）の円滑な開設・運営に向けた体制

強化を図るため、児童相談所等での有用かつ専門的な職務経験を有する人材の
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時保護所・里親等の都区間の相互利用（委託）、区立母子生活支援施設の区間の相互

利用等）の検討状況について、区長会に報告。 

＜児童相談所開設に向けたロードマップの作成＞ 

◇平成２８年１１月、設置希望区が作成した「児童相談所開設に向けたロードマップ」
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◇平成３０年２月に設置希望区で見直したロードマップを改めて見直し、これをもと

に設置希望区全体のロードマップを更新し、令和元年１０月の区長会に報告。 

※ 令和２年度以降の設置希望区全体のロードマップの作成は、福祉主管部長会で対
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童相談所を開設することを踏まえ、令和元年度末をもって連絡調整会議を廃止し、今

後、関係部課長会間での連絡調整が必要となった場合に備え、関係部課長会の会長及

び幹事長等で構成する「特別区児童相談所設置等に関する連絡会」を設置することを

確認した。 

（２）児童相談所設置に向けた共同研修の実施 

○ 平成２８年度から、人材の専門性強化を図るための専門研修「児童虐待への対応」、

「児童家庭福祉」、「児童心理」を実施した。 

○ 平成３０年度から、法定研修「児童福祉司任用前講習会・指定講習会」の研修カリ

キュラムを作成し、研修を実施するとともに、新たに「児童心理（入門・実践）」、「司

法面接」、の専門研修を実施した。 

また、専門研修「児童家庭福祉」について、テーマ別にカリキュラムの拡充を行い、

年間３回に分けて実施した。 

さらに、一時保護所の人材育成における課題、研修到達目標の明確化及び児童相に

おける心理検査・心理療法について理解を深めるため、２３区職員を対象とした自主

勉強会を実施した。 

○ 令和２年３月に「児童相談所関連研修計画」を策定し、令和２年度以降は、法定研

修「児童福祉司任用後研修」、「児童福祉司スーパーバイザー研修」に加え、課題別研

修「児童福祉司」、「児童心理司」、「一時保護所職員研修」と試行研修「児童相談所関

連トピックス」等を実施している。 

（３）児童相談所職員の確保に向けた採用制度の見直し 

○ 平成２９年度から、児童相談所の設置に向け、福祉分野における専門人材を

確保するため、各区等が採用選考を実施していた職種「心理」の採用について、

特別区人事委員会による競争試験を開始するとともに、経験者採用試験・選考

における対象職種を拡大し、職種「福祉」を追加した。 

○ 令和元年度に、経験者採用試験・選考における受験資格の上限年齢を６０歳

未満に引き上げるとともに、採用区分を２区分（１級職、２級職（主任））に見

直した。 

  さらに、児童相談所（一時保護所を含む。）の円滑な開設・運営に向けた体制

強化を図るため、児童相談所等での有用かつ専門的な職務経験を有する人材の
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確保を目的として、児童相談所等での経験を求める採用制度を５年間限定で導

入し、採用区分に３級職（係長級）を加えるとともに、試験・選考区分に「児

童福祉」「児童指導」「児童心理」の３区分を追加した。 

○ 児童相談所等での経験を求める採用制度に係る令和２年度以降の経験者採用

試験・選考について、受験対象者拡大の観点から、受験資格（業務経験の内容

及び年数）を見直して、実施している。 

＜見直しの内容＞ 

 ①業務経験の内容 

・児童福祉区分は、「児童相談所（一時保護所を含む）又は児童福祉施設における相

談援助業務」とする。 

・児童心理区分は、「児童相談所（一時保護所を含む）等の福祉、医療、司法又は教

育に関する機関や施設における心理判定、心理療法又はカウンセリングの業務」と

する。 

②業務経験の年数（３区分共通） 

・２級職については、３年以上とする 

・３級職については、５年以上とする。 

（４）児童相談所等への職員派遣 

○ 平成２９年度から、児童相談所の設置に向けて、児童福祉司をはじめとする専門職

員等を育成するため、特別区全体で調整を行い、都の児童相談所への派遣研修を開始

した。 

○ 平成３０年度から、都の児童相談所に加え、近隣自治体（埼玉県、千葉県、神奈川

県、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市等）の児童相談所への派遣研修を開始した。

また、各区の個別調整による近隣自治体以外の児童相談所への派遣研修を実施してい

る。さらに、都の児童相談所への課長級職員の派遣等を実施している。 

（５）児童相談所設置計画案のモデル的確認作業の実施 

○ 平成２９年６月、開設予定時期の早い３区（世田谷区、荒川区、江戸川区）（以下「３

区」という。）と都の間で「児童相談所設置計画案のモデル的確認作業」が開始され、

３区の調整状況を他の設置希望区にフィードバックしながら、各区で設置準備が進め

られた（世田谷区：８回、荒川区：７回、江戸川区：８回）。 

○ 平成３０年１１月から、３区と各所管児童相談所との間でケースの引継ぎが行われ

た。また、平成３１年３月から、３区と都の所管部署との間で児童相談所設置市事務

の引継ぎが行われた。 

（６）特別区児童相談所の設置に向けた広域調整に係る検討会における協議 

○ 平成３０年５月、児童養護施設等の入所施設、里親、一時保護所の広域的調整に関

する事項を協議するため、「特別区児童相談所の設置に向けた広域調整に係る検討会」

（以下「検討会」という。）を設置し、都との協議が開始された。 

○ 令和元年１２月までに９回にわたる検討会を開催し、３区の開設に向けて基本的事

項の検討を行い、都区で確認した事項を協議結果としてとりまとめた。 

○ 特別区児童相談所の設置後は、運用や取扱いの変更が必要になった事項、当初想定

していなかった課題等について、都区で確認した内容を整理し、協議結果の改訂版を

とりまとめている。（R3.4、R4.4、R5.4） 

4545



 

（７）３区における児童相談所設置市の政令指定に向けた厚生労働省との協議 

○ 平成３０年１１月、３区と厚生労働省との間で、児童相談所設置市の政令指定に向

けた協議が開始された。 

○ 平成３１年４月、３区が厚生労働省に対し、児童相談所設置市に指定することを要

請し、令和元年８月、令和２年度に３区を児童相談所設置市に指定する政令が公布さ

れた。 

（８）東京都における児童相談体制の検討 

○ 目黒区で女児虐待死事件が発生したことや、特別区において児童相談所が設置され

ること等を踏まえ、都と区市町村合同で「東京都児童相談体制等検討会」（以下「検討

会」という。）を設置し、令和元年５月から検討が開始された。 

○ 人事交流の強化、人材育成の連携、保護者支援の協働等について検討が行われ、令

和５年２月、令和４年度の検討結果と令和５年度の取組事項等がとりまとめられた。 

（９）児童虐待防止対策に係る体制強化の在り方に関する国と地方の協議の場に

おける検討 

○ 令和元年に成立した児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一部を改

正する法律の規定等に基づき、児童虐待防止に向けた課題を整理し、国、都道府県及

び市区町村における体制強化を進めるため、国と都道府県等との協議の場が設置され、

令和元年８月から検討が開始された。 

（10）児童相談所関連経費に係る都区財政調整協議 

○ 令和２年度における児童相談所関連経費の都区財政調整上の措置について、令和２

年１月の都区協議会で、令和２年開設の３区の所要額等を算定するとともに、区の配

分割合を特例的に０．１％増やしたうえで、令和４年度に改めて配分割合のあり方を

協議することで合意された。※令和５年４月時点でこの協議は合意に至っていない。 

３ 平成２８年児童福祉法改正までの検討経過（年表） 

昭和６１年 ２月 ○「都区制度改革の基本的方向」の中で、児童相談所に関する事務の

移譲を都区で合意。 

平成 ６年 ９月 ○国に提出する最終案として都区合意した「都区制度改革に関するま

とめ（協議案）」で、それまでの都による国との折衝で移管が困難

と判断される事務（政令指定都市の事務等）のひとつとして児童相

談所の移管を断念。 

 

平成２０年 ６月    ○第１３回都区のあり方検討委員会幹事会において、児童相談所設置な

どに関する事務について、区へ移管する方向で検討することで一致。 

平成２２年 １月 ○江戸川区で小学生の男児が両親から虐待を受け、死亡する事件が発

生。 

 ６月 ○第２５回都区のあり方検討委員会幹事会において、児童相談所のあ

り方について、他に先行して実務的な検討の場を設け、移管すると

した場合の課題とその解決策、都区の連携のあり方等について議論

を進めることを区から都に申入れ。 

１０月 ○第２７回都区のあり方検討委員会幹事会において、平成２２年６月

の第２５回都区のあり方検討委員会幹事会で区から提案した児童
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（７）３区における児童相談所設置市の政令指定に向けた厚生労働省との協議 

○ 平成３０年１１月、３区と厚生労働省との間で、児童相談所設置市の政令指定に向

けた協議が開始された。 

○ 平成３１年４月、３区が厚生労働省に対し、児童相談所設置市に指定することを要

請し、令和元年８月、令和２年度に３区を児童相談所設置市に指定する政令が公布さ

れた。 

（８）東京都における児童相談体制の検討 

○ 目黒区で女児虐待死事件が発生したことや、特別区において児童相談所が設置され

ること等を踏まえ、都と区市町村合同で「東京都児童相談体制等検討会」（以下「検討

会」という。）を設置し、令和元年５月から検討が開始された。 

○ 人事交流の強化、人材育成の連携、保護者支援の協働等について検討が行われ、令

和５年２月、令和４年度の検討結果と令和５年度の取組事項等がとりまとめられた。 

（９）児童虐待防止対策に係る体制強化の在り方に関する国と地方の協議の場に

おける検討 

○ 令和元年に成立した児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一部を改

正する法律の規定等に基づき、児童虐待防止に向けた課題を整理し、国、都道府県及

び市区町村における体制強化を進めるため、国と都道府県等との協議の場が設置され、

令和元年８月から検討が開始された。 

（10）児童相談所関連経費に係る都区財政調整協議 

○ 令和２年度における児童相談所関連経費の都区財政調整上の措置について、令和２

年１月の都区協議会で、令和２年開設の３区の所要額等を算定するとともに、区の配

分割合を特例的に０．１％増やしたうえで、令和４年度に改めて配分割合のあり方を

協議することで合意された。※令和５年４月時点でこの協議は合意に至っていない。 

３ 平成２８年児童福祉法改正までの検討経過（年表） 

昭和６１年 ２月 ○「都区制度改革の基本的方向」の中で、児童相談所に関する事務の

移譲を都区で合意。 

平成 ６年 ９月 ○国に提出する最終案として都区合意した「都区制度改革に関するま

とめ（協議案）」で、それまでの都による国との折衝で移管が困難

と判断される事務（政令指定都市の事務等）のひとつとして児童相

談所の移管を断念。 

 

平成２０年 ６月    ○第１３回都区のあり方検討委員会幹事会において、児童相談所設置な

どに関する事務について、区へ移管する方向で検討することで一致。 

平成２２年 １月 ○江戸川区で小学生の男児が両親から虐待を受け、死亡する事件が発

生。 

 ６月 ○第２５回都区のあり方検討委員会幹事会において、児童相談所のあ

り方について、他に先行して実務的な検討の場を設け、移管すると

した場合の課題とその解決策、都区の連携のあり方等について議論

を進めることを区から都に申入れ。 

１０月 ○第２７回都区のあり方検討委員会幹事会において、平成２２年６月

の第２５回都区のあり方検討委員会幹事会で区から提案した児童
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相談所の協議について、都が今後検討方法や検討体制などの詳細を

事務的に調整したいと回答。 

平成２３年 １月 ○第２８回都区のあり方検討委員会幹事会において、都が児童相談所

の問題は緊急を要するということで、できるだけ早く検討体制等を

調整して、実務的な課題の整理から始めることを確認しているの

で、その方向でやっていきたいと表明。 

平成２３年３月、東日本大震災が発生。 

平成２３年 ４月 

↓ 

平成２４年 １月 

○児童相談行政のあり方に関する都区の検討会に備えて、区側メンバ

ー（部課長級職員）による勉強会を実施。 

 ・横須賀市児童相談所の視察 

 ・勉強会での検討状況（特別区が児童相談所を持つ意義、児童相談

所を移管する際の課題と対応の方向性など）を整理、とりまとめ、

区長会に報告 ＊別紙１ 

平成２３年１２月 ○第１３回都区のあり方検討委員会において、児童相談行政のあり方

について、都区が協力し、都区間の連携や体制等を幅広く検討すべ

き課題となっており、都区のあり方検討委員会とは切り離して、今

後の検討の進め方等について都区間で協議し、別途整理していく必

要があると確認。 

 ２月 ○児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会を設置し、①現

行の役割分担の下での課題と対応策、②児童相談行政の体制のあり

方について検討を開始。 

 １月 ○第２回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会で、現行

の役割分担下での課題と対応策について、部会の検討結果を確認。

都から、体制の議論にあたっては、区が児童相談所を担う場合の具

体的なイメージが必要との発言。 

平成２５年 ６月 ○第３０次地方制度調査会の「大都市制度の改革及び基礎自治体の行

政サービス提供体制に関する答申」の中で、「都から特別区に移譲

すべき事務としては、例えば児童相談所の事務などが考えられる

が、専門職を適切に確保する等の観点から小規模な区の間では連携

するといった工夫を講じつつ、移譲を検討すべき」と記述。 

１１月 ○区長会総会で、「特別区児童相談所移管モデル」を了承。＊別紙２ 

平成２６年 ３月 ○第３回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会で、区か

ら『特別区児童相談所移管モデル』を提示。 

 ５月 ○第４回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会で、都か

ら『「特別区児童相談所移管モデル」にかかる都の見解』を提示。 

１０月 ○平成２５年１１月に策定した「特別区児童相談所移管モデル」を基

本に、各区で具体化に向けた検討を行い、その結果をとりまとめ、

区長会総会に報告し、了承。 

１１月 ○第５回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会で、区か

ら『「特別区児童相談所移管モデル」にかかる都の見解に対する特

別区の意見』を提示。 

平成２７年 ３月 ○「特別区児童相談所移管モデル」の具体化に向けた検討の中で、２

３区共通の課題として挙げられた事項について、関係部課長会で検

討を行い、区長会役員会に報告し、了承。 

 ５月 ○第６回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会で、区か
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ら「特別区児童相談所移管モデル」の具体化について説明し、以下

の事項について確認。＊別紙３ 

①「児童相談行政の体制のあり方」について検討を開始し、具体の

検討は、課長級メンバーによる部会を中心に行うこと 

②部会には、必要に応じてメンバーを追加できること 

 ６月 ○児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会部会で、「児童

相談行政の体制のあり方」について検討を開始。３回にわたり都区

双方の考え方についてフリートーキング。 

 ７月 ○区長による児童相談所及び児童養護施設の視察を実施。 

・東京都児童相談所（児童相談センター、足立児童相談所、江東児

童相談所） 

・児童養護施設（クリスマス・ヴィレッジ、希望の家、東京家庭学

校） 

１２月 ○区長会正副会長が、厚生労働大臣及び雇用均等・児童家庭局長と面

会し、意見交換。 

○区長会意見書「新たな子ども家庭福祉のあり方に関する専門委員会

報告案（たたき台）について」を提出。＊別紙４ 

 ３月 ○国の社会保障審議会児童部会に設置された「新たな子ども家庭福祉

のあり方に関する専門委員会報告（提言）」の中で、「原則として中

核市及び特別区には児童相談所機能をもつ機関の設置を求め、財政

的負担が大きいことや専門職の確保の困難さから設置をためらう

ことがないよう、国及び都道府県は中核市及び特別区の人的・物的

基盤を積極的に援助する必要がある」と記述。＊別紙５ 

○区長会会長コメント「社会保障審議会児童部会新たな子ども家庭福

祉のあり方に関する専門委員会報告について」を発表。＊別紙６ 

○国は、「政令で定める特別区は、児童相談所を設置するものとする」

という改正を含めた「児童福祉法等の一部を改正する法律案」を閣

議決定し、国会へ提出。 

 ４月 ○区長会総会で、「改正法により、国が５年間を目途に行う児童相談

所の設置に係る支援等の必要な措置が講じられている間に、準備が

整った区から、順次、児童相談所設置を目指すこと」を確認。 

 ５月 ○「児童福祉法等の一部を改正する法律」が成立し、政令で定める特

別区が児童相談所を設置することが可能に。＊別紙７ 

○区長会会長コメント「児童福祉法等の一部を改正する法律の成立に

ついて」を発表。＊別紙８ 

４ 平成２８年児童福祉法改正後の取組状況（年表） 

（１）区長会における取組等  

平成２８年 ５月 ○区長会総会で、「児童福祉法等の改正内容を踏まえ、２６年度に各区

で検討した「特別区児童相談所移管モデル」の具体化の検討につい

て改めて調整を行い、あわせて、それぞれの区が想定するロードマ

ップを作成すること」を確認。 

平成２８年 ６月 ○区長会総会で、「児童相談所移管準備を進めるため、副区長会の下に、

特別区児童相談所移管準備連絡調整会議（以下「連絡調整会議」と

いう。）を設置し、当面、以下の事項について整理するとともに、都
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ら「特別区児童相談所移管モデル」の具体化について説明し、以下

の事項について確認。＊別紙３ 

①「児童相談行政の体制のあり方」について検討を開始し、具体の

検討は、課長級メンバーによる部会を中心に行うこと 

②部会には、必要に応じてメンバーを追加できること 

 ６月 ○児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会部会で、「児童

相談行政の体制のあり方」について検討を開始。３回にわたり都区

双方の考え方についてフリートーキング。 

 ７月 ○区長による児童相談所及び児童養護施設の視察を実施。 

・東京都児童相談所（児童相談センター、足立児童相談所、江東児

童相談所） 

・児童養護施設（クリスマス・ヴィレッジ、希望の家、東京家庭学

校） 

１２月 ○区長会正副会長が、厚生労働大臣及び雇用均等・児童家庭局長と面

会し、意見交換。 

○区長会意見書「新たな子ども家庭福祉のあり方に関する専門委員会

報告案（たたき台）について」を提出。＊別紙４ 

 ３月 ○国の社会保障審議会児童部会に設置された「新たな子ども家庭福祉

のあり方に関する専門委員会報告（提言）」の中で、「原則として中

核市及び特別区には児童相談所機能をもつ機関の設置を求め、財政

的負担が大きいことや専門職の確保の困難さから設置をためらう

ことがないよう、国及び都道府県は中核市及び特別区の人的・物的

基盤を積極的に援助する必要がある」と記述。＊別紙５ 

○区長会会長コメント「社会保障審議会児童部会新たな子ども家庭福

祉のあり方に関する専門委員会報告について」を発表。＊別紙６ 

○国は、「政令で定める特別区は、児童相談所を設置するものとする」

という改正を含めた「児童福祉法等の一部を改正する法律案」を閣

議決定し、国会へ提出。 

 ４月 ○区長会総会で、「改正法により、国が５年間を目途に行う児童相談

所の設置に係る支援等の必要な措置が講じられている間に、準備が

整った区から、順次、児童相談所設置を目指すこと」を確認。 

 ５月 ○「児童福祉法等の一部を改正する法律」が成立し、政令で定める特

別区が児童相談所を設置することが可能に。＊別紙７ 

○区長会会長コメント「児童福祉法等の一部を改正する法律の成立に

ついて」を発表。＊別紙８ 

４ 平成２８年児童福祉法改正後の取組状況（年表） 

（１）区長会における取組等  

平成２８年 ５月 ○区長会総会で、「児童福祉法等の改正内容を踏まえ、２６年度に各区

で検討した「特別区児童相談所移管モデル」の具体化の検討につい

て改めて調整を行い、あわせて、それぞれの区が想定するロードマ

ップを作成すること」を確認。 

平成２８年 ６月 ○区長会総会で、「児童相談所移管準備を進めるため、副区長会の下に、

特別区児童相談所移管準備連絡調整会議（以下「連絡調整会議」と

いう。）を設置し、当面、以下の事項について整理するとともに、都
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との協議体制等について調整すること」を確認。 

① 児童相談所を移管するに当たっての課題の抽出・整理 

② 児童相談所の移管に向けた具体化検討の再調整、ロードマップの

作成 

平成２８年 ７月 ○副区長会の下に、区の関係部課長等で構成する連絡調整会議を設置。 

＜所掌事項＞ 

 ・ 関係部課長会との連絡調整に関すること 

・ 東京都との協議に関すること 

・ 児童相談所を移管するに当たっての課題に関すること 

・ 児童相談所移管に向けた全体のロードマップに関すること 

平成２８年９月 ○連絡調整会議で集約・整理した児童相談所の設置に係る政府の支援

に対する「設置希望区」からの要望について、区長会へ報告。厚生

労働省へ要望。 

平成２８年１１月 ○以下の事項について、連絡調整会議で集約・整理、とりまとめのう

え、区長会へ報告。 

① 児童相談所を移管するに当たっての課題の抽出・整理 

② 児童相談所の移管に向けた具体化検討の再調整 

③ 児童相談所開設に向けたロードマップの作成 

○区長会正副会長等が川澄副知事と面会し、児童相談所の設置が円滑

に進むよう、支援と協力を要請。 

平成２８年１２月 ○都から、「特別区の児童相談所の設置計画について（確認の進め方）

（案）」が提示。その内容について、区長会へ報告。 

＜都の提案概要＞ 

・区の計画案を確認するに当たっては、２～３区をモデル的に対応

していくことが適当。当該区から計画案を提出してもらい、子供

の最善の利益を確保するという観点から、当該区と都で一つひと

つの課題について実務的に検証し、確認作業を進める。 

・当該区の調整状況については、適宜、他の設置希望区にフィード

バックする。 

○区長会正副会長が東京都予算に対する知事ヒアリングに出席し、児

童相談所の円滑な移譲に向けた積極的な支援と協力を要請。 

平成２９年 ２月 ○区長会総会で、平成２８年１２月に都から提示のあった「特別区の

児童相談所の設置計画について（確認の進め方）（案）」について、

以下のとおり対応することを確認。 

・世田谷区、荒川区、江戸川区の３区をモデル的確認実施区として、

計画案の確認作業を開始する。 

・モデル的確認実施区の拡大、広域調整が必要な事項等に関する都

と設置希望区全体との協議の場の設置、人材の確保（都児童相談

所への派遣研修の受入枠の拡大、児童相談所開設当初における都

職員の区への派遣等）などについて、都へ要請する。 

※同年３月、上記区長会確認事項に基づいて、都に対して回答。 

○知事と特別区長との意見交換会（テーマ：「都民ファーストでつくる

『新しい東京』～２０２０年に向けた実行プラン～」について）に

おいて、児童相談所の設置に対する協力を要請。 
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平成２９年 ４月 ○３月の区長会の回答を受けて、都から、「児童相談所設置計画の確認

の進め方等について」が回答。 

＜都の回答概要＞ 

・３区（世田谷区、荒川区、江戸川区）との計画案確認作業を具体

的かつ実務的に進めていく中で、調整等が必要な課題の共有が図

られるため、まずは３区との計画案確認作業を着実に実施するこ

とを優先する。 

・平成３０年度以降における都児童相談所への派遣研修の受入枠に

ついては、効果的な人材育成を実施するため、平成２９年度の受

入枠が上限となる。 

・児童相談所開設当初における都職員の区への派遣について、児童

相談所の運営に必要な人材は、設置自治体が責任をもって確保・

育成することが基本。国の職員配置基準見直しに伴い、都では現

在、児童福祉司・児童心理司の大幅増員を図り、新任職員の育成

に注力しているところ。まずは、３区との計画案確認作業を進め

ていく。 

平成２９年 ６月 ○３区（世田谷区、荒川区、江戸川区）と都との間で、「児童相談所設

置計画案のモデル的確認作業」を開始。併せて、都が全区を対象に

「児童相談所運営にかかる勉強会」を開始。＊別紙９、別紙１０ 

○区長会正副会長による川澄副知事への新役員就任挨拶において、児童相談

所設置計画案のモデル的確認作業の円滑な実施や、広域調整が必要な事項

等に関する都と設置希望区全体との協議の場の設置などについて要請。 

平成２９年 ８月 ○平成３０年度都の施策及び予算に関する要望活動において、正副会

長等が児童相談所の設置促進について要請。 

 ＜要望事項＞ 

 ・児童相談所の移管に係る財政措置 

 ・人材の確保・育成 

 ・都有地の活用 

○平成３０年度国の施策及び予算に関する要望活動において、正副会

長が児童相談所の設置促進について要請。 

 ＜要望事項＞ 

 ・児童相談所設置に向けた財政支援等の拡充 

 ・専門研修の充実 

 ・国有地の活用 

○関係部課長会で抽出・整理した課題の対応策にかかる平成２９年７

月末時点の検討状況について、連絡調整会議において、整理・とり

まとめた結果を区長会へ報告。 

○その際、区長会から「人材の確保・育成について、福祉部門におい

ても、具体的な検討を行う」よう指示。 

平成２９年１１月 ○人材の確保・育成方策等について、区長会へ報告。 

○その際、平成２８年１１月に策定したロードマップについて、「今回

の検討結果や各区それぞれの状況を踏まえながら一定の見直しを行

い、その結果を集約する」ことを確認。 

○区長会正副会長等が東京都予算に対する知事ヒアリングに出席し、

児童相談所の設置促進について要請。 

平成３０年 ２月 ○関係部課長会で抽出・整理した課題の対応策にかかる平成３０年１
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平成２９年 ４月 ○３月の区長会の回答を受けて、都から、「児童相談所設置計画の確認

の進め方等について」が回答。 

＜都の回答概要＞ 

・３区（世田谷区、荒川区、江戸川区）との計画案確認作業を具体

的かつ実務的に進めていく中で、調整等が必要な課題の共有が図

られるため、まずは３区との計画案確認作業を着実に実施するこ

とを優先する。 

・平成３０年度以降における都児童相談所への派遣研修の受入枠に

ついては、効果的な人材育成を実施するため、平成２９年度の受

入枠が上限となる。 

・児童相談所開設当初における都職員の区への派遣について、児童

相談所の運営に必要な人材は、設置自治体が責任をもって確保・

育成することが基本。国の職員配置基準見直しに伴い、都では現

在、児童福祉司・児童心理司の大幅増員を図り、新任職員の育成

に注力しているところ。まずは、３区との計画案確認作業を進め

ていく。 

平成２９年 ６月 ○３区（世田谷区、荒川区、江戸川区）と都との間で、「児童相談所設

置計画案のモデル的確認作業」を開始。併せて、都が全区を対象に

「児童相談所運営にかかる勉強会」を開始。＊別紙９、別紙１０ 

○区長会正副会長による川澄副知事への新役員就任挨拶において、児童相談

所設置計画案のモデル的確認作業の円滑な実施や、広域調整が必要な事項

等に関する都と設置希望区全体との協議の場の設置などについて要請。 

平成２９年 ８月 ○平成３０年度都の施策及び予算に関する要望活動において、正副会

長等が児童相談所の設置促進について要請。 

 ＜要望事項＞ 

 ・児童相談所の移管に係る財政措置 

 ・人材の確保・育成 

 ・都有地の活用 

○平成３０年度国の施策及び予算に関する要望活動において、正副会

長が児童相談所の設置促進について要請。 

 ＜要望事項＞ 

 ・児童相談所設置に向けた財政支援等の拡充 

 ・専門研修の充実 

 ・国有地の活用 

○関係部課長会で抽出・整理した課題の対応策にかかる平成２９年７

月末時点の検討状況について、連絡調整会議において、整理・とり

まとめた結果を区長会へ報告。 

○その際、区長会から「人材の確保・育成について、福祉部門におい

ても、具体的な検討を行う」よう指示。 

平成２９年１１月 ○人材の確保・育成方策等について、区長会へ報告。 

○その際、平成２８年１１月に策定したロードマップについて、「今回

の検討結果や各区それぞれの状況を踏まえながら一定の見直しを行

い、その結果を集約する」ことを確認。 

○区長会正副会長等が東京都予算に対する知事ヒアリングに出席し、

児童相談所の設置促進について要請。 

平成３０年 ２月 ○関係部課長会で抽出・整理した課題の対応策にかかる平成３０年１
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月末時点の検討状況について、連絡調整会議において、整理・とり

まとめた結果を区長会へ報告。 

○設置希望区で見直しを行ったロードマップについて、連絡調整会議

において、集約・整理した結果を区長会へ報告。 

○都区協議会において、都区財政調整における児童相談所関連経費に

ついて、会長から「初めて提案した児童相談所関連経費は、都側か

ら明確な見解が示されず、議論に至らなかった。早期の決着に向け

て前向きな対応をお願いしたい」旨発言。 

○知事と特別区長との意見交換会（テーマ：「区と都が連携して取り組

むべき課題について）において、児童相談所設置にかかる課題解決

のための都区の連携体制の構築等について要請。 

平成３０年  ５月 ○都区間での入所施設や一時保護所の広域調整に関する協議を行うた

め、都区の課長級メンバーで構成された検討会を設置することにつ

いて、区長会へ報告。同年同月から検討を開始。＊別紙１１ 

平成３０年  ７月 ○平成３１年度都の施策及び予算に関する要望活動において、正副会

長等が児童相談所の設置促進について要請。 

 ＜要望事項＞ 

 ・児童相談所の移管に係る財政措置 

 ・児童相談所開設時の立ち上げ支援 

 ・都有財産の活用 

 ・都区間における協議の場 

平成３０年  ８月 ○平成３１年度国の施策及び予算に関する要望活動において、正副会

長等が児童相談所の設置促進について要請。 

 ＜要望事項＞ 

 ・国による支援措置の確実な履行等 

 ・児童相談行政に係る財政支援の充実・強化 

 ・専門研修の拡充等 

平成３０年１１月 ○区長会正副会長等が東京都予算に対する知事ヒアリングに出席し、

児童相談所の設置促進について要請。 

平成３１年 １月 ○都から、都と区市町村合同で児童相談体制の検討を行うことについ

て、区長会に提案があり、了承。 

○都区協議会において、都区財政調整における児童相談所関連経費に

ついて、会長から「児童相談所関連経費の財調上の取扱いについて、

議論を前進させることができなかった。特別区が児童相談所設置市

として政令指定を受けた際の所要経費は、当然に財調の算定内容に

反映されなければならない」旨発言。 

○知事と特別区長との意見交換会（テーマ：「区と都が連携して取り組

むべき課題について）において、児童相談所の開設に係る支援等に

ついて要請。 

平成３１年 ２月 ○関係部課長会で抽出・整理した課題の対応策にかかる平成３１年１

月末時点の検討状況について、連絡調整会議において、整理・とり

まとめた結果を区長会へ報告。 

平成３１年 ４月 ○３区（世田谷区、荒川区、江戸川区）が厚生労働省に対し、児童相

談所設置市として政令指定することを要請。 

令和 元 年 ５月 ○都と区市町村合同で「東京都児童相談体制等検討会」が設置され、
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検討を開始。 

令和 元 年 ６月 ○「児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一部を改正

する法律」が成立し、政府が、施行後５年を目途に、中核市及び特

別区が児童相談所を設置できるよう、施設整備、人材確保・育成の

支援等の措置を講ずるものとし、その支援を講ずるに当たって、関

係地方公共団体等の連携を図るものと規定。＊別紙１２ 

○区長会正副会長等による小池知事への新役員就任挨拶において、児

童相談所の設置に向けた支援について要請。 

令和 元 年  ７月 ○区長会総会で、平成３０年２月に見直しを行ったロードマップにつ

いて、「設置希望区が、それぞれの準備状況を踏まえ、改めて見直し

を行い、共有する」ことを確認。 

○令和２年度都の施策及び予算に関する要望活動において、正副会長

等が児童相談所の設置促進について要請。 

 ＜要望事項＞ 

・児童相談所開設時の立ち上げ支援（人材育成等の人的支援） 

・児童相談所の移管に係る財政措置 

・児童相談所の移管に係る都有財産の活用 

 ８月 ○児童虐待防止に向けて、国と都道府県等との協議の場が設置され、

特別区も構成員として参画。 

○世田谷区・荒川区・江戸川区を児童相談所設置市に指定する「児童

福祉法施行令の一部を改正する政令」が公布。 

 ＜施行期日＞ 

 ・世田谷区及び江戸川区（８月２７日公布）：令和２年４月１日 

 ・荒川区（８月３０日公布）：令和２年７月１日 

○区長会会長コメント「世田谷区及び江戸川区を児童相談所設置市に

指定する政令の閣議決定について」を発表。＊別紙１３ 

○令和２年度国の施策及び予算に関する要望活動において、正副会長

等が児童相談所の設置促進について要請。 

 ＜要望事項＞ 

・国による支援措置の確実な履行 

・児童相談行政に係る財政支援の充実・強化 

○令和３年度開設予定の２区（港区、中野区）と都との間で、「児童相

談所設置計画案の確認作業」を開始。 

１０月 ○以下の事項について、区長会へ報告。 

①福祉主管部長会を中心に整理した特別区児童相談所設置に伴う都

補助金等の取扱いの方向性 

②設置希望区で改めて見直しを行ったロードマップをもとに更新し

た全体のロードマップ 

令和 元 年１１月 ○区長会正副会長等が東京都予算に対する知事ヒアリングに出席し、

児童相談所の設置促進について要請。 

令和 ２ 年 １月 ○平成３１年２月の区長会報告後に継続して検討を行った児童相談所

移管に係る課題（一時保護所・里親等の都区間の広域調整等）の検

討状況について、区長会へ報告。 

○都区協議会で、令和２年度における児童相談所関連経費の都区財政

調整上の措置について合意。 
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検討を開始。 

令和 元 年 ６月 ○「児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一部を改正

する法律」が成立し、政府が、施行後５年を目途に、中核市及び特

別区が児童相談所を設置できるよう、施設整備、人材確保・育成の

支援等の措置を講ずるものとし、その支援を講ずるに当たって、関

係地方公共団体等の連携を図るものと規定。＊別紙１２ 

○区長会正副会長等による小池知事への新役員就任挨拶において、児

童相談所の設置に向けた支援について要請。 

令和 元 年  ７月 ○区長会総会で、平成３０年２月に見直しを行ったロードマップにつ

いて、「設置希望区が、それぞれの準備状況を踏まえ、改めて見直し

を行い、共有する」ことを確認。 

○令和２年度都の施策及び予算に関する要望活動において、正副会長

等が児童相談所の設置促進について要請。 

 ＜要望事項＞ 

・児童相談所開設時の立ち上げ支援（人材育成等の人的支援） 

・児童相談所の移管に係る財政措置 

・児童相談所の移管に係る都有財産の活用 

 ８月 ○児童虐待防止に向けて、国と都道府県等との協議の場が設置され、

特別区も構成員として参画。 

○世田谷区・荒川区・江戸川区を児童相談所設置市に指定する「児童

福祉法施行令の一部を改正する政令」が公布。 

 ＜施行期日＞ 

 ・世田谷区及び江戸川区（８月２７日公布）：令和２年４月１日 

 ・荒川区（８月３０日公布）：令和２年７月１日 

○区長会会長コメント「世田谷区及び江戸川区を児童相談所設置市に

指定する政令の閣議決定について」を発表。＊別紙１３ 

○令和２年度国の施策及び予算に関する要望活動において、正副会長

等が児童相談所の設置促進について要請。 

 ＜要望事項＞ 

・国による支援措置の確実な履行 

・児童相談行政に係る財政支援の充実・強化 

○令和３年度開設予定の２区（港区、中野区）と都との間で、「児童相

談所設置計画案の確認作業」を開始。 

１０月 ○以下の事項について、区長会へ報告。 

①福祉主管部長会を中心に整理した特別区児童相談所設置に伴う都

補助金等の取扱いの方向性 

②設置希望区で改めて見直しを行ったロードマップをもとに更新し

た全体のロードマップ 

令和 元 年１１月 ○区長会正副会長等が東京都予算に対する知事ヒアリングに出席し、

児童相談所の設置促進について要請。 

令和 ２ 年 １月 ○平成３１年２月の区長会報告後に継続して検討を行った児童相談所

移管に係る課題（一時保護所・里親等の都区間の広域調整等）の検

討状況について、区長会へ報告。 

○都区協議会で、令和２年度における児童相談所関連経費の都区財政

調整上の措置について合意。 
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・令和２年開設の３区の所要額等を算定 

・区の配分割合を特例的に０．１％増やしたうえで、令和４年度に

改めて配分割合のあり方を協議 

令和 ２ 年 ２月 ○区長会総会で、令和元年度末をもって連絡調整会議を廃止し、今後、

関係部課長会間での連絡調整が必要となった場合に備え、「特別区児

童相談所設置等に関する連絡会」を設置することを確認。 

 ※全体のロードマップの作成は、福祉主管部長会で対応。 

令和 ２ 年 ３月 ○東京都児童相談体制等検討会でとりまとめられた令和元年度の検討

結果、令和２年度の取組事項等について、区長会へ報告。 

 ４月 ○世田谷区及び江戸川区の児童相談所が開設。 

 ７月 ○荒川区の児童相談所が開設。 

○港区が厚生労働省に対し、児童相談所設置市として政令指定するこ

とを要請。 

 ８月 ○令和３年度国の施策及び予算に関する要望活動において、正副会長

が児童相談所の設置促進について要請。 

 ＜要望事項＞ 

・児童相談所設置・運営に係る財政措置 

・児童相談所設置市の事務処理の範囲や実施体制の見直し 

○令和３年度都の施策及び予算に関する要望活動において、正副会長

が児童相談所の設置促進について要請。 

 ＜要望事項＞ 

 ・児童相談所の移管に係る財政措置 

 ・児童相談所開設時の立ち上げ支援（人材育成等の人的支援） 

 ・児童相談所設置後の運営について、社会情勢の変化や見直すべき

課題が生じた際の見直しに協力すること 

１０月 ○港区を児童相談所設置市に指定する「児童福祉法施行令の一部を改

正する政令」が公布（１０月２３日）。 

 ※施行期日：令和３年４月１日 

１２月 ○区長会正副会長等が東京都予算に対する知事ヒアリングに出席し、

児童相談所の設置促進について要請。 

令 和 ３ 年 １月 ○令和４年７月開設予定の板橋区と都との間で、「児童相談所設置計画

案の確認作業」を開始。 

 ３月 ○東京都児童相談体制等検討会でとりまとめられた、令和２年度の検

討結果、令和３年度の取組事項等について、区長会へ報告。 

 ４月 ○港区の児童相談所が開設。 

５月 ○令和５年２月開設予定の豊島区と都との間で、「児童相談所設置計画

案の確認作業」を開始。 

６月 ○中野区が厚生労働省に対し、児童相談所設置市として政令指定する

ことを要請。 

８月 ○令和４年度国の施策及び予算に関する要望活動において、正副会長

が児童相談所の設置促進について要請。 

 ＜要望事項＞ 

・児童相談所設置・運営に係る財政措置 

・児童相談所設置市の事務処理の範囲や実施体制の見直し 

・児童養護施設等への措置費支払いの一元化に伴う児童入所施設措
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置費等国庫負担金交付申請方法の見直し 

○令和４年度都の施策及び予算に関する要望活動において、正副会長

が児童相談所の設置促進について要請。 

 ＜要望事項＞ 

 ・児童相談所の移管に係る財政措置 

 ・児童相談所開設時の立ち上げ支援（人材育成等の人的支援） 

 ・児童相談所設置後の運営について、社会情勢の変化や見直すべき

課題が生じた際の見直しに協力すること 

 ・児童相談所の移管に係る都有財産の活用 

○中野区を児童相談所設置市に指定する「児童福祉法施行令の一部を

改正する政令」が公布（８月６日）。 

 ※施行期日：令和４年４月１日 

９月 ○板橋区が厚生労働省に対し、児童相談所設置市として政令指定する

ことを要請。 

１２月 ○板橋区を児童相談所設置市に指定する「児童福祉法施行令の一部を 

改正する政令」が公布（１２月１日） 

※施行期日：令和４年７月１日 

○区長会正副会長等が東京都予算に対する知事ヒアリングに出席し、 

児童相談所の設置促進について要請 

令 和 ４ 年 １月 ○豊島区が厚生労働省に対し、児童相談所設置市として政令指定する 

ことを要請 

○令和５年１０月開設予定の葛飾区と都との間で、「児童相談所設置計 

画案の確認作業」を開始 

２月 〇児童相談所の設置基準を定めた政令等に基づき、練馬区内に都の児

童相談所を新たに設置するとの都からの説明を受け、特別区が児童

相談所の設置を進める中で、事前に相談がなかったことに言及。児

童相談行政を都区が連携して進めるためには、東京の児童相談体制

のあり方について、都区で議論する必要があるとの意見があり、協

議の場の設置を要請 

４月 ○中野区の児童相談所が開設 

○東京都児童相談体制等検討会でとりまとめられた、令和３年度の検

討結果、令和４年度の取組事項等について、区長会へ報告。２月の

区長会で協議の場の設置を求める要請があったことを受け、本検討

会において、「児童福祉法改正等を踏まえた相談体制のあり方」を検

討項目に追加 

６月 ○豊島区を児童相談所設置市に指定する「児童福祉法施行令の一部を 

改正する政令」が公布（６月１７日） 

※施行期日：令和５年２月１日 

７月 ○板橋区の児童相談所が開設 

○令和５年度都の施策及び予算に関する要望活動において、正副会長

が児童相談所の設置促進について要請。 

 ＜要望事項＞ 

 ・児童相談所の移管に係る財政措置 

 ・児童相談所開設時の立ち上げ支援（人材育成等の人的支援） 

 ・児童相談所設置後の運営について、社会情勢の変化や見直すべき
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置費等国庫負担金交付申請方法の見直し 

○令和４年度都の施策及び予算に関する要望活動において、正副会長

が児童相談所の設置促進について要請。 

 ＜要望事項＞ 

 ・児童相談所の移管に係る財政措置 

 ・児童相談所開設時の立ち上げ支援（人材育成等の人的支援） 

 ・児童相談所設置後の運営について、社会情勢の変化や見直すべき

課題が生じた際の見直しに協力すること 

 ・児童相談所の移管に係る都有財産の活用 

○中野区を児童相談所設置市に指定する「児童福祉法施行令の一部を

改正する政令」が公布（８月６日）。 

 ※施行期日：令和４年４月１日 

９月 ○板橋区が厚生労働省に対し、児童相談所設置市として政令指定する

ことを要請。 

１２月 ○板橋区を児童相談所設置市に指定する「児童福祉法施行令の一部を 

改正する政令」が公布（１２月１日） 

※施行期日：令和４年７月１日 

○区長会正副会長等が東京都予算に対する知事ヒアリングに出席し、 

児童相談所の設置促進について要請 

令 和 ４ 年 １月 ○豊島区が厚生労働省に対し、児童相談所設置市として政令指定する 

ことを要請 

○令和５年１０月開設予定の葛飾区と都との間で、「児童相談所設置計 

画案の確認作業」を開始 

２月 〇児童相談所の設置基準を定めた政令等に基づき、練馬区内に都の児

童相談所を新たに設置するとの都からの説明を受け、特別区が児童

相談所の設置を進める中で、事前に相談がなかったことに言及。児

童相談行政を都区が連携して進めるためには、東京の児童相談体制

のあり方について、都区で議論する必要があるとの意見があり、協

議の場の設置を要請 

４月 ○中野区の児童相談所が開設 

○東京都児童相談体制等検討会でとりまとめられた、令和３年度の検

討結果、令和４年度の取組事項等について、区長会へ報告。２月の

区長会で協議の場の設置を求める要請があったことを受け、本検討

会において、「児童福祉法改正等を踏まえた相談体制のあり方」を検

討項目に追加 

６月 ○豊島区を児童相談所設置市に指定する「児童福祉法施行令の一部を 

改正する政令」が公布（６月１７日） 

※施行期日：令和５年２月１日 

７月 ○板橋区の児童相談所が開設 

○令和５年度都の施策及び予算に関する要望活動において、正副会長

が児童相談所の設置促進について要請。 

 ＜要望事項＞ 

 ・児童相談所の移管に係る財政措置 

 ・児童相談所開設時の立ち上げ支援（人材育成等の人的支援） 

 ・児童相談所設置後の運営について、社会情勢の変化や見直すべき
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課題が生じた際の見直しに協力すること 

 ・児童相談所の移管に係る都有財産の活用 

・児童養護施設等の負担を軽減するための措置 

・都児童相談所の再編に関する区との協議 

８月 ○令和５年度国の施策及び予算に関する要望活動において、正副会長

が児童相談所の設置促進について要請。 

 ＜要望事項＞ 

・児童相談所設置・運営に係る財政措置 

・児童相談所設置市の事務処理の範囲や実施体制の見直し 

・児童福祉司や児童心理司等の確保·育成に係る支援及び財政措置 
 ・里親委託の一層の推進（国庫補助の対象を、児童相談所設置 

を目指す区市も対象とすること） 

 ・社会的養育の基盤整備の充実を図るための十分な財政措置及び児

童養護施設の設置に係る法人誘致のための国有地活用 

令 和 ４ 年１０月 ○区長会総会で、平成２９年１１月に申し合わせた「東京都及び近隣

自治体への職員派遣上限」について、特別区児童相談所の設置が進

んできたこと等から、東京都児童相談所の派遣枠に空きが生じてき

ているため、令和４年度をもって廃止とすることを確認 

○葛飾区が厚生労働省に対し、児童相談所設置市として政令指定する

ことを要請 

令 和 ４ 年１１月 ○区長会正副会長等が東京都予算に対する知事ヒアリングに出席し、

児童相談所の設置促進について要請 

令 和 ５ 年 １月 ○令和６年１０月開設予定の品川区と都との間で、「児童相談所設置計 

画案の確認作業」を開始 

２月 ○豊島区の児童相談所が開設 

○葛飾区を児童相談所設置市に指定する「児童福祉法施行令の一部を 

改正する政令」が公布（２月８日） 

※施行期日：令和５年１０月１日 

３月 ○東京都児童相談体制等検討会でとりまとめられた、令和４年度の検

討結果、令和５年度の取組事項等について、区長会へ報告。 

（２）その他の取組 

① 児童相談所等の視察 （特別区全体による実施分） 

○ 区の部課長級職員を中心に、東京都、横須賀市及び金沢市の児童相談所を視察。 

・平成２８年 ５月～ ８月 金沢市児童相談所（２回）、横須賀市児童相談所 

・平成２８年１０月～１１月 東京都児童相談センター（６回） 

＜平成２３年度～平成２７年度までの視察実施状況＞ 

   ・平成２３年 ７月 横須賀市児童相談所 

・平成２５年 ８月 東京都児童相談センター 

・平成２６年 ８月 横須賀市児童相談所 

・平成２６年１１月 金沢市児童相談所 

・平成２７年 ５月 国立武蔵野学院（児童自立支援施設） 

② 説明会、講演会の開催  

○ 区職員、区議会議員等を対象に、下記のとおり、説明会等を実施。 
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平成２８年 ７月 ○厚生労働省「改正児童福祉法等に係る説明会」 

○東京都福祉保健局「児童相談所業務等に係る説明会」 

平成２９年 ４月 ○特別区議会議員講演会（特別区協議会主催） 

・厚生労働省「児童福祉法改正の背景と概要～児童相談所の設置に

向けて～」 

平成２９年  ６月 

       ↓ 

       ９月 

○特別区長会講演会 

 ・武藤素明（社福）二葉保育園常務理事「社会的養護における現状

と特別区への期待」 

・磯谷文明 弁護士「児童相談所における法的対応と弁護士の役割」 

・松原康雄 明治学院大学学長「特別区が設置する児童相談所への期待」 

・奥田晃久 明星大学特任教授「我が区の子どもは我が区が護る」 

平成２９年 ８月 ○特別区長会事務局講演会 

・川並利治 金沢星陵大学教授「地域の子どもたちを守るために～児

童相談所設置市が目指すべきもの～」 

・和田一郎 花園大学准教授「いま求められる一時保護所とは」 

 ９月 ○社会福祉講座（特別区協議会主催） 

・法務省 東京少年鑑別所「非行防止及び少年の健全な育ちについて

－少年鑑別所の立場から－」 

・宮内珠希 二葉乳児院 里親委託等推進員、秋山惠美子 養育家庭（里

親）「里親制度を知っていますか？－里親家庭を支える地域へ－」 

平成３０年 ３月 ○人事実務研修（特別区人事・厚生事務組合人事企画部） 

・奥田晃久 明星大学特任教授「One for All の取り組みで我が区の

子どもは我が区が守る－児童相談所設置に向けた人材の確保・育

成等について－」 

１０月 ○特別区長会事務局講演会 

・上鹿渡和宏 長野大学教授「家庭養育への移行～なぜ必要なのか、

どう実現するか～」 

・渡邊守 キーアセット代表「里親委託を増やすために必要な視点」 

・岩﨑美枝子 家庭養護推進協会理事「養子縁組への理解を深める」 

平成３１年 １月 ○特別区講座（特別区協議会・特別区職員研修所共催） 

・柏女霊峰 淑徳大学教授「特別区における包括的な児童福祉行政の

未来～児童相談所設置区の誕生を目前に控えて～」 

令和 元 年１１月 ○特別区議会議員講演会（特別区協議会主催） 

・川松亮 明星大学常勤教授「子どもの虐待防止と特別区における児

童相談所の設置」 

令和 ２ 年 １月 ○特別区講座（特別区協議会・特別区職員研修所共催） 

・磯谷 文明 弁護士「特別養子縁組に関する法改正について」 

１２月 ○社会福祉講座（特別区協議会主催） 

・川並利治 金沢星稜大学教授「子ども虐待防止と児童相談所のあり方」 

令和 ３ 年１０月 ○特別区長会事務局講演会 

 ・大日向雅美 恵泉女学園大学学長「地域のみんなで育む子どもの未

来」 

令 和 ４ 年１０月  ○特別区長会事務局講演会 

・厚生労働省「改正児童福祉法等に係る説明会」 

③ 国・関係団体との意見交換等  
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平成２８年 ７月 ○厚生労働省「改正児童福祉法等に係る説明会」 

○東京都福祉保健局「児童相談所業務等に係る説明会」 

平成２９年 ４月 ○特別区議会議員講演会（特別区協議会主催） 

・厚生労働省「児童福祉法改正の背景と概要～児童相談所の設置に

向けて～」 

平成２９年  ６月 

       ↓ 

       ９月 

○特別区長会講演会 

 ・武藤素明（社福）二葉保育園常務理事「社会的養護における現状

と特別区への期待」 

・磯谷文明 弁護士「児童相談所における法的対応と弁護士の役割」 

・松原康雄 明治学院大学学長「特別区が設置する児童相談所への期待」 

・奥田晃久 明星大学特任教授「我が区の子どもは我が区が護る」 

平成２９年 ８月 ○特別区長会事務局講演会 

・川並利治 金沢星陵大学教授「地域の子どもたちを守るために～児

童相談所設置市が目指すべきもの～」 

・和田一郎 花園大学准教授「いま求められる一時保護所とは」 

 ９月 ○社会福祉講座（特別区協議会主催） 

・法務省 東京少年鑑別所「非行防止及び少年の健全な育ちについて

－少年鑑別所の立場から－」 

・宮内珠希 二葉乳児院 里親委託等推進員、秋山惠美子 養育家庭（里

親）「里親制度を知っていますか？－里親家庭を支える地域へ－」 

平成３０年 ３月 ○人事実務研修（特別区人事・厚生事務組合人事企画部） 

・奥田晃久 明星大学特任教授「One for All の取り組みで我が区の

子どもは我が区が守る－児童相談所設置に向けた人材の確保・育

成等について－」 

１０月 ○特別区長会事務局講演会 

・上鹿渡和宏 長野大学教授「家庭養育への移行～なぜ必要なのか、

どう実現するか～」 

・渡邊守 キーアセット代表「里親委託を増やすために必要な視点」 

・岩﨑美枝子 家庭養護推進協会理事「養子縁組への理解を深める」 

平成３１年 １月 ○特別区講座（特別区協議会・特別区職員研修所共催） 

・柏女霊峰 淑徳大学教授「特別区における包括的な児童福祉行政の

未来～児童相談所設置区の誕生を目前に控えて～」 

令和 元 年１１月 ○特別区議会議員講演会（特別区協議会主催） 

・川松亮 明星大学常勤教授「子どもの虐待防止と特別区における児

童相談所の設置」 

令和 ２ 年 １月 ○特別区講座（特別区協議会・特別区職員研修所共催） 

・磯谷 文明 弁護士「特別養子縁組に関する法改正について」 

１２月 ○社会福祉講座（特別区協議会主催） 

・川並利治 金沢星稜大学教授「子ども虐待防止と児童相談所のあり方」 

令和 ３ 年１０月 ○特別区長会事務局講演会 

 ・大日向雅美 恵泉女学園大学学長「地域のみんなで育む子どもの未

来」 

令 和 ４ 年１０月  ○特別区長会事務局講演会 

・厚生労働省「改正児童福祉法等に係る説明会」 

③ 国・関係団体との意見交換等  
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平成２８年１２月 ○東京都児童相談所非常勤・協力弁護士懇談会と区の部課長級職員と

の意見交換を実施。 

平成２９年 １月 ○厚生労働省と区の部課長級職員との情報交換を実施。 

  ５月 ○東京都社会福祉協議会児童部会・乳児部会と区の課長級職員との意

見交換を実施。 

 ６月 ○東京養育家庭の会（里親会）と区の課長級職員との意見交換を実施。 

１０月 ○東京都社会福祉協議会児童部会制度政策推進部主催学習会「特別区

児童相談所設置の動向と課題」に、モデル的確認実施３区の担当課

長等が参加。 

平成３０年 １月 ○区の課長級等職員を対象に、東京都社会福祉協議会児童部会書記会

による「児童養護施設の措置費と補助金に関する勉強会」を実施。 

○東京地方検察庁と区の課長級職員等との情報交換を実施。 

 ２月 ○東京養育家庭の会（里親会）と区の課長級職員との意見交換を実施。 

 ３月 ○東京家庭裁判所と区の課長級職員等との情報交換を実施。 

 ７月 ○東京都児童相談所非常勤・協力弁護士懇談会と区の課長級職員等と

の意見交換を実施。 

平成３１年 １月 ○警視庁とモデル的確認実施３区の担当課長等との意見交換を実施。 

令和 元 年 ５月 ○国立武蔵野学院（児童自立支援施設）とモデル的確認実施３区の担

当課長等との意見交換を実施。 

 ６月 ○東京家庭裁判所とモデル的確認実施３区の担当課長等との意見交換

を実施。 

  ７月 ○国立きぬ川学院（児童自立支援施設）とモデル的確認実施３区の担

当課長等との意見交換を実施。 

１２月 ○東京地方検察庁とモデル的確認実施３区の担当課長等との意見交換

を実施。 

令和 ２ 年 １月 ○都立誠明学園・萩山実務学校（児童自立支援施設）及び東京都育成

支援課とモデル的確認実施３区の担当課長等との意見交換を実施。 

７月 ○警視庁と令和３年度開設予定２区（港区・中野区）の担当課長等と

の意見交換を実施。 

○東京都社会福祉協議会児童部会・乳児部会とモデル的確認実施３区

及び令和３年度開設予定２区（港区・中野区）との意見交換を実施。 

 １０月 ○国立武蔵野学院（児童自立支援施設）と港区の担当課長等との意見

交換を実施。 

１２月 ○東京地方検察庁と令和３年度開設予定２区（港区・中野区）の担当

課長等との意見交換を実施。 

○東京家庭裁判所と令和３年度開設予定２区（港区・中野区）の担当

課長等との意見交換を実施 

令和３年 １月 ○東京都社会福祉協議会児童部会・乳児部会、東京養育家庭の会とモ

デル的確認実施３区及び令和３年度開設予定２区（港区・中野区）

の課長級職員等との意見交換を実施 

○都立誠明学園・萩山実務学校（児童自立支援施設）及び東京都育成

支援課と港区の担当者との意見交換を実施。 

６月 ○警視庁と令和４年度開設予定２区（板橋区・豊島区）の担当課長等

との意見交換を実施。 

８月 ○東京都社会福祉協議会児童部会・乳児部会、東京養育家庭の会と児
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童相談所開設４区＊及び令和４年度開設予定３区（中野区・豊島区・

板橋区）との意見交換を実施。 

＊令和３年度開設予定だった中野区が開設時期を変更 

１２月 ○東京地方検察庁と令和４年度開設予定２区（板橋区・豊島区）の担

当課長等との意見交換を実施 

○東京家庭裁判所と令和４年度開設予定のうち２区の担当課長等との

意見交換を実施 

令 和 ４ 年 ６月 ○国立武蔵野学院（児童自立支援施設）と令和４年度開設予定のうち

１区の担当者等との意見交換を実施 

○国立きぬ川学院（児童自立支援施設）と令和４年度開設予定のうち

１区の担当者等との意見交換を実施 

令 和 ４ 年 ９月 ○警視庁と令和５年度開設予定１区の担当課長等との意見交換を実施 

令 和 ４ 年１１月 ○国立武蔵野学院（児童自立支援施設）と令和４年度開設予定のうち

１区の担当者等との意見交換を実施 

令 和 ４ 年１２月 ○東京家庭裁判所と令和５年度開設予定の１区の担当課長等との意見

交換を実施 

令 和 ５ 年 １月 ○東京地方検察庁と令和５年度開設予定の１区の担当課長等との意見

交換を実施 

④ 児童相談所等への職員派遣（予定を含む。Ｒ４．４．１現在） 

＜東京都＞ 

職 
児童 

福祉司 

児童 

心理司 

一時保護所 

職員 
ＳＶ候補 事務職員 計 

派遣数 ３５ １４ ２２ ３ １ ７５ 

＜特別区＞ 

職 
児童 

福祉司 

児童 

心理司 

一時保護所 

職員 
ＳＶ候補 事務職員 その他 計 

派遣数 １７ １９ ２４ １ ７ ３ ７１ 

＜近隣自治体＞ 

職 児童福祉司 児童心理司 一時保護所職員 計 

派遣数 ５ ９ ６ ２０ 

＜近隣自治体以外＞ 

職 児童心理司 計 

派遣数 １ １ 

⑤ 児童相談所関連の共同研修の実施状況等（令和４年度） 

法定研修 

令 和 ４ 年 ５月 ○「児童福祉司任用後研修」 

 ・子ども家庭支援のためのケースマネジメント 

・子どもの面接、家族面接に関する技術 

・児童相談所における方針決定の過程 

 など、厚生労働大臣が定める基準に基づく内容で実施 
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童相談所開設４区＊及び令和４年度開設予定３区（中野区・豊島区・

板橋区）との意見交換を実施。 

＊令和３年度開設予定だった中野区が開設時期を変更 

１２月 ○東京地方検察庁と令和４年度開設予定２区（板橋区・豊島区）の担

当課長等との意見交換を実施 

○東京家庭裁判所と令和４年度開設予定のうち２区の担当課長等との

意見交換を実施 

令 和 ４ 年 ６月 ○国立武蔵野学院（児童自立支援施設）と令和４年度開設予定のうち

１区の担当者等との意見交換を実施 

○国立きぬ川学院（児童自立支援施設）と令和４年度開設予定のうち

１区の担当者等との意見交換を実施 

令 和 ４ 年 ９月 ○警視庁と令和５年度開設予定１区の担当課長等との意見交換を実施 

令 和 ４ 年１１月 ○国立武蔵野学院（児童自立支援施設）と令和４年度開設予定のうち

１区の担当者等との意見交換を実施 

令 和 ４ 年１２月 ○東京家庭裁判所と令和５年度開設予定の１区の担当課長等との意見

交換を実施 

令 和 ５ 年 １月 ○東京地方検察庁と令和５年度開設予定の１区の担当課長等との意見

交換を実施 

④ 児童相談所等への職員派遣（予定を含む。Ｒ４．４．１現在） 

＜東京都＞ 

職 
児童 

福祉司 

児童 

心理司 

一時保護所 

職員 
ＳＶ候補 事務職員 計 

派遣数 ３５ １４ ２２ ３ １ ７５ 

＜特別区＞ 

職 
児童 

福祉司 

児童 

心理司 

一時保護所 

職員 
ＳＶ候補 事務職員 その他 計 

派遣数 １７ １９ ２４ １ ７ ３ ７１ 

＜近隣自治体＞ 

職 児童福祉司 児童心理司 一時保護所職員 計 

派遣数 ５ ９ ６ ２０ 

＜近隣自治体以外＞ 

職 児童心理司 計 

派遣数 １ １ 

⑤ 児童相談所関連の共同研修の実施状況等（令和４年度） 

法定研修 

令 和 ４ 年 ５月 ○「児童福祉司任用後研修」 

 ・子ども家庭支援のためのケースマネジメント 

・子どもの面接、家族面接に関する技術 

・児童相談所における方針決定の過程 

 など、厚生労働大臣が定める基準に基づく内容で実施 
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令 和 ４ 年 ８月 

令 和 ５ 年 ２月 

○「児童福祉司スーパーバイザー研修」（前期、後期） 

 ・子ども家庭支援のためのケースマネジメント 

 ・子どもの面接、家族面接に関する技術 

 ・子どもの発達と虐待の影響、子どもの諸問題 

 ・スーパービジョンの基本 

 など、厚生労働大臣が定める基準に基づく内容で実施 

令 和 ４ 年１０月 

１２月 

○「児童福祉司任用前講習会・指定講習会」（第１回、第２回） 

 ・子どもの権利擁護 

 ・ソーシャルワークの基本 

 ・子ども家庭支援のためのケースマネジメント 

 など、厚生労働大臣が定める基準に基づく内容で実施 

令 和 ５ 年 ２月 ○「調整担当者研修」 

 ・子ども家庭相談の運営と相談援助のあり方 

 ・子どもの生活に関する諸問題 

 ・子どもと家族の生活に関する法令と制度の理解と活用 

 など、厚生労働大臣が定める基準に基づく内容で実施 

 

課題別研修 

令 和 ４ 年 ５月 

７月 

１１月 

○「司法面接」（第１回、第２回、第３回） 

 ・司法面接の概要 

 ・ＤＶＤを見てのミニ面接演習 

 ・児童虐待対応における東京地方検察庁と警視庁の取組み 

 ・面接演習（ロールプレイ） 

令 和 ４ 年 ６月 ○「児童福祉司（１～２年目）Ⅰ」 

 ・通告ケースの初期対応 

・子ども、家族との面接 

 ・法医学からみた子どもの損傷 

 ・社会的養護 

○「児童福祉司（１～２年目）Ⅱ」 

 ・アセスメント 

 ・法的対応 

 ・性的虐待の対応 

 ・多機関連携【総論・各論】 

○「児童家庭福祉」 

・通告ケースの初期対応 

・児童福祉行政 

 ・要保護児童対策地域協議会の運営 

 ・社会的養護 

令 和 ４ 年 ７月 〇「動機づけ面接」 

・動機づけ面接 

令 和 ４ 年 ８月 

令 和 ５ 年 １月 

○「児童虐待への対応」（第１回、第２回） 

 ・児童虐待の現状と課題 

 ・児童虐待が子どもに及ぼす影響と対応 

 ・支援を必要とする保護者への理解と対応 など 

令 和 ４ 年１０月 ○「児童心理司（１～２年目）Ⅰ」 
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 ・虐待が子どもに与える影響 

 ・子どもと家族のアセスメント など 

令 和 ４ 年１１月 ○「児童心理司（１～２年目）Ⅱ」 

 ・被虐待児の評価とケア 

 ・性加害、性被害児童への対応 など 

令 和 ４ 年１２月 ○「一時保護所職員Ⅰ」 

 ・子どもの権利擁護 

 ・特別区児童相談所一時保護所からの報告と意見交換 など 

令 和 ５ 年 １月 

 

○「児童福祉司（３～４年目）Ⅰ」 

 ・CARE™（ペアレンティング・プログラム) 

 ・困難事例をみんなで悩もう など 

○「一時保護所職員Ⅱ」 

 ・子どもの支援の基本 

 ・個人と集団、エンパワメント など 

○「児童福祉司（３～４年目）Ⅱ」 

 ・解決志向アプローチ 

 ・保護者とともに作る子どもの安全づくりの実践報告 など 

令 和 ５ 年 ２月 ○「児童心理司（３～４年目）Ⅰ」（第 1回、第２回） 

 ・ＣＡＲＥ™（ペアレンティング・プログラム） 

 ・“ＷＩＳＣ－Ⅴ“を活用した子どもへのアセスメント 

令 和 ５ 年 ３月 ○「児童心理司（３～４年目）Ⅱ」  

 ・トラウマインフォームドケア 

 ・法的申し立てにおける心理所見 

 ・ライフストーリーワーク 

 

試行研修 

令 和 ４ 年 ７月 ○「児童相談所関連トピックス」（第１回） 

・子どもの意見表明 

令 和 ４ 年１１月 ○「児童相談所関連トピックス」（第２回） 

・動機づけ面接（フォローアップ研修） 

○「児童相談業務管理監督職研修」 

 ・改正児童福祉法、子ども基本法・こども家庭庁について 

 ・里親委託推進に向けた現状と課題 

 ・特別区における児童相談所とフォスタリング機関の連携と課題 

 ・児童福祉における司法との関わり など 

令 和 ５ 年 ２月 ○「児童相談所関連トピックス」（第３回） 

・子どもの安全確保に向けた児童相談所における手続きの留意点及

び「立入調査」「臨検・捜索」訓練 

令 和 ５ 年 ３月 ○「児童相談所関連トピックス」（第４回） 

・実践報告会 ～切れ目のない支援の実現への取り組み～ 
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 ・虐待が子どもに与える影響 

 ・子どもと家族のアセスメント など 

令 和 ４ 年１１月 ○「児童心理司（１～２年目）Ⅱ」 

 ・被虐待児の評価とケア 

 ・性加害、性被害児童への対応 など 

令 和 ４ 年１２月 ○「一時保護所職員Ⅰ」 

 ・子どもの権利擁護 

 ・特別区児童相談所一時保護所からの報告と意見交換 など 

令 和 ５ 年 １月 

 

○「児童福祉司（３～４年目）Ⅰ」 

 ・CARE™（ペアレンティング・プログラム) 

 ・困難事例をみんなで悩もう など 

○「一時保護所職員Ⅱ」 

 ・子どもの支援の基本 

 ・個人と集団、エンパワメント など 

○「児童福祉司（３～４年目）Ⅱ」 

 ・解決志向アプローチ 

 ・保護者とともに作る子どもの安全づくりの実践報告 など 

令 和 ５ 年 ２月 ○「児童心理司（３～４年目）Ⅰ」（第 1回、第２回） 

 ・ＣＡＲＥ™（ペアレンティング・プログラム） 

 ・“ＷＩＳＣ－Ⅴ“を活用した子どもへのアセスメント 

令 和 ５ 年 ３月 ○「児童心理司（３～４年目）Ⅱ」  

 ・トラウマインフォームドケア 

 ・法的申し立てにおける心理所見 

 ・ライフストーリーワーク 

 

試行研修 

令 和 ４ 年 ７月 ○「児童相談所関連トピックス」（第１回） 

・子どもの意見表明 

令 和 ４ 年１１月 ○「児童相談所関連トピックス」（第２回） 

・動機づけ面接（フォローアップ研修） 

○「児童相談業務管理監督職研修」 

 ・改正児童福祉法、子ども基本法・こども家庭庁について 

 ・里親委託推進に向けた現状と課題 

 ・特別区における児童相談所とフォスタリング機関の連携と課題 

 ・児童福祉における司法との関わり など 

令 和 ５ 年 ２月 ○「児童相談所関連トピックス」（第３回） 

・子どもの安全確保に向けた児童相談所における手続きの留意点及

び「立入調査」「臨検・捜索」訓練 

令 和 ５ 年 ３月 ○「児童相談所関連トピックス」（第４回） 

・実践報告会 ～切れ目のない支援の実現への取り組み～ 
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支支
障障

がが
なな

いい
ここ

とと
をを

確確
認認

しし
、、

速速
やや

かか
にに

政政
令令

指指
定定

にに
必必

要要
なな

手手
続続

をを
行行

うう
こ
と
。

③
児
童
相
談
所
設
置
市
（
横
須
賀
市
、
金
沢
市
、
熊
本
市
）

②
指
定
都
市

◆
課

題
・問

題
点

≪
児

童
相

談
所

の
対

応
に

つ
い

て
≫

○
子
ど
も
家

庭
支

援
セ
ン
タ
ー

に
対

し
て
、
児

童
の
状

況
等

に
つ

い
て
の
問

い
合

わ
せ

や
フ
ォ
ロ
ー

ア
ッ
プ
等

を
行

わ
な
か
っ
た
。

○
区

市
町

村
に
よ
っ
て
虐

待
対

応
の
成

熟
度

は
異

な
っ
て
い
る
が
、
そ
れ
を
認

識
し
て

い
な
が
ら
、
実

態
に
即

し
た
適

切
な
支

援
が
で
き
て
い
な
か
っ
た
。

○
児

童
相

談
所

の
職

員
が
、
子

ど
も
家
庭

支
援

セ
ン
タ
ー

の
受

理
会

議
に
出

席
し
助

言
を
行

っ
た
こ
と
が
な
い
な
ど
、

ス
ー

パ
ー

バ
イ
ズ
が
で
き
て
い
な
か
っ
た
。

≪
共

通
し

た
問

題
点

≫

○
子

ど
も
家

庭
支

援
セ
ン
タ
ー

や
児

童
相

談
所

は
、
児

童
と
直

接
会

っ
て
お

ら
ず

、
小

学
校

や
医

療
機

関
も
児

童
か
ら
直

接
事

情
を
聴

く
こ
と
が
な
か
っ
た
。

○
子

ど
も

家
庭

支
援

セ
ン

タ
ー

は
小

学
校

に
、

児
童

相
談

所
は

子
ど

も
家

庭
支

援
セ

ン
タ

ー
に

そ
れ

ぞ
れ

支
援

を
任

せ
き

り
に

し
て

い
た

。

○
関

係
機

関
の

連
携

が
不

十
分

で
、

情
報

が
共

有
で

き
て

い
な

か
っ

た
。

◆
提

言
≪

児
童

相
談

所
の

取
組

に
つ

い
て

≫

○
「
情

報
提

供
」
ケ
ー

ス
に
つ
い
て
も
、
そ
の
後

の
対

応
状

況
を
定

期
的

に
確

認
す

る

な
ど
、
進

行
管

理
を
行

う
こ
と
。

○
子

ど
も
家

庭
支

援
セ
ン
タ
ー

の
相

談
援

助
の
実

態
を
調

査
し
、
実

情
に
応
じ
た
支
援

を
実

施
す

る
こ
と
。

○
子

ど
も
家

庭
支

援
セ
ン
タ
ー

の
受

理
会

議
等

に
参

加
し
、
助

言
指

導
を
行

う
な
ど
、

区
市

町
村

の
専

門
性

強
化

を
支

援
す

る
こ
と
。

東
京

都
児

童
福

祉
審

議
会

「
児

童
虐

待
死

亡
ゼ
ロ
を
目

指
し
た
支

援
の
あ
り
方

に
つ
い
て
（
江

戸
川

区
事

例
最

終
報

告
）
」

（
平

成
2
2
年

5
月

1
1
日

）
よ
り
作

成

【
課

題
１

】
増

え
続

け
る

虐
待

相
談

件
数

、
重

篤
化

す
る

ケ
ー

ス
内

容
へ

の

迅
速

的
確

な
対

応
○

専
門

性
を
支

え
る
人

材
の
育

成
（
児

童
相

談
所

）

⇒
基

幹
職

員
の
育

成
、
若

手
職

員
の
専

門
性

の
強

化

○
子

供
家

庭
支

援
セ
ン
タ
ー

の
体

制
や

対
応
力

の
レ
ベ

ル
ア
ッ
プ

○
警

察
等

と
の
連

携
強

化

【【
課課

題題
２２

】】
関関
係係

機機
関関
のの

埋埋
まま

らら
なな
いい

隙隙
間間
でで

生生
じじ

るる
重重
大大

事事
例例

○
児

童
相

談
所

と
子

供
家

庭
支

援
セ

ン
タ

ー
、

他
県

児
童

相
談

所
間

で
の

連
携

強
化

○
学

校
、

医
療

機
関

な
ど

独
立

性
の

強
い

機
関

と
児

童
相

談
所

・
子

供
家

庭
支

援
セ

ン
タ

ー

と
の

連
携

強
化

○
要

保
護

児
童

対
策

地
域

協
議

会
の

一
層

の
活

用

【
課

題
３

】
虐

待
の

未
然

防
止

策
が

進
展

し
て

い
な

い
○

乳
幼

児
は
ハ
イ
リ
ス
ク
「
生

命
の
危

機
あ
り
」

⇒
４
割

が
０
歳

児
、
６
割

が
０
歳
～

２
歳

児

○
育

児
疲

れ
、
子

育
て
不

安
群

の
フ
ォ
ロ
ー

の
徹

底
（虐

待
要

因
の
１
７
％

）

○
特

定
妊

婦
へ

の
対

応

平
成

2
3
年

度
第

2
回

東
京

都
児

童
福

祉
審

議
会

（
平

成
2
3
年

6
月

1
4
日

）

資
料

５
「
児

童
虐

待
地

域
・
現

場
で
の
対

応
力

の
さ
ら
な
る
強

化
に
向

け
て

（
仮
称
）
」
よ
り
作
成

＜
H
2
3
.
3
.
31
住
民
基
本
台
帳
人
口
＞

横
須
賀
市
：
4
2
3
,
82
1
人

金
沢
市
：
4
4
5
,1
0
0
人

熊
本
市

：
7
2
4
,
77
3
人
（
H
2
4
.
4
.1
 
指
定
都
市
移
行
予
定
）

◇
児

童
相

談
所

の
体

制
強

化

⇒
児

童
福

祉
司

H
13

年
度

：
10

6名
→
H
23

年
度

：
18

3名

［
参

考
］

◇
虐

待
相

談
件

数

⇒
都

：
4,
45

0件
（
H
22

年
度

）

※
前

年
度

比
約

1.
4倍

区
市

町
村

は
、
H
21

年
度

5,
51

0件
）


責

任
が

明
確

化
し

、
区

が
主

体
的

に
一

貫
し

て
、

子
ど

も
の

権
利

を
守

る
こ

と
が

で
き

る
。


区

民
の

視
点

で
は

、
区

に
一

元
化

さ
れ

る
こ

と
で

分
か

り
や

す
く
な

り
、

児
童

相
談

所
が

身
近

に
な

る
。

行
政

側

と
し

て
も

通
報

な
ど

の
情

報
の

錯
綜

が
避

け
ら

れ
、

的

確
に

対
応

で
き

る
。


区

が
保

有
す

る
税

情
報

、
福

祉
・
保

健
サ

ー
ビ

ス
の

受

給
状

況
な

ど
の

情
報

を
活

か
す

こ
と

で
、

子
ど

も
や

保

護
者

等
の

状
況

を
迅

速
・
総

合
的

に
把

握
で

き
る

た
め

、

総
合

的
な

相
談

対
応

が
で

き
る

。


一

つ
の

相
談

事
例

の
中

に
は

複
合

的
な

問
題

が
あ

る

の
で

、
保

健
所

、
保

育
園

、
学

校
、

児
童

委
員

、
福

祉

事
務

所
な

ど
関

係
部

署
と

の
連

携
を

活
か

す
こ

と
が

で

き
、

幅
広

い
支

援
体

制
が

組
め

る
。


児

童
虐

待
や

子
ど

も
の

非
行

な
ど

課
題

の
共

有
化

が

進
む

こ
と

で
、

保
健

、
保

育
、

教
育

、
福

祉
等

の
各

部

門
と

の
連

携
が

緊
密

に
な

り
、

早
期

に
総

合
的

な
ア

プ

ロ
ー

チ
を

行
う

こ
と

が
で

き
る

。


予

防
の

視
点

を
持

っ
て

早
い

段
階

か
ら

係
わ

る
こ

と
で

、

重
篤

な
虐

待
ケ

ー
ス

に
陥

る
こ

と
を

未
然

に
防

ぎ
な

が

ら
、

在
宅

で
の

見
守

り
を

続
け

る
こ

と
が

で
き

る
。


地

域
を

熟
知

し
た

区
が

担
う

こ
と

で
、

地
域

性
を

踏
ま

え

て
子

ど
も

の
状

況
を

捉
え

る
た

め
、

関
係

部
署

で
危

機

感
を

共
有

し
や

す
く
、

き
め

細
や

か
な

対
応

が
で

き
る

。

 １

【
2
4
.1

1
.1

6
区

長
会

総
会

（
児

童
相

談
所

の
あ

り
方

に
関

す
る

検
討

に
向

け
た

区
側

メ
ン

バ
ー

打
ち

合
わ

せ
会

作
成

資
料

）
】
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＜
法

定
要

件
を

満
た

す
職

員
の

配
置

＞
＜

継
続

的
な

人
材

の
育

成
＞

 【
対

応
の

方
向

性
】

・
区

が
保

有
す

る
保

健
師

、
保

育
士

、
ケ

ー
ス

ワ
ー

カ
ー

等
の

活
用

を
含

め
、

長
期

的
視

点
で

人
材

育
成

を
図

る
。

・
都

に
対

し
て

、
派

遣
や

人
事

交
流

の
支

援
を

求
め

る
。

５
 児

童
相

談
所

を
区

へ
移

管
す

る
際

の
課

題
と

対
応

の
方

向
性

４
 東

京
の

児
童

相
談

の
現

状
　

～
子

ど
も

家
庭

支
援

セ
ン

タ
ー

と
児

童
相

談
所

の
関

係
～

 【
課

題
３

】
専

門
的

人
材

の
確

保
・
相

談
対

応
力

の
強

化
 【

課
題

４
】
都

と
の

役
割

分
担

・
連

携

[現
状

]　
都

：
経

験
年

数
の

浅
い

職
員

が
増

え
て

い
る

　
　

　
　

　
区

：
子

ど
も

家
庭

支
援

セ
ン

タ
ー

の
レ

ベ
ル

差
が

あ
る

・
都

の
児

童
福

祉
司

（
特

別
区

の
区

域
の

児
相

）
　

１
２

４
名

・
都

の
児

童
心

理
司

（
　

同
　

）
　

４
３

名
・
子

ど
も

家
庭

支
援

セ
ン

タ
ー

相
談

担
当

職
員

　
2
2
1
名

　
　

　
　

　
　

　
う

ち
児

童
福

祉
司

任
用

資
格

者
　

1
1
3
名

[現
状

]　
東

京
独

自
の

制
度

と
し

て
子

ど
も

家
庭

支
援

セ
ン

タ
ー

が
設

置
さ

れ
、

児
童

相
談

所
と

の
連

携
に

つ
い

て
は

東
京

ル
ー

ル
に

従
い

、
虐

待
対

応
を

含
め

か
な

り
の

部
分

を
区

が
担

っ
て

い
る

。

＜
施

設
入

所
な

ど
広

域
的

な
調

整
＞

＜
中

央
児

童
相

談
所

の
専

門
的

な
支

援
機

能
の

活
用

＞

 【
対

応
の

方
向

性
】

 都
と

協
議

の
う

え
整

理
し

て
い

く
。

＜
施

設
整

備
・
財

政
負

担
＞

児
童

相
談

所
に

同
じ

＜
施

設
規

模
と

需
要

の
問

題
＞

○
相

談
業

務
の

実
効

性
を

担
保

す
る

た
め

に
は

、
各

区
が

自
由

に
使

え
る

一
時

保
護

機
能

を
持

つ
必

要
が

あ
る

。

 【
対

応
の

方
向

性
】

 区
が

総
合

力
を

発
揮

し
な

が
ら

一
貫

し
て

相
談

か
ら

措
置

ま
で

を
行

う
た

め
に

は
、

１
区

に
１

所
配

置
す

る
。

 【
対

応
の

方
向

性
】

 児
童

相
談

機
能

の
一

部
を

担
う

場
で

あ
る

こ
と

を
踏

ま
え

、
相

互
利

用
や

機
能

分
担

を
考

え
て

い
く
。

 【
課

題
１

】
児

童
相

談
所

(本
体

）
の

設
置

[現
状

]　
都

の
児

童
相

談
所

が
あ

る
区

　
…

　
新

宿
（
セ

ン
タ

ー
）
、

墨
田

、
品

川
、

世
田

谷
、

杉
並

、
北

、
足

立
の

７
カ

所

＜
施

設
整

備
・
財

政
負

担
＞

○
既

存
施

設
の

扱
い

を
含

め
た

児
童

相
談

所
の

整
備

○
新

規
の

整
備

費
用

及
び

運
営

経
費

＜
子

ど
も

家
庭

支
援

セ
ン

タ
ー

と
の

関
係

＞
○

強
権

発
動

的
な

機
能

を
有

す
る

児
童

相
談

所
と

支
援

機
能

を
メ

イ
ン

と
す

る
子

ど
も

家
庭

支
援

セ
ン

タ
ー

の
位

置
づ

け
の

整
理

 【
課

題
２

】
一

時
保

護
所

の
設

置

[現
状

]　
都

の
一

時
保

護
所

が
あ

る
区

　
…

　
新

宿
（
セ

ン
タ

ー
）
、

足
立

、
練

馬
（
西

部
）
の

３
カ

所
　

定
員

１
１

２
名

※
都

は
全

国
的

に
見

て
定

員
が

少
な

く
、

常
に

供
給

不
足

※
直

営
が

基
本

で
、

児
童

福
祉

施
設

最
低

基
準

を
準

用

＜
連

携
＞

特
別

区
区

市
町

村
は

、
児

童
家

庭
相

談
の

一
義

的
な

窓
口

を
担

い
必

要
な

援
助

を
行

う
（
平

成
1
7
年

施
行

改
正

児
童

福
祉

法
第

1
0
条

）
※

虐
待

の
未

然
防

止
・
早

期
発

見
機

能
の

強
化

住
民

記
録

な

ど
基

本
情

報

○
在

宅
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

・
シ

ョ
ー

ト
ス

テ
イ

、
育

児
支

援
ヘ

ル
パ

ー
な

ど
○

軽
度

の
虐

待
へ

の
見

守
り

サ
ポ

ー
ト
支

援
○

虐
待

防
止

支
援

の
た

め
の

訪
問

○
地

域
組

織
活

性
化

事
業

○
養

育
家

庭
制

度
の

普
及 な
ど

子子
どど

もも
家家

庭庭
支支

援援
セセ

ンン
タタ

ーー
(東

京
都

独
自

の
制

度
）

全
区

で
先

駆
型

を
設

置
（計

3
2
カ

所
）

児
童

本
人

○
措

置
費

等
に

関
す

る
事

務
○

療
育

手
帳

等
に

係
る

判
定

業
務

な
ど

児
童

相
談

所

東
京

都

●
：
後

方
支

援
、

専
門

性
強

化
○

電
話

相
談

（
夜

間
、

土
、

日
、

祝
日

）
◆

：
広

域
調

整
○

夜
間

の
緊

急
相

談
、

通
告

の
受

付
（
警

察
か

ら
の

身
柄

通
告

等
に

よ
る

一
時

保
護

依
頼

受
付

等
）

●
治

療
指

導
事

業
の

実
施

●
他

の
児

童
相

談
所

へ
の

援
助

（医
学

診
断

、
臨

床
検

査
）

●
児

童
相

談
所

職
員

等
の

研
修

◆
施

設
入

所
措

置
等

の
調

整
（
知

的
障

害
児

施
設

、
一

時
保

護
所

、
里

親
選

定
等

）
そ

の
他

子子
どど

もも
家家

庭庭
総総

合合
セセ

ンン
タタ

ーー
（
仮

称
）

平
成

２
４

年
度

開
設

予
定

＜
東

京
都

の
中

央
児

童
相

談
所

機
能

＞

都
道

府
県

（
児

童
相

談
所

）
は

、
専

門
性

の
高

い
困

難
事

例
へ

の
対

応
、

区
市

町
村

の
後

方
支

援

に
役

割
を

重
点

化
（
平

成
1
7
年

施
行

改
正

児
童

福
祉

法
第

1
1
条

）

児
童

福
祉

審
議

会

児
童

養
護

施
設

等
の

受
入

枠
と

機
能

強
化

児
童

自
立

支
援

施
設

の
設

置
（
必

置
）

＜
連

携
＞

●
情

報
収

集

●
技

術
的

援
助

●
協

力
依

頼

・
研

修
実

施

・
職

員
派

遣

（
一

部
の

区
）

●
情

報
提

供
●

援
助

要
請

要
保

護
児

童
対

策
地

域
協

議
会

家
族

地
域

住
民

民
生

・
児

童
委

員
相

談 ・
通

告
警

察

保
健

所
・
保

健
セ

ン
タ

ー

保
育

園

福
祉

事
務

所

児
童

館

学
童

ク
ラ

ブ

教
育

委
員

会

小
中

学
校

児
童

養
護

施
設

等

N
P
O

等

＜
送

致
＞

※
区

で
は

対
応

で
き

な
い

法
的

権
限

や
児

童
相

談
所

機
能

を
必

要
と

す
る

場
合

◇
立

入
調

査
◇

一
時

保
護

◇
判

定
◇

施
設

入
所

措
置

な
ど

医
療

機
関

＜
児

童
相

談
の

流
れ

＞

(情
報

収
集

）

相
談

の
受

付
・相

談

・要
保

護
の

通
告

・警
察

等
か

ら
の

送
致

社
会

診
断

心
理

診
断

医
学

診
断

行
動

診
断

そ
の

他
の

診
断

緊
急

受
理

会
議

判
定

（
判

定
会

議
）

援
助

方
針

会
議

援
助

方
針

の
決

定
※

○
緊

急
保

護

…
単

純
養

護
、

虐
待

対
応

、
触

法
少

年
な

ど

○
行

動
観

察

○
短

期
入

所
指

導

…
施

設
入

所
児

童
の

不
適

応
対

応
な

ど

・
生

活
指

導

・
レ

ク
リ
エ

ー
シ

ョ
ン

・
食

事
の

提
供

・
健

康
管

理

・
学

習
指

導
な

ど

観
察

会
議

一
時

保
護

所

受
理

会
議

調
査

一
時

保
護

行
動

観
察

援
助

実
行

・
在

宅
指

導

・
施

設
入

所

・
里

親
委

託

・
家

裁
送

致

な
ど

相
談

の
受

付
受

理
会

議
調

査

（
情

報
収

集
）

ア
セ

ス
メ

ン
ト

支
援

計
画

作
成

・
実

施

里
親

に
関

す
る

事
務

認
定

諮
問

・
答

申

◆
児

童
福

祉
に

関
す

る
事

務

・
児

童
委

員
の

指
揮

監
督

・
障

害
児

施
設

給
付

費
支

給
・
児

童
福

祉
施

設
の

認
可

・
自

立
援

助
ホ

ー
ム

事
業

開
始

届
の

受
理

・
認

可
外

保
育

施
設

設
置

届
出

の
受

理
・
小

児
慢

性
疾

患
医

療
の

認
定

給
付

・
指

定
療

育
機

関
の

指
定 な

ど

※
援

助
方

針
と

保
護

者
の

意
見

が
異

な
る

場
合

な
ど

●
情

報
収

集

●
助

言
・
支

援

●
情

報
提

供
●●

相
談

・
通

告

区
の

関
係

部
署

連
携

に
よ

る
支

援

人
事

異
動

（
社

会
福

祉
主

事

保
健

師

保
育

士
な

ど
）

 ２

【
2
4
.1

1
.1

6
区

長
会

総
会

（
児

童
相

談
所

の
あ

り
方

に
関

す
る

検
討

に
向

け
た

区
側

メ
ン

バ
ー

打
ち

合
わ

せ
会

作
成

資
料

）
】
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特
別

区
児

童
相

談
所

移
管

モ
デ

ル
の

ポ
イ

ン
ト

 

 
    

                                          

【
基
本
的
な
考
え
方
】

１
移
管
の
方
法

○
 児

童
福

祉
法

等
の

改
正

に
よ

り
、

児
童

相
談

所
設

置
市

を
目

指
す

。
 

２
児
童
相
談
所

○
 １

区
１

所
。

 

３
一
時
保
護
所

○
 １

区
１

所
。

た
だ

し
、

必
要

に
応

じ
て

共
同

設
置

も
検

討
。

 

４
人
材
育
成

○
職

員
を

、
順

次
、

児
童

相
談

所
に

派
遣

し
、

具
体

的
な

事
務

の
ノ

ウ
ハ

ウ
を

習
得

。
 

移
管

当
初

は
、

都
か

ら
児

童
相

談
所

経
験

者
の

派
遣

を
受

入
。

 
○

児
童

福
祉
司

は
、

子
ど
も
家

庭
支
援

セ
ン

タ
ー
相
談

員
や
保

健
師

、
保
育
士

等
を
活

用
し

、
 

計
画

的
に

育
成

。
 

○
児

童
心

理
司

は
、

心
理

職
を

計
画

的
に

任
用

し
、

子
ど

も
関

連
部

署
で

育
成

。
 

２
３

区
で

職
員

を
確

保
。

 

５
児
童
相
談
所
設
置
市
の
事
務
等

○
児

童
相

談
所

設
置

市
の

事
務

は
、

各
区

で
実

施
。

た
だ

し
、

広
域

的
・

統
一

的
判

断
を

要
 

す
る

事
務

や
特

に
高

度
な

専
門

的
知

識
を

要
す

る
事

務
等

に
つ

い
て

は
、

23
区

が
連

携
し

て
 

実
施

す
る

こ
と

も
検

討
。

 
○

子
ど

も
家

庭
支

援
セ

ン
タ

ー
の

機
能

の
う

ち
、

虐
待

対
応

に
つ

い
て

は
基

本
的

に
児

童
相

談
 

所
が

担
当

。
そ

の
他

子
育

て
支

援
に

関
す

る
こ

と
は

、
各

区
の

実
情

に
応

じ
、

区
内

の
関

係
所

 
管

課
を

含
め

、
児

童
相

談
所

の
移

管
に

向
け

た
児

童
相

談
体

制
の

見
直

し
の

中
で

検
討

。
 

 【
移
管
モ
デ
ル
（規
模
別
モ
デ
ル
）】

○
 2

3
区

を
人

口
規

模
別

に
大

規
模

・
中

規
模

・
小

規
模

の
３

つ
に

分
け

て
試

算
。

 

○
 職

員
配

置
や

一
時

保
護

所
の

定
員

の
基

準
は

「
指

定
都

市
・

児
童

相
談

所
設

置
市

の
平

均
」
。

 

○
 主

な
試

算
項

目
 

・
児

童
相

談
所

・
一

時
保

護
所

の
職

員
配

置
・

児
童

福
祉

司
・

児
童

心
理

司
の

人
数

 

・
一

時
保

護
所

の
定

員
・

財
政

規
模

（
建

設
費

、
運

営
軽

費
な

ど
）

 

移
管

モ
デ

ル

１
相
談
件
数
や
困
難
事
例
の
増
加
等
に
よ
り
、
児
童
福
祉
司
が
不
足
し
て
い
る

２
一
時
保
護
所
の
定
員
が
不
足
し
て
い
る

３
児
童
相
談
所
と
子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー
の
狭
間
に
落
ち
る
ケ
ー
ス
が
あ
る

４
通
告
・
相
談
先
が
２
カ
所
あ
る
た
め
、
わ
か
り
に
く
い

５
二
元
体
制
に
よ
り
、
時
間
の
ロ
ス
と
認
識
に
温
度
差
が
生
じ
る

現
行

体
制

上
の

課
題

・
問

題
点

         １
児
童
相
談
体
制
の
充
実
・強
化

児
童
福
祉
司
・児
童
心
理
司
の
配
置
の
充
実
、
一
時
保
護
所
の
定
員
拡
充
、
広
域
自
治
体
と
し
て

の
東
京
都
と
の
連
携
（特
に
高
度
な
専
門
的
知
識
及
び
技
術
を
要
す
る
相
談
に
関
す
る
技
術
的
援

助
や
助
言
等
）に
よ
り
、
児
童
相
談
体
制
を
充
実
・
強
化
。

２
責
任
や
窓
口
の
明
確
化

区
民
や
関
係
機
関
か
ら
通
告
・相
談
先
が
わ
か
り
や
す
く
な
り
、
児
童
相
談
所
が
身
近
に
。
ま
た
、

通
告
な
ど
の
情
報
の
錯
綜
を
な
く
し
、
責
任
と
窓
口
の
所
在
を
明
確
化
。

３
一
貫
し
た
支
援
体
制
の
構
築

虐
待
の
未
然
防
止
を
は
じ
め
、
早
期
発
見
、
相
談
・調
査
・
保
護
・
再
統
合
、
そ
の
後
の
見
守
り
、
里

親
・
養
護
施
設
な
ど
社
会
的
養
護
の
必
要
な
子
ど
も
へ
の
対
応
等
、
切
れ
目
の
な
い
一
貫
し
た
支
援

体
制
を
構
築
。

４
総
合
的
な
ｱ
ﾌ
ﾟﾛ
ｰ
ﾁ
の
実
施

保
健
所
、
保
育
園
、
学
校
、
障
害
福
祉
所
管
課
、
福
祉
事
務
所
な
ど
、
区
の
関
係
部
署
が
連
携
し

た
幅
広
い
支
援
体
制
を
組
み
、
総
合
的
な
ア
プ
ロ
ー
チ
を
実
施
。

５
地
域
全
体
に
よ
る
見
守
り
体
制
の
充
実

区
民
に
身
近
な
特
別
区
が
地
域
の
関
係
機
関
と
連
携
す
る
こ
と
で
、
子
ど
も
の
状
況
を
的
確
に
把

握
し
な
が
ら
き
め
細
か
に
対
応
、
見
守
り
体
制
を
充
実
。

特
別

区
が

目
指

す
児

童
相

談
行

政
の

す
が

た

○
児
童
相
談
所
を
２
３
区
す
べ
て
に
設
置

・児
童
相
談
所

ヵ
所

→
ヵ
所

○
児
童
福
祉
司
・児
童
心
理
司
の
配
置
を
充
実

・児
童
福
祉
司

約
人

→
約

人
・児
童
心
理
司

約
人

→
約

人

○
一
時
保
護
所
の
定
員
を
拡
充

・定
員

約
人

→
約

人

○
す
べ
て
の
相
談
に
対
応

・各
区
に
設
置
す
る
児
童
相
談
所
で
、
全
て

の
相
談
に
対
応

○
一
貫
し
た
対
応

・各
区
に
設
置
す
る
児
童
相
談
所
が
、
法
的

措
置
か
ら
家
庭
復
帰
後
ま
で
一
貫
し
て
対

応

63
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○
 

平
成

２
６

年
３

月
の

児
童

相
談

所
の

あ
り

方
等

児
童

相
談

行
政

に
関

す
る

検
討

会
に

お
い

て
、

児
童

相

談
所

を
担

う
た

め
の

大
枠

の
方

向
性

を
示

し
た

「
移

管
モ

デ
ル

」
を

提
示

。
 

そ
の

後
、

各
区

で
、

「
移

管
モ

デ
ル

」
を

も
と

に
移

管
の

具
体

化
に

向
け

た
検

討
を

行
う

と
と

も
に

、
移

管

に
あ

た
っ

て
の

２
３

区
共

通
課

題
に

つ
い

て
検

討
。

 

○
 

今
般

、
各

区
に

お
け

る
移

管
の

具
体

化
に

向
け

た
検

討
の

状
況

や
、

移
管

に
あ

た
っ

て
の

２
３

区
共

通

課
題

の
検

討
結

果
等

を
踏

ま
え

、
都

の
見

解
で

示
さ

れ
た

指
摘

項
目

を
含

め
、

「
移

管
モ

デ
ル

」
の

具
体

化
に

つ
い

て
の

特
別

区
と

し
て

の
考

え
方

を
整

理
。

 

今
後

、
検

討
会

の
中

で
、

先
に

示
さ

れ
た

都
の

見
解

、
こ

れ
に

対
す

る
特

別
区

の
意

見
、

今
回

提
示

す
る

「
移

管
モ

デ
ル

」
の

具
体

化
に

つ
い

て
の

特
別

区
と

し
て

の
考

え
方

等
を

素
材

に
、

「
児

童
相

談
行

政
の

体
制

の
あ

り
方

」
に

つ
い

て
議

論
し

、
さ

ら
に

検
討

を
深

め
て

い
く

。
 

「
特

別
区

児
童

相
談

所
移

管
モ

デ
ル

」
の

具
体

化
に

つ
い

て
【

概
要

版
】

 

は
じ

め
に

 

１
．

基
本

的
な

考
え

方
 

○
 

開
設

時
に

必
要

と
な

る
職

員
は

、
都

の
児

童
相

談
所

等
へ

の
派

遣
を

通
じ

て
実

務
経

験
を

積
ま

せ
る

こ

と
に

よ
り

確
保

・
育

成
す

る
こ

と
を

基
本

と
す

る
が

、
開

設
当

初
か

ら
一

定
期

間
（
３

年
間

を
目

途
）
は

、
都

か
ら

の
職

員
派

遣
や

都
職

員
の

身
分

切
替

を
要

請
。

 

○
 

児
童

福
祉

司
任

用
資

格
保

有
職

員
を

確
保

す
る

た
め

、
福

祉
職

の
採

用
を

拡
大

。
 

○
 

児
童

福
祉

司
等

の
職

員
や

児
童

相
談

所
長

は
、

職
員

の
ス

キ
ル

ア
ッ

プ
、

人
事

の
停

滞
解

消
等

を
図

る
た

め
、

２
３

区
間

で
の

派
遣

交
流

及
び

人
事

交
流

を
実

施
す

る
と

と
も

に
、

都
と

の
派

遣
交

流
を

要
請

。
 

○
 

児
童

相
談

所
等

の
職

員
は

、
児

童
相

談
関

連
部

署
へ

の
異

動
を

重
視

し
た

人
事

ロ
ー

テ
ー

シ
ョ
ン

を

行
い

、
関

係
部

署
間

の
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

を
強

化
。

 

○
 

特
別

区
職

員
研

修
所

に
よ

る
専

門
研

修
の

実
施

や
都

主
催

の
専

門
研

修
等

の
活

用
に

よ
り

、
職

員
の

相
談

対
応

力
等

を
向

上
。

 

２
．

職
員

の
確

保
・

育
成

に
係

る
基

本
的

方
向

性
（

職
種

別
）

 

≪
児

童
福

祉
司

、
児

童
心

理
司

、
一

時
保

護
所

の
職

員
（

児
童

指
導

員
・

保
育

士
）

≫
 

○
 

開
設

時
に

中
核

と
な

る
職

員
は

、
子

ど
も

家
庭

支
援

セ
ン

タ
ー

職
員

、
ケ

ー
ス

ワ
ー

カ
ー

、
保

育
士

等

や
新

た
に

採
用

す
る

職
員

の
一

定
数

を
、

開
設

ま
で

の
４

年
の

間
に

、
都

の
児

童
相

談
所

等
へ

派
遣

し

て
実

務
経

験
を

積
ま

せ
る

こ
と

に
よ

り
育

成
。

ま
た

、
派

遣
が

終
了

し
区

へ
戻

っ
た

職
員

は
、

児
童

相
談

所

等
で

習
得

し
た

専
門

知
識

や
ス

キ
ル

を
活

か
す

こ
と

が
で

き
る

児
童

相
談

関
連

部
署

等
へ

配
置

。
 

○
 

移
管

後
、

新
た

に
採

用
す

る
場

合
は

、
現

行
の

採
用

制
度

の
活

用
に

加
え

、
現

行
制

度
で

実
施

し
て

い
な

い
経

験
者

採
用

等
を

実
施

す
る

方
向

で
検

討
。

 

第
１

 
人

材
の

確
保

・
育

成
に

つ
い

て
 

≪
児

童
相

談
所

長
≫

 

○
 

開
設

時
の

所
長

は
、

管
理

職
の

有
資

格
者

か
ら

任
用

す
る

こ
と

を
基

本
に

、
任

期
付

採
用

や
経

験
者

採
用

を
検

討
す

る
ほ

か
、

都
か

ら
の

職
員

派
遣

を
要

請
。

 

≪
児

童
福

祉
司

・
児

童
心

理
司

ス
ー

パ
ー

バ
イ

ザ
ー

≫
 

○
 

開
設

後
の

児
童

福
祉

司
の

ス
ー

パ
ー

バ
イ

ザ
ー

候
補

職
員

は
、

子
ど

も
家

庭
支

援
セ

ン
タ

ー
や

生
活

保
護

ケ
ー

ス
ワ

ー
カ

ー
経

験
者

等
の

中
か

ら
一

定
数

を
、

ま
た

、
児

童
心

理
司

の
ス

ー
パ

ー
バ

イ
ザ

ー

候
補

職
員

は
、

区
に

在
職

す
る

職
員

及
び

新
た

に
採

用
す

る
心

理
職

の
職

員
の

中
か

ら
一

定
数

を
、

開

設
ま

で
の

４
年

間
、

都
の

児
童

相
談

所
に

派
遣

し
て

実
務

経
験

を
積

ま
せ

る
こ

と
に

よ
り

育
成

。
 

○
 

開
設

時
か

ら
一

定
期

間
は

、
ス

ー
パ

ー
バ

イ
ザ

ー
と

し
て

、
都

か
ら

の
職

員
派

遣
を

要
請

し
、

こ
の

間
に

ス
ー

パ
ー

バ
イ

ザ
ー

候
補

職
員

が
都

職
員

の
派

遣
終

了
後

の
ス

ー
パ

ー
バ

イ
ザ

ー
と

し
て

の
役

割
を

担

う
こ

と
が

で
き

る
よ

う
に

育
成

。
 

第
２

 
社

会
的

養
護

の
拡

充
に

つ
い

て
 

１
．

基
本

的
な

考
え

方
 

○
 

国
が

示
す

「
家

庭
養

護
（
里

親
等

）
、

家
庭

的
養

護
（
グ

ル
ー

プ
ホ

ー
ム

等
）
、

施
設

養
護

の
各

構
成

比

を
１

／
３

に
す

る
」
こ

と
を

将
来

的
な

目
標

と
し

て
、

現
段

階
か

ら
、

多
様

な
地

域
資

源
を

活
用

し
た

里
親

登
録

者
増

加
の

取
組

や
、

用
地

の
確

保
・
提

供
な

ど
、

都
と

の
連

携
・
協

力
に

よ
る

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
誘

致
の

取
組

等
を

実
施

し
、

社
会

的
養

護
を

充
実

、
強

化
。

 

○
 

現
在

、
都

が
利

用
し

て
い

る
児

童
養

護
施

設
等

は
、

他
道

府
県

の
先

行
事

例
を

参
考

に
、

定
員

協
定

の
締

結
等

に
よ

り
、

都
と

特
別

区
で

利
用

。
 

２
．

家
庭

養
護

（
里

親
・

フ
ァ

ミ
リ

ー
ホ

ー
ム

）
 

≪
家

庭
養

護
（

里
親

・
フ

ァ
ミ

リ
ー

ホ
ー

ム
）

の
基

本
的

方
向

性
≫

 

○
 

地
域

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
活

用
で

き
る

強
み

を
活

か
し

て
里

親
等

委
託

率
向

上
の

た
め

の
取

組
を

重
点

的

に
行

う
な

ど
、

家
庭

養
護

（
里

親
・
フ

ァ
ミ

リ
ー

ホ
ー

ム
）
を

強
力

に
推

進
。

 

○
 

里
親

家
庭

に
対

す
る

子
育

て
支

援
サ

ー
ビ

ス
の

充
実

や
、

児
童

相
談

所
を

中
心

に
区

全
体

で
里

親
家

庭
を

支
援

・
フ

ォ
ロ

ー
す

る
体

制
を

整
備

す
る

な
ど

、
里

親
家

庭
が

子
育

て
し

や
す

い
環

境
作

り
を

行
う

。
 

≪
里

親
登

録
数

の
向

上
に

向
け

た
取

組
、

里
親

へ
の

支
援

≫
 

○
 

保
育

マ
マ

や
フ

ァ
ミ

リ
ー

サ
ポ

ー
ト
、

シ
ョ

ー
ト
ス

テ
イ

の
協

力
家

庭
の

担
当

部
署

か
ら

里
親

に
適

し
て

い

る
家

庭
を

推
薦

す
る

仕
組

み
を

作
り

、
週

末
ホ

ー
ム

ス
テ

イ
等

の
短

期
里

親
事

業
を

実
施

す
る

こ
と

に
よ

っ
て

里
親

登
録

に
つ

な
げ

て
い

く
。

 

○
 

里
親

家
庭

が
子

育
て

支
援

サ
ー

ビ
ス

を
利

用
し

や
す

く
な

る
よ

う
な

制
度

や
事

業
を

整
備

、
実

施
し

、
里

親
家

庭
の

良
好

な
子

育
て

環
境

を
醸

成
。

〔
例

：
幼

稚
園

・
保

育
園

の
入

園
決

定
時

の
配

慮
、

レ
ス

パ
イ

ト

ケ
ア

（
里

親
の

一
時

的
な

休
息

の
た

め
の

援
助

）
の

た
め

の
シ

ョ
ー

ト
ス

テ
イ

〕
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３
．

施
設

養
護

 

≪
施

設
養

護
の

基
本

的
方

向
性

≫
 

○
 

施
設

養
護

に
関

す
る

各
区

の
考

え
方

・
方

針
や

都
の

推
進

計
画

等
を

も
と

に
２

３
区

全
体

で
調

整
し

、

各
区

が
地

域
の

実
情

等
を

踏
ま

え
て

施
設

整
備

を
行

う
。

 

○
 

乳
児

院
、

自
立

援
助

ホ
ー

ム
は

、
社

会
福

祉
法

人
等

が
行

う
施

設
整

備
に

関
す

る
情

報
を

共
有

す
る

な
ど

、
２

３
区

間
で

連
携

・
協

力
を

図
り

な
が

ら
、

各
区

が
施

設
誘

致
の

取
組

を
行

い
、

入
所

枠
を

確
保

。
 

≪
児

童
養

護
施

設
≫

 

○
 

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
を

増
設

し
て

い
く

こ
と

を
基

本
に

、
児

童
養

護
施

設
を

整
備

。
 

○
 

施
設

が
所

在
し

な
い

区
は

、
里

親
支

援
機

関
等

の
地

域
支

援
の

拠
点

と
し

て
新

規
整

備
す

る
こ

と
も

検

討
。

ま
た

、
施

設
が

所
在

す
る

区
に

つ
い

て
も

、
区

の
実

情
に

応
じ

て
新

規
整

備
す

る
こ

と
を

検
討

。
 

○
 

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
の

整
備

に
あ

た
っ

て
は

、
都

と
連

携
し

て
施

設
の

小
規

模
化

を
図

り
、

社
会

福
祉

法

人
へ

の
財

政
支

援
等

を
実

施
。

ま
た

、
空

き
家

の
活

用
に

よ
り

、
用

地
を

確
保

・
提

供
す

る
こ

と
も

検
討

。
 

≪
児

童
自

立
支

援
施

設
≫

 

○
 

児
童

相
談

所
設

置
市

に
必

置
の

施
設

で
あ

る
が

、
他

道
府

県
の

先
行

事
例

を
参

考
に

、
当

分
の

間
、

地
方

自
治

法
に

規
定

す
る

「
事

務
の

委
託

」
に

基
づ

き
都

へ
委

託
。

 

○
 

都
の

児
童

自
立

支
援

施
設

へ
の

職
員

派
遣

等
を

通
じ

て
児

童
自

立
支

援
施

設
の

運
営

ノ
ウ

ハ
ウ

を
蓄

積
し

、
将

来
的

に
２

３
区

共
同

で
１

か
所

設
置

す
る

こ
と

も
検

討
。

 

第
３

 
２

３
区

間
及

び
都

区
間

の
連

携
・

調
整

に
つ

い
て

 

１
．

一
時

保
護

所
の

共
同

設
置

 

○
 

共
同

設
置

を
予

定
し

て
い

る
８

区
が

地
方

自
治

法
に

基
づ

く
「
管

理
執

行
協

議
会

」
方

式
に

よ
り

、
３

か

所
の

一
時

保
護

所
を

共
同

設
置

。
ま

た
、

幼
児

・
学

齢
児

等
の

種
別

ご
と

の
一

時
保

護
所

を
整

備
す

る

方
向

で
検

討
。

 

○
 

一
時

保
護

所
の

総
定

員
は

、
共

同
設

置
を

予
定

し
て

い
る

８
区

の
必

要
定

員
数

を
も

と
に

５
７

名
と

し
、

各
区

の
定

員
枠

を
設

定
。

各
区

の
児

童
相

談
所

が
一

時
保

護
決

定
に

基
づ

い
て

入
所

手
続

を
行

い
、

各
区

の
定

員
枠

ま
で

は
、

各
区

の
判

断
で

入
所

さ
せ

る
。

 

○
 

職
員

は
、

各
区

が
定

員
枠

に
応

じ
て

派
遣

す
る

こ
と

を
基

本
。

施
設

の
建

設
費

、
運

営
費

等
に

つ
い

て

も
、

各
区

が
定

員
枠

に
応

じ
て

負
担

す
る

こ
と

基
本

に
、

利
用

実
績

に
応

じ
て

調
整

。
ま

た
、

施
設

の
維

持
管

理
は

、
施

設
所

在
区

が
行

う
。

 

２
．

一
時

保
護

所
の

相
互

利
用

 

○
 

自
区

の
一

時
保

護
所

で
の

保
護

を
原

則
と

し
て

、
児

童
の

居
所

を
秘

匿
す

る
こ

と
が

必
要

な
場

合
な

ど
、

自
区

の
一

時
保

護
所

で
の

保
護

が
困

難
な

場
合

に
２

３
区

全
体

で
相

互
利

用
を

行
う

。
 

○
 

各
区

の
一

時
保

護
所

（
共

同
設

置
の

一
時

保
護

所
を

含
む

）
に

相
互

利
用

の
た

め
の

定
員

枠
は

設
定

し
な

い
が

、
一

時
保

護
所

に
空

き
が

あ
り

、
他

区
か

ら
相

互
利

用
の

依
頼

が
あ

っ
た

場
合

に
は

、
原

則
と

し
て

受
け

入
れ

る
。

ま
た

、
２

３
区

で
相

互
利

用
を

行
う

た
め

の
協

定
、

基
本

ル
ー

ル
を

策
定

、
締

結
。

 

３
．

児
童

養
護

施
設

・
乳

児
院

・
自

立
援

助
ホ

ー
ム

の
入

所
調

整
、

利
用

方
法

 

○
 

現
在

、
都

が
利

用
し

て
い

る
施

設
は

、
都

と
特

別
区

で
利

用
。

特
別

区
の

利
用

分
は

、
都

と
の

協
議

に

よ
り

定
員

協
定

を
締

結
し

て
入

所
枠

（
協

定
定

員
）
を

設
定

。
 

○
 

児
童

相
談

所
移

管
後

に
整

備
し

た
新

規
施

設
は

、
整

備
を

行
っ

た
区

が
利

用
す

る
こ

と
を

基
本

と
し

て
、

空
き

が
あ

る
場

合
に

は
、

他
区

や
都

も
利

用
。

 

４
．

里
親

委
託

 

○
 

区
内

の
里

親
へ

の
委

託
を

原
則

と
す

る
が

、
区

内
に

適
切

な
里

親
が

い
な

い
場

合
や

区
外

へ
の

里
親

委
託

が
適

切
な

場
合

に
は

、
他

区
や

２
３

区
外

の
里

親
へ

委
託

。
 

５
．

２
３

区
間

の
情

報
共

有
 

○
 

複
数

区
が

関
わ

る
ケ

ー
ス

対
応

や
、

統
一

的
な

判
断

、
専

門
的

な
対

応
、

国
の

制
度

改
正

な
ど

、
２

３

区
全

体
で

ノ
ウ

ハ
ウ

の
蓄

積
等

が
必

要
な

場
合

に
、

２
３

区
間

で
情

報
共

有
を

行
う

。
 

○
 

情
報

共
有

を
行

う
仕

組
み

と
し

て
、

２
３

区
間

で
必

要
な

情
報

を
閲

覧
で

き
る

シ
ス

テ
ム

（
掲

示
板

）
を

導

入
す

る
方

向
で

検
討

。
ま

た
、

児
童

相
談

所
長

会
を

は
じ

め
と

す
る

２
３

区
の

会
議

体
を

設
置

。
 

６
．

児
童

相
談

所
設

置
市

事
務

の
共

同
処

理
 

○
 

「
小

児
慢

性
疾

患
の

医
療

給
付

に
関

す
る

事
務

」
の

認
定

審
査

会
は

、
２

３
区

合
同

審
査

や
事

務
局

の

２
３

区
持

ち
回

り
等

の
方

法
に

よ
り

実
施

。
 

７
．

２
３

区
共

通
の

事
務

処
理

マ
ニ

ュ
ア

ル
、

ル
ー

ル
等

の
策

定
 

○
 

ケ
ー

ス
対

応
や

児
童

相
談

所
の

運
営

等
に

関
す

る
事

項
に

つ
い

て
、

都
が

作
成

・
使

用
し

て
い

る
現

行
の

マ
ニ

ュ
ア

ル
を

基
本

に
、

２
３

区
共

通
の

事
務

処
理

マ
ニ

ュ
ア

ル
や

統
一

基
準

を
作

成
。

ま
た

、
児

童
相

談
業

務
を

行
っ

て
い

く
中

で
、

各
区

の
地

域
特

性
や

業
務

実
態

に
合

わ
せ

た
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
作

成

す
る

こ
と

も
検

討
。

 

８
．

都
と

の
連

携
 

○
 

児
童

養
護

施
設

の
入

所
及

び
里

親
委

託
は

、
区

内
・
２

３
区

内
を

基
本

と
し

な
が

ら
、

都
と

特
別

区
が

相

互
に

入
所

・
委

託
で

き
る

よ
う

に
連

携
・
協

力
。

ま
た

、
都

区
間

で
職

員
の

派
遣

交
流

を
行

い
、

都
全

体
に

お
け

る
専

門
職

の
ス

キ
ル

ア
ッ

プ
を

図
る

。
 

○
 

児
童

相
談

セ
ン

タ
ー

で
実

施
し

て
い

る
治

療
指

導
事

業
の

利
用

、
高

度
な

専
門

的
知

識
・
経

験
が

必

要
な

ケ
ー

ス
対

応
等

へ
の

助
言

・
援

助
を

は
じ

め
、

児
童

相
談

所
の

立
ち

上
げ

支
援

、
児

童
相

談
所

開

設
時

に
お

け
る

都
職

員
の

派
遣

・
区

職
員

の
派

遣
受

入
、

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

提
供

や
都

主
催

の
研

修
へ

の

参
加

、
児

童
福

祉
施

設
の

空
き

状
況

の
情

報
提

供
等

に
つ

い
て

要
請

。
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平成２７年１２月２５日

社会保障審議会児童部会

新たな子ども家庭福祉のあり方に関する専門委員会

委員長 松原 康雄 様

特別区長会会長

荒川区長 西川 太一郎

新たな子ども家庭福祉のあり方に関する専門委員会

報告案（たたき台）について

 
平成２７年１１月２７日の第３回新たな子ども家庭福祉のあり方に関す

る専門委員会において、「報告案（たたき台）」（以下「報告案」という。）

が提示されました。松原康雄委員長をはじめ委員各位のご努力に対し、心

より敬意を表します。 

報告案では、子どもの権利保障を児童福祉法に位置づけることのほか、

国・都道府県・基礎自治体の役割と責任の再整理と明確化、支援対象者の

年齢見直し、職員の配置・任用要件の明確化や指導的職員の資格創設、里

親制度等の社会的養護の充実強化など、新たな子ども家庭福祉の構築に向

けた多岐にわたる提言が行われています。

なかでも、新たな子ども家庭支援体制の整備において、基礎自治体に子

ども家庭支援の拠点を整備する必要があるとし、東京都の特別区などに設

置されている子ども家庭支援センター等がそのモデルとなりえると述べて

います。

これまで特別区は、区民に身近な基礎自治体として、子ども家庭支援セ

ンターを中心に、東京都や区の関係部署（保健所、保育園、学校、障害福

祉所管課、福祉事務所など）を含めて、児童委員・民生委員、町会・自治

会、警察署等の地域の関係機関との連携のもと、地域全体で子どもと家庭

を見守っていく体制の構築に懸命に取り組み、成果をあげています。 
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これまで特別区は、区民に身近な基礎自治体として、子ども家庭支援セ

ンターを中心に、東京都や区の関係部署（保健所、保育園、学校、障害福
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66

言うまでもなく、子どもと家庭への支援は、住民に身近な場所で行われ

ることが必要であり、一つの相談事例の中には、複合的な問題が潜んでい

ることが多く、住民生活に密着した基礎自治体が果たす役割は極めて重要

であります。子ども家庭支援センターにおけるこれまでの経験を踏まえる

と、基礎自治体に支援拠点を整備することは、子どもや家庭への支援に、

より迅速に、また適切に対応できる体制を整えることになり、大変大きな

意義があるものであり、高く評価しております。 

さらに、報告案では、児童相談所設置自治体を中核市及び特別区に拡大

するものとし、第一段階として、特別区も児童相談所を設置できるよう法

改正することが提言されています。これは、子どもと家庭への支援は、本

来、その生活が営まれている身近な地域でなされるべきであるとの考え方

に基づき、基礎自治体に子ども家庭支援拠点を整備するとともに、児童相

談所機能を持つ機関の拡大を企図するものであり、これまでの特別区の取

組と実績を適切に評価していただいたものと深く感謝しております。 

前述のとおり、特別区は、子ども家庭支援センターを中心に児童福祉の

実績を着実に積み重ねてきております。また、人口規模の小さな特別区も

含め、すべての区で中核市の業務である保健所の設置、運営を行い、児童

相談所を担うだけの実力は備えているものと考えております。 

加えて、２３区相互及び東京都との間において、数多くの連携の蓄積も

あり、十分な準備と移行期間があれば、児童相談所の移管は可能であると

考えております。 

今後も特別区は、東京都との連携のもと、子ども家庭支援センターで培

ってきた経験と実績のうえに、新たな子ども家庭支援福祉像を実現するべ

く全力で取り組んでいく所存でありますので、是非、報告案の提言に沿っ

て、児童相談所設置自治体を拡大する方向で検討を進めていただきますよ

う、お願い申し上げます。 

6767



新新
たた

なな
子子

どど
もも

家家
庭庭

福福
祉祉

のの
ああ

りり
方方

にに
関関

すす
るる

専専
門門

委委
員員

会会
報報

告告
（（

提提
言言

））
概概

要要
（（

平平
成成

２２
８８

年年
３３

月月
１１

００
日日

））
  

 
  
はは

じじ
めめ

にに
  
  

○
 

近
年

の
状

況
と

し
て

、
虐

待
事

例
の

急
増

、
自

立
が

困
難

な
子

ど
も

の
増

加
な

ど
、

急
速

な
変

化
に

対
応

が
追

い
付

い
て

お
ら

ず
、

そ
の

増
加

を
と

ど
め

る
に

至
っ

て
い

な
い

。
 

○
 

本
委

員
会

で
は

、
子

ど
も

家
庭

福
祉

の
体

系
の

再
構

築
が

急
務

で
あ

る
と

の
強

い
問

題
意

識
の

下
、

「
全

て
の

子
ど

も
は

適
切

な
養

育
を

受
け

て
発

達
が

保
障

さ
れ

る
権

利
を

有
す

る
と

と
も

に
、

そ
の

自
立

が
保

障

さ
れ

る
べ

き
で

あ
る

。
」
と

い
う

理
念

を
実

現
す

る
た

め
の

方
策

を
検

討
す

る
た

め
に

議
論

が
行

わ
れ

た
。

 

○
 

限
界

が
生

じ
て

い
る

既
存

の
制

度
を

改
革

し
、

新
た

な
子

ど
も

家
庭

福
祉

を
具

現
化

す
る

た
め

に
、

児
童

福
祉

法
等

の
抜

本
的

な
改

正
に

向
け

て
提

言
す

る
も

の
。

 

   
基基

本本
的的

なな
考考

ええ
方方

  
  

 
◆

 
子

ど
も

の
権

利
の

明
確

な
位

置
付

け
 

 
◆

 
家

庭
支

援
の

強
化

、
す

な
わ

ち
子

ど
も

虐
待

の
予

防
的

観
点

の
明

確
化

 

 
◆

 
国

・
都

道
府

県
・
市

区
町

村
の

責
任

と
役

割
の

明
確

化
 

 
◆

 
基

礎
自

治
体

（
市

区
町

村
）
の

基
盤

強
化

と
地

域
に

お
け

る
支

援
機

能
の

拡
大

 

 
◆

 
各

関
係

機
関

の
役

割
の

明
確

化
と

機
能

強
化

 

 
◆

 
子

ど
も

へ
の

適
切

な
ケ

ア
の

保
障

 

 
◆

 
継

続
的

な
支

援
と

自
立

の
保

障
 

 
◆

 
司

法
関

与
と

法
的

・
制

度
的

枠
組

み
の

強
化

 

 
◆

 
職

員
の

専
門

性
の

確
保

・
向

上
と

配
置

数
の

増
加

 

   
理理

念念
  
  

◆
 

児
童

福
祉

法
に

お
い

て
、

「
養

育
中

心
」
に

力
点

を
お

い
た

子
ど

も
家

庭
福

祉
の

構
築

を
目

指
す

と
と

も

に
、

こ
れ

に
合

っ
た

理
念

を
明

確
に

し
、

今
後

の
制

度
・
施

策
の

方
向

性
を

示
す

必
要

が
あ

る
。

 

 
【
明

確
に

す
る

点
】 

・
 子

ど
も

を
権

利
の

主
体

と
す

る
 

・
 す

べ
て

の
子

ど
も

は
適

切
に

養
育

さ
れ

、
発

達
す

る
権

利
を

有
す

る
と

と
も

に
、

自
立

を
保

障
さ

れ
る

 

・
 子

ど
も

の
最

善
の

利
益

を
優

先
す

る
 

・
 
子

ど
も

は
安

全
で

安
定

し
た

家
庭

で
養

育
を

受
け

る
こ

と
が

で
き

る
。

家
庭

に
お

い
て

適
切

な
養

育
を

 

受
け

る
こ

と
が

で
き

な
い

と
き

は
、

里
親

や
フ

ァ
ミ

リ
ー

ホ
ー

ム
等

の
家

庭
に

お
け

る
養

育
環

境
と

同
様

の

養
育

環
境

に
お

い
て

継
続

的
に

養
育

を
受

け
る

こ
と

が
で

き
る

 

   
国国

・・
都都

道道
府府

県県
・・
市市

区区
町町

村村
のの

責責
任任

とと
役役

割割
  

  

◆
 

子
ど

も
の

権
利

を
保

障
す

る
た

め
、

そ
の

担
い

手
と

な
る

国
、

都
道

府
県

、
市

区
町

村
の

責
任

と
役

割
を

明
確

に
す

る
こ

と
が

重
要

。
特

に
、

国
の

責
任

と
役

割
を

児
童

福
祉

法
に

明
確

に
規

定
す

る
必

要
が

あ
る

。

【
国

の
責

任
と

役
割

】 

・
 
市

区
町

村
及

び
都

道
府

県
に

対
す

る
助

言
や

情
報

の
提

供
等

、
全

体
と

し
て

子
ど

も
・
家

庭
の

福
祉

の

た
め

に
必

要
な

措
置

を
講

じ
る

 

・
 
全

国
の

子
ど

も
家

庭
福

祉
の

質
を

担
保

（
基

準
、

資
格

の
設

定
）
 

【
都

道
府

県
の

責
任

と
役

割
】
 

・
 
市

区
町

村
に

対
す

る
助

言
や

援
助

を
行

う
と

と
も

に
、

入
所

措
置

等
、

よ
り

専
門

的
な

業
務

や
、

市
区

町

村
の

区
域

を
超

え
た

広
域

的
な

対
応

が
必

要
な

業
務

 

【
市

区
町

村
の

責
任

と
役

割
】
 

・
 
子

ど
も

や
家

庭
に

最
も

身
近

な
基

礎
的

な
地

方
公

共
団

体
と

し
て

、
児

童
福

祉
法

に
基

づ
い

た
包

括

的
・
継

続
的

な
子

ど
も

と
家

庭
へ

の
支

援
 

 

  
支支

援援
のの

対対
象象

年年
齢齢

  
  

◆
 

不
適

切
な

養
育

を
受

け
た

子
ど

も
や

、
家

庭
基

盤
が

脆
弱

な
子

ど
も

に
対

す
る

支
援

の
対

象
年

齢
を

２

０
歳

未
満

に
引

き
上

げ
る

の
が

妥
当

。
 

※
 
成

人
年

齢
が

引
き

下
げ

ら
れ

た
場

合
、

２
０

歳
未

満
の

親
権

が
及

ば
な

い
「
成

人
」
に

対
す

る
支

援
の

あ
り

方
に

関
す

る
整

理
が

必
要

 

◆
 

里
親

委
託

等
の

措
置

を
受

け
た

児
童

に
つ

い
て

、
２

０
歳

に
達

す
る

ま
で

の
間

、
措

置
延

長
を

積
極

的

に
活

用
す

べ
き

。
 

◆
 

ま
た

、
里

親
委

託
等

の
措

置
を

受
け

て
い

た
者

に
つ

い
て

、
１

８
歳

（
措

置
延

長
の

場
合

２
０

歳
）
到

達
後

も
、

少
な

く
と

も
２

２
歳

に
達

し
た

日
の

属
す

る
年

度
末

ま
で

、
そ

の
後

の
自

立
し

た
生

活
に

つ
な

げ
る

た

め
、

引
き

続
き

必
要

な
支

援
を

受
け

る
こ

と
が

で
き

る
よ

う
仕

組
み

を
整

備
す

る
必

要
が

あ
る

。
 

   
新新

たた
なな

子子
どど

もも
家家

庭庭
福福

祉祉
体体

制制
のの

整整
備備

  
  

＜
市

区
町

村
に

お
け

る
地

域
子

ど
も

家
庭

支
援

拠
点

の
整

備
＞

 

◆
 

子
ど

も
家

庭
へ

の
支

援
は

身
近

な
場

所
で

行
わ

れ
る

べ
き

で
あ

り
、

市
区

町
村

の
基

盤
整

備
を

行
い

、

保
育

所
を

含
め

た
子

ど
も

家
庭

福
祉

体
制

を
充

実
さ

せ
、

「
地

域
子

ど
も

家
庭

支
援

拠
点

」
を

整
備

。
（
子

ど
も

家
庭

支
援

セ
ン

タ
ー

が
モ

デ
ル

）
 

【
地

域
子

ど
も

家
庭

支
援

拠
点

】 

・
 
子

ど
も

家
庭

の
福

祉
的

相
談

、
児

童
相

談
所

が
行

っ
て

い
る

「
分

離
措

置
を

伴
わ

な
い

養
護

相
談

」

「
育

成
相

談
」
「
措

置
を

伴
わ

な
い

非
行

相
談

」
の

対
応

 

 
 

 
 

 
※

「
保

健
相

談
」
：
市

区
町

村
保

健
セ

ン
タ

ー
等

、
「
障

害
相

談
」
：
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
等

 

・
 
虐

待
事

例
の

通
所

、
在

宅
支

援
（
養

育
支

援
、

家
事

支
援

等
）
 

・
 子

ど
も

子
育

て
支

援
事

業
 

・
 
要

保
護

児
童

対
策

地
域

協
議

会
の

調
整

機
関

 

１１
  

※
区
長
会

事
務

局
作
成
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＜
特

定
妊

婦
等

へ
の

支
援

＞
 

◆
 

特
定

妊
婦

の
ケ

ア
が

適
切

に
で

き
る

よ
う

、
情

報
を

共
有

す
る

た
め

の
方

策
を

再
検

討
し

、
支

援
メ

ニ
ュ

ー
の

増
加

を
図

る
必

要
が

あ
る

。
 

◆
 

要
支

援
児

童
及

び
特

定
妊

婦
等

を
発

見
し

た
場

合
、

市
区

町
村

へ
情

報
提

供
で

き
る

も
の

と
す

べ
き

。
 

◆
 

母
子

生
活

支
援

施
設

、
乳

児
院

等
に

お
い

て
、

特
定

妊
婦

等
に

対
し

、
入

所
・
通

所
に

よ
っ

て
支

援
で

き

る
「
産

前
産

後
母

子
ホ

ー
ム

（
仮

称
）
」
を

整
備

す
る

た
め

の
枠

組
み

を
作

る
必

要
が

あ
り

、
モ

デ
ル

事
業

の
実

施
に

よ
り

、
具

体
的

な
仕

組
み

に
つ

い
て

検
討

を
行

う
べ

き
。

 

 

＜
児

童
相

談
所

を
設

置
す

る
自

治
体

の
拡

大
＞

(報
告

書
P

1
1
～

1
2

全
文

 
※

下
線

は
区

長
会

事
務

局
) 

              

     ＜
児

童
相

談
所

の
強

化
の

た
め

の
機

能
分

化
＞

 

◆
 
虐

待
通

告
の

増
大

に
よ

り
、

児
童

相
談

所
の

対
応

は
限

界
に

き
て

お
り

、
機

能
強

化
が

優
先

課
題

。
ま

た
、

保
護

機
能

と
支

援
機

能
を

同
一

機
関

で
担

う
こ

と
に

よ
っ

て
、

重
大

な
事

態
が

生
じ

た
事

例
が

あ
る

。
 

◆
 

児
童

相
談

所
が

有
す

る
通

告
受

理
、

調
査

、
評

価
、

一
時

保
護

・
ア

セ
ス

メ
ン

ト
、

措
置

等
の

機
能

に
関

し
て

、
高

度
に

専
門

的
な

機
関

と
し

て
担

っ
て

い
く
た

め
に

は
、

そ
の

機
能

を
明

確
に

分
離

す
る

抜
本

的
な

見
直

し
が

必
要

で
あ

る
。

 

◆
 

具
体

的
な

方
向

性
と

し
て

、
緊

急
対

応
の

必
要

性
に

関
す

る
判

断
能

力
を

備
え

た
虐

待
通

告
・
相

談
窓

口
を

設
置

（
※

）
。

通
告

が
受

理
さ

れ
た

事
例

の
調

査
・
評

価
・
保

護
等

の
措

置
を

行
う

機
能

と
、

措
置

後

の
事

例
の

マ
ネ

ー
ジ

メ
ン

ト
を

行
う

機
能

を
別

の
機

関
で

行
う

と
い

っ
た

体
制

を
整

備
。

 

※
 
虐

待
関

連
通

告
・
相

談
電

話
（1

8
9
）
窓

口
の

一
元

化
 

・
 
通

告
窓

口
を

一
元

化
し

、
集

中
的

に
電

話
に

よ
る

虐
待

通
告

・
相

談
を

受
理

し
、

緊
急

度
を

判
断

し

て
、

初
期

対
応

を
行

う
機

関
等

と
そ

の
期

限
を

決
定

す
る

機
関

（
通

告
受

理
機

関
）
の

創
設

に
つ

い

て
、

モ
デ

ル
的

取
り

組
み

に
よ

り
検

討
が

必
要

（現
在

の
児

相
設

置
自

治
体

に
最

低
１

か
所

程
度

）
 

 
 

 
・
 
児

童
相

談
所

か
ら

市
区

町
村

へ
送

致
す

る
仕

組
み

の
検

討
 

＜
子

ど
も

家
庭

福
祉

へ
の

司
法

関
与

の
整

備
＞

 

◆
 
全

て
の

子
ど

も
に

安
全

な
家

庭
を

保
障

す
る

た
め

、
司

法
が

一
連

の
親

権
制

限
（
子

ど
も

の
権

利
制

限

を
含

む
。

）
に

対
し

て
そ

の
必

要
性

を
適

切
に

判
断

す
る

な
ど

、
司

法
の

関
与

を
強

化
す

る
必

要
が

あ
り

、

関
係

機
関

と
調

整
の

上
、

可
及

的
速

や
か

に
検

討
を

開
始

す
べ

き
。

 

◆
 

一
時

保
護

の
場

面
に

お
い

て
も

司
法

が
関

与
す

る
仕

組
み

を
検

討
す

べ
き

。
そ

の
た

め
に

は
、

司
法

関

与
に

関
す

る
仕

組
み

全
体

の
前

提
と

し
て

、
児

童
相

談
所

に
お

け
る

児
童

福
祉

司
の

適
正

な
配

置
と

司

法
対

応
の

た
め

の
専

門
性

の
確

立
、

弁
護

士
に

よ
る

法
的

サ
ポ

ー
ト

体
制

の
確

立
な

ど
が

必
要

。
 

  
職職

員員
のの

専専
門門

性性
のの

向向
上上

  
  

＜
子

ど
も

家
庭

福
祉

を
担

う
職

員
の

配
置

・
任

用
要

件
＞

 

◆
 

児
童

相
談

所
に

配
置

す
る

こ
と

が
必

要
な

人
材

に
つ

い
て

、
法

律
上

明
確

に
位

置
付

け
る

と
と

も
に

、

任
用

要
件

で
質

を
、

配
置

標
準

で
量

を
担

保
す

る
必

要
が

あ
る

。
 

◆
 

児
童

福
祉

司
の

配
置

標
準

に
つ

い
て

は
、

児
童

虐
待

相
談

対
応

件
数

を
考

慮
し

た
も

の
に

見
直

す
べ

き
で

あ
る

。
（
児

童
福

祉
司

は
、

一
定

基
準

に
適

合
す

る
研

修
の

受
講

を
義

務
付

け
）
 

◆
 

教
育

・
訓

練
・
指

導
担

当
児

童
福

祉
司

（
ス

ー
パ

ー
バ

イ
ザ

ー
）
、

児
童

心
理

司
、

医
師

又
は

保
健

師
に

つ
い

て
、

法
律

上
、

児
童

相
談

所
へ

の
配

置
を

明
記

す
る

必
要

が
あ

る
。

 

＜
市

区
町

村
で

支
援

を
担

う
職

種
、

任
用

要
件

、
配

置
基

準
＞

 

◆
 

「
地

域
子

ど
も

家
庭

支
援

拠
点

」
に

は
、

専
ら

子
ど

も
・
家

庭
の

相
談

支
援

に
あ

た
る

複
数

の
職

員
を

置

く
こ

と
と

し
、

最
低

1
 
名

は
児

童
福

祉
司

資
格

を
有

す
る

者
と

す
べ

き
で

あ
り

、
そ

の
他

の
職

員
に

つ
い

て

も
児

童
福

祉
司

資
格

も
し

く
は

そ
れ

に
準

ず
る

資
格

を
所

持
し

て
い

る
者

の
配

置
に

努
め

る
べ

き
。

 

＜
子

ど
も

家
庭

福
祉

を
担

う
指

導
的

職
員

の
資

格
の

あ
り

方
＞

 

◆
 
指

導
的

職
員

の
専

門
性

を
向

上
さ

せ
る

と
と

も
に

、
そ

の
能

力
を

客
観

的
に

明
確

化
す

る
観

点
か

ら
、

子

ど
も

家
庭

に
関

す
る

専
門

の
相

談
員

と
し

て
新

た
な

公
的

資
格

（
※

）
を

創
設

す
る

こ
と

を
検

討
す

べ
き

。
 

 
 

 
※

資
格

：
一

定
の

資
格

を
有

す
る

者
で

、
5

年
程

度
の

児
童

福
祉

に
関

す
る

実
務

経
験

を
有

し
、

試
験

に
合

格
 

  
社社

会会
的的

養養
護護

のの
充充

実実
強強

化化
とと

継継
続続

的的
なな

自自
立立

支支
援援

シシ
スス

テテ
ムム

のの
構構

築築
  

  

＜
就

学
前

の
子

ど
も

の
代

替
的

養
育

の
原

則
＞

 

◆
 
就

学
前

は
も

と
よ

り
子

ど
も

の
代

替
的

養
育

は
、

ア
タ

ッ
チ

メ
ン

ト
形

成
や

発
達

保
障

の
観

点
か

ら
、

原

則
と

し
て

家
庭

養
育

と
し

、
児

童
福

祉
法

に
そ

の
旨

を
明

確
に

す
べ

き
。

 

児
童

相
談

所
の

設
置

に
つ

い
て

は
、

か
つ

て
概

ね
人

口
5
0 

万
人

に
1
 
か

所
と

い
う

目
標

が
あ

り
、

現
在

、
全

国
で

20
0
 
か

所
を

超
え

て
は

い
る

が
、

虐
待

事
例

へ
の

対
応

が
急

増
し

た
た

め
、

情
報

共
有

や
対

応
検

討
な

ど
を

丁
寧

に
行

え
な

く
な

っ
て

お
り

、
管

轄
す

る
規

模
を

見
直

す
必

要
が

あ
る

。
 

虐
待

事
例

へ
の

対
応

は
、

政
令

市
や

児
童

相
談

所
設

置
市

以
外

の
市

区
町

村
の

場
合

、
都

道
府

県

が
設

置
す

る
児

童
相

談
所

と
市

区
町

村
の

二
元

体
制

で
実

施
さ

れ
て

お
り

、
そ

れ
に

よ
る

問
題

点
と

し

て
、

両
者

の
支

援
の

は
ざ

ま
に

落
ち

る
事

例
が

あ
る

と
い

う
指

摘
や

、
時

間
の

ロ
ス

と
認

識
の

温
度

差
が

生
じ

や
す

い
と

い
う

指
摘

も
あ

る
。

児
童

相
談

所
を

設
置

し
て

い
る

中
核

市
で

は
対

応
機

関
の

一
元

化
の

利
点

が
報

告
さ

れ
て

は
い

る
も

の
の

、
現

在
、

中
核

市
で

児
童

相
談

所
を

設
置

し
て

い
る

自
治

体
は

２
つ

に
と

ど
ま

っ
て

お
り

、
そ

の
財

政
的

負
担

が
大

き
い

こ
と

や
専

門
性

確
保

が
難

し
い

な
ど

の
課

題
が

あ
る

も
の

と
考

え
ら

れ
る

。
原

則
と

し
て

中
核

市
及

び
特

別
区

に
は

児
童

相
談

所
機

能
を

も
つ

機
関

の
設

置
を

求
め

、
財

政
的

理
由

や
専

門
職

の
確

保
の

困
難

さ
か

ら
設

置
を

た
め

ら
う

こ
と

が
な

い
よ

う
、

国
及

び
都

道
府

県
は

中
核

市
及

び
特

別
区

の
人

的
・
物

的
基

盤
を

積
極

的
に

援
助

す
る

必
要

が
あ

る
。

 

な
お

、
地

方
分

権
、

自
治

体
の

自
主

組
織

権
の

観
点

か
ら

、
「
必

置
」
と

す
べ

き
で

な
い

と
い

う
意

見
も

あ
っ

た
。

 

こ
う

し
た

意
見

を
踏

ま
え

、
現

在
の

児
童

相
談

所
設

置
に

関
し

て
特

別
区

を
加

え
、

特
別

区
で

も
児

童

相
談

所
を

設
置

で
き

る
規

定
と

す
る

必
要

が
あ

る
。

 

ま
た

、
５

年
を

目
途

と
し

て
、

中
核

市
や

特
別

区
が

児
童

相
談

所
を

設
置

す
る

こ
と

が
で

き
る

よ
う

、
国

と
し

て
専

門
職

の
育

成
等

の
必

要
な

支
援

を
行

う
べ

き
で

あ
る

。
 

２２
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社会保障審議会児童部会 

新たな子ども家庭福祉のあり方に関する専門委員会報告について 
 

昨日、社会保障審議会児童部会「新たな子ども家庭福祉のあり方に関する

専門委員会」が報告をとりまとめました。松原康雄委員長をはじめ、委員の

皆さまが傾けられましたご努力に対し、心から敬意を表します。 

報告では、国・都道府県・市区町村の責任と役割の明確化、市区町村にお

ける地域子ども家庭支援拠点の整備、児童相談所を設置する自治体の拡大な

ど、新たな子ども家庭福祉のあるべき姿を目指し、意義のある提言が行われ

ているものと高く評価しています。 

なかでも、児童相談所の設置自治体を拡大するため、特別区も児童相談所

を設置できるよう法改正することが提言されています。さらに、特別区等が

児童相談所を設置できるよう、国が必要な支援等を行うよう求めています。 

児童相談所の移管に向けて様々な取組を行ってきた特別区としては、大き

な前進が図られたものと受け止めており、深く感謝しています。今後、報告

の提言内容に沿って、早期に法改正が行われることを待望しています。 

なお、報告で提言された取組の実現にあたっては、財政的な問題を含め、

専門人材の確保・育成をはじめとする多くの課題に対応していかなければな

りません。国においては、関係自治体の意見を十分に踏まえながら、具体的

な支援策を早急に検討し、着実に実施していただくよう強く期待しています。 

また、引き続き検討が必要な事項について、さらに議論を深めていただく

よう要望します。 

子どもと家庭を取り巻く環境は、複雑化・深刻化しており、住民生活に密

着した基礎自治体の果たす役割の重要性は、より一層高まっています。特別

区は、今回の報告の趣旨を踏まえ、子ども家庭支援センターで培ってきた経

験と実績のうえに、引き続き全力で児童福祉行政に取り組んでいく所存です。 
 

平成２８年３月１１日 

 

特別区長会会長 

荒川区長 西川 太一郎 
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児
童
福
祉
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（
平
成

年
法
律
第

号
）
の
概
要

全
て
の
児
童
が
健
全
に
育
成
さ
れ
る
よ
う
、
児
童
虐
待
に
つ
い
て
発
生
予
防
か
ら
自
立
支
援
ま
で
一
連
の
対
策
の
更
な
る
強
化
等
を
図
る

た
め
、
児
童
福
祉
法
の
理
念
を
明
確
化
す
る
と
と
も
に
、
母
子
健
康
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
全
国
展
開
、
市
町
村
及
び
児
童
相
談
所
の
体
制
の

強
化
、
里
親
委
託
の
推
進
等
の
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
。

１
．
児
童
福
祉
法
の
理
念
の
明
確
化
等

（
）
児
童
は
、
適
切
な
養
育
を
受
け
、
健
や
か
な
成
長
・
発
達
や
自
立
等
を
保
障
さ
れ
る
こ
と
等
の
権
利
を
有
す
る
こ
と
を
明
確
化
す
る
。

（
）
国
・
地
方
公
共
団
体
は
、
保
護
者
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
家
庭
と
同
様
の
環
境
に
お
け
る
児
童
の
養
育
を
推
進
す
る
も
の
と
す
る
。

（
）
国
・
都
道
府
県
・
市
町
村
そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
・
責
務
を
明
確
化
す
る
。

（
）
親
権
者
は
、
児
童
の
し
つ
け
に
際
し
て
、
監
護
・
教
育
に
必
要
な
範
囲
を
超
え
て
児
童
を
懲
戒
し
て
は
な
ら
な
い
旨
を
明
記
。

２
．
児
童
虐
待
の
発
生
予
防

（
）
市
町
村
は
、
妊
娠
期
か
ら
子
育
て
期
ま
で
の
切
れ
目
な
い
支
援
を
行
う
母
子
健
康
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
設
置
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（
）
支
援
を
要
す
る
妊
婦
等
を
把
握
し
た
医
療
機
関
や
学
校
等
は
、
そ
の
旨
を
市
町
村
に
情
報
提
供
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（
）
国
・
地
方
公
共
団
体
は
、
母
子
保
健
施
策
が
児
童
虐
待
の
発
生
予
防
・
早
期
発
見
に
資
す
る
こ
と
に
留
意
す
べ
き
こ
と
を
明
確
化
す
る
。

３
．
児
童
虐
待
発
生
時
の
迅
速
・
的
確
な
対
応

（
）
市
町
村
は
、
児
童
等
に
対
す
る
必
要
な
支
援
を
行
う
た
め
の
拠
点
の
整
備
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（
）
市
町
村
が
設
置
す
る
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
の
調
整
機
関
に
つ
い
て
、
専
門
職
を
配
置
す
る
も
の
と
す
る
。

（
）
政
令
で
定
め
る
特
別
区
は
、
児
童
相
談
所
を
設
置
す
る
も
の
と
す
る
。

（
）
都
道
府
県
は
、
児
童
相
談
所
に
①
児
童
心
理
司
、
②
医
師
又
は
保
健
師
、
③
指
導
・
教
育
担
当
の
児
童
福
祉
司
を
置
く
と
と
も
に
、

弁
護
士
の
配
置
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
措
置
を
行
う
も
の
と
す
る
。

（
）
児
童
相
談
所
等
か
ら
求
め
ら
れ
た
場
合
に
、
医
療
機
関
や
学
校
等
は
、
被
虐
待
児
童
等
に
関
す
る
資
料
等
を
提
供
で
き
る
も
の
と
す
る
。

４
．
被
虐
待
児
童
へ
の
自
立
支
援

（
）
親
子
関
係
再
構
築
支
援
に
つ
い
て
、
施
設
、
里
親
、
市
町
村
、
児
童
相
談
所
な
ど
の
関
係
機
関
等
が
連
携
し
て
行
う
べ
き
旨
を
明
確
化
す
る
。

（
）
都
道
府
県
（
児
童
相
談
所
）
の
業
務
と
し
て
、
里
親
の
開
拓
か
ら
児
童
の
自
立
支
援
ま
で
の
一
貫
し
た
里
親
支
援
を
位
置
付
け
る
。

（
）
養
子
縁
組
里
親
を
法
定
化
す
る
と
と
も
に
、
都
道
府
県
（
児
童
相
談
所
）
の
業
務
と
し
て
、
養
子
縁
組
に
関
す
る
相
談
・
支
援
を
位
置
付
け
る
。

（
）
自
立
援
助
ホ
ー
ム
に
つ
い
て
、

歳
の
年
度
末
ま
で
の
間
に
あ
る
大
学
等
就
学
中
の
者
を
対
象
に
追
加
す
る
。

（
検
討
規
定
等
）

○
施
行
後
速
や
か
に
、
要
保
護
児
童
の
保
護
措
置
に
係
る
手
続
に
お
け
る
裁
判
所
の
関
与
の
在
り
方
、
特
別
養
子
縁
組
制
度
の
利
用
促
進
の
在
り
方
を
検
討
す
る
。

○
施
行
後
２
年
以
内
に
、
児
童
相
談
所
の
業
務
の
在
り
方
、
要
保
護
児
童
の
通
告
の
在
り
方
、
児
童
福
祉
業
務
の
従
事
者
の
資
質
向
上
の
方
策
を
検
討
す
る
。

○
施
行
後
５
年
を
目
途
と
し
て
、
中
核
市
・
特
別
区
が
児
童
相
談
所
を
設
置
で
き
る
よ
う
、
そ
の
設
置
に
係
る
支
援
等
の
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
。

改
正
の
概
要

平
成

年
４
月
１
日
（
１
、
２
（

）
に
つ
い
て
は
公
布
日
、
２
（

）
、
３
（

）
、
４
（

）
に
つ
い
て
は
平
成

年
月
１
日
）

施
行
期
日

（
平
成

年
月

日
成
立
・

月
日
公
布
）
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児童福祉法等の一部を改正する法律の成立について

本日、児童福祉法等の一部を改正する法律が成立しました。

本法律では、児童の福祉を保障するための原理や国と地方公共団体

の役割・責務の明確化、母子保健施策が児童虐待の発生予防・早期発

見に資する旨の明記、虐待発生時に迅速・的確な対応が行えるように

市区町村と児童相談所の体制・権限の強化など、子どもと家庭を取り

巻く深刻な状況を踏まえ、大変意義のある改正が行われました。

新たな子ども家庭福祉の実現に向けて、大きな前進が図られたこと

を高く評価するとともに、強力なリーダーシップを発揮された塩崎恭

久厚生労働大臣をはじめ、関係者の皆さまのご尽力に対し、心から敬

意を表します。

改正法では、児童相談所の設置自治体を拡大するため、政令で定め

る特別区が児童相談所を設置できるものとし、更に政府が、法施行後

５年を目途に、中核市及び特別区が児童相談所を設置できるよう、設

置に係る支援等を行うことが規定されています。この法律の成立を契

機として、特別区の児童福祉行政が新しいステージへ歩みを進めたも

のと考えています。

政府におかれては、法改正の趣旨を踏まえた制度改正の実現に向け、

必要な支援等を着実に実行していただくことはもとより、中核市及び

特別区における児童相談所の設置・運営が円滑に行われるよう、関係

自治体の意見を十分に反映した支援策を早期に実施していただくよう

強く期待しています。

今後、特別区においては、改正法施行後、準備が整った区から、順

次、児童相談所の設置を目指すとともに、住民生活に密着した基礎自

治体として、これまでの実績と経験をもとに、児童福祉行政の更なる

充実強化に全力を傾注していく所存です。

皆さまのご理解とご支援を衷心よりお願い申し上げます。

平成２８年５月２７日

特別区長会会長

荒川区長 西川 太一郎

72

別紙８

72



「児童相談所設置計画案のモデル的確認作業」実施概要 

＜世田谷区＞ 

 
回（年月日） 内 容 

第１回 

（H29.6.16） 

○設置計画案（※）について、資料をもとに説明し、意見交換 
※移管後の児童相談行政の体制、児童相談所・一時保護所の施

設整備、職員確保及び人材育成計画 
第２回 

（H29.7.11） 

○設置計画案（※）について、資料をもとに説明し、意見交換  
  ※社会的養護の拡充、夜間休日対応など、第１回の残りの項目 

第３回 

（H29.10.25） 

○一時保護所の整備、人材育成、事務引継ぎ等について、図面等

の資料をもとに説明し、意見交換 
第４回 

（H30.1.11） 

○相談援助活動の流れ、設置市事務、人材育成プログラム等につ

いて、資料をもとに説明し、意見交換 
第５回 

（H30.7.4） 

○一時保護所、人員体制等について、資料をもとに説明し、意見

交換 
第６回 

（H30.9.5） 

○一時保護所の運営、人員体制、ケースの引継ぎ等について、資

料をもとに説明し、意見交換 

第７回 

（H30.11.5） 

○社会的養護、虐待通告窓口等について、資料をもとに説明し、

意見交換 
○ケース引継ぎ（案）について、都から資料をもとに説明があ

り、意見交換 
第８回 

（H30.12.28） 

○設置計画案について、資料をもとに説明し、総括的に意見交換 

 
 

「児童相談所設置計画案のモデル的確認作業」実施概要 

＜荒川区＞ 

 

回（年月日） 内 容 

第１回 

（H29.6.21） 
○設置計画案の全般的事項について、資料をもとに説明し、意見

交換 
第２回 

（H29.8.28） 

○一時保護所の整備及び運営について、図面等の資料をもとに説

明し、意見交換 
第３回 

（H29.9.11） 

○相談対応の流れ、人材確保・育成計画等について、資料をもと

に説明し、意見交換 

別紙９ 
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第４回 

（H29.11.14） 

○社会的養護等の体制整備等について、資料をもとに説明し、意

見交換 
第５回 

（H30.2.2） 

○職員の確保・育成策、児童相談所システムの導入等について、

資料をもとに説明し、意見交換 
第６回 

（H30.6.28） 
○設置計画案について、資料をもとに説明し、意見交換 

第７回 

（H30.10.31） 

○相談対応の流れ、休日・夜間対応等について、資料をもとに説

明し、意見交換 
○ケース引継ぎ（案）について、都から資料をもとに説明があ

り、意見交換 
 
 

「児童相談所設置計画案のモデル的確認作業」実施概要 

＜江戸川区＞ 

 
回（年月日） 内 容 

第１回 

（H29.6.7） 
○設置計画案の全般的事項について、資料をもとに説明し、意見

交換 
第２回 

（H29.8.2） 

○児童相談行政の体制について、資料をもとに説明し、意見交換 

第３回 

（H29.8.22） 

○一時保護所の整備及び運営について、図面等の資料をもとに説

明し、意見交換 
第４回 

（H29.12.25） 

○職員確保・人材育成、相談援助活動等の流れ等について、資料

をもとに説明し、意見交換 
第５回 

（H30.2.8） 

○社会的養護の整備等について、資料をもとに説明し、意見交換 

第６回 

（H30.5.29） 
○設置計画案について、資料をもとに説明し、意見交換 

第７回 

（H30.7.25） 
○設置計画案について、資料をもとに説明し、意見交換 

第８回 

（H30.10.10） 

○設置計画案について、資料をもとに説明し、意見交換 
○ケース引継ぎ（案）について、都から資料をもとに説明があ

り、意見交換 
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第４回 

（H29.11.14） 

○社会的養護等の体制整備等について、資料をもとに説明し、意

見交換 
第５回 

（H30.2.2） 

○職員の確保・育成策、児童相談所システムの導入等について、

資料をもとに説明し、意見交換 
第６回 

（H30.6.28） 
○設置計画案について、資料をもとに説明し、意見交換 

第７回 

（H30.10.31） 

○相談対応の流れ、休日・夜間対応等について、資料をもとに説

明し、意見交換 
○ケース引継ぎ（案）について、都から資料をもとに説明があ

り、意見交換 
 
 

「児童相談所設置計画案のモデル的確認作業」実施概要 

＜江戸川区＞ 

 
回（年月日） 内 容 

第１回 

（H29.6.7） 
○設置計画案の全般的事項について、資料をもとに説明し、意見

交換 
第２回 

（H29.8.2） 

○児童相談行政の体制について、資料をもとに説明し、意見交換 

第３回 

（H29.8.22） 

○一時保護所の整備及び運営について、図面等の資料をもとに説

明し、意見交換 
第４回 

（H29.12.25） 

○職員確保・人材育成、相談援助活動等の流れ等について、資料

をもとに説明し、意見交換 
第５回 

（H30.2.8） 

○社会的養護の整備等について、資料をもとに説明し、意見交換 

第６回 

（H30.5.29） 
○設置計画案について、資料をもとに説明し、意見交換 

第７回 

（H30.7.25） 
○設置計画案について、資料をもとに説明し、意見交換 

第８回 

（H30.10.10） 

○設置計画案について、資料をもとに説明し、意見交換 
○ケース引継ぎ（案）について、都から資料をもとに説明があ

り、意見交換 
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「児童相談所運営・児童相談所設置市事務にかかる勉強会」開催概要 

 
回（年月日） テーマ 

第１回 

（H29.6.21） 
児童相談所における児童虐待相談対応について 

第２回 

（H29.8.7） 
児童相談所における非行相談対応について 

第３回 

（H29.9.6） 
社会的養護について 

第４回 

（H29.10.5） 
児童相談所における人材育成について 

第５回 

（H30.1.24） 
一時保護所について 

第６回 

（H30.7.9） 

児童相談所設置市事務（小児慢性特定疾病医療費助成、結核児童

の療育給付、入院助産） 

第７回 

（H31.1.25） 
児童相談所設置市事務（児童福祉審議会、被措置児童虐待） 

第８回 

（R1.10.4） 
児童相談所設置市事務（里親、児童養護施設、乳児院） 

第９回 

（R1.10.4） 
児童相談所設置市事務（里親、児童養護施設、乳児院） 

第 10 回 

（R2.1.31） 
児童相談所設置市事務（障害児支援） 
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「特別区児童相談所の設置に向けた広域調整に係る検討会」 

 

 １．検討メンバー  

（令和 5年 3月 27 日現在、主要検討メンバー）  

【都側】・福祉保健局少子社会対策部計画課長、家庭支援課長、事業調整担当課長、 

育成支援課長 
・児童相談センター事業課長、保護第一課長、児童相談専門員、 

児童心理専門課長 
・福祉保健局総務部区市町村連絡調整担当課長 

【区側】・港区、品川区、世田谷区、中野区、豊島区、荒川区、板橋区、葛飾区、江戸

川区の児童相談所開設準備担当の課長級 
・特別区長会事務局制度担当課長 

  ※ 上記に加え、検討課題に応じて関係部署の課長級が参加 

 
 ２．検討事項  

（１）入所施設に関すること 
◇児童養護施設・乳児院（入所枠の設定、割愛、入所状況の共有、都立児童養護

施設の取扱いなど） 
◇児童自立支援施設（都への委託方法、入所手続など） 
◇自立援助ホーム（入所枠の設定、入所状況の共有など） 
◇障害児施設（入所手続など） 
◇措置費等（都区間の負担方法、施設への支払方法、都単独加算の取扱いなど） 

（２）里親に関すること 
◇相互委託（里親・委託予定児童情報の共有、親担当・子担当の役割分担、委託

の手続・ルール、委託費など） 
◇里親転居時の取扱い（簡易な認定手続きなど） 

（３）一時保護所に関すること 
◇相互利用（実施の可否、実施する場合の入所調整・費用負担など） 

（４）その他、検討が必要な事項 
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「特別区児童相談所の設置に向けた広域調整に係る検討会」 

 

 １．検討メンバー  

（令和 5年 3月 27 日現在、主要検討メンバー）  

【都側】・福祉保健局少子社会対策部計画課長、家庭支援課長、事業調整担当課長、 

育成支援課長 
・児童相談センター事業課長、保護第一課長、児童相談専門員、 

児童心理専門課長 
・福祉保健局総務部区市町村連絡調整担当課長 

【区側】・港区、品川区、世田谷区、中野区、豊島区、荒川区、板橋区、葛飾区、江戸

川区の児童相談所開設準備担当の課長級 
・特別区長会事務局制度担当課長 

  ※ 上記に加え、検討課題に応じて関係部署の課長級が参加 

 
 ２．検討事項  

（１）入所施設に関すること 
◇児童養護施設・乳児院（入所枠の設定、割愛、入所状況の共有、都立児童養護

施設の取扱いなど） 
◇児童自立支援施設（都への委託方法、入所手続など） 
◇自立援助ホーム（入所枠の設定、入所状況の共有など） 
◇障害児施設（入所手続など） 
◇措置費等（都区間の負担方法、施設への支払方法、都単独加算の取扱いなど） 

（２）里親に関すること 
◇相互委託（里親・委託予定児童情報の共有、親担当・子担当の役割分担、委託

の手続・ルール、委託費など） 
◇里親転居時の取扱い（簡易な認定手続きなど） 

（３）一時保護所に関すること 
◇相互利用（実施の可否、実施する場合の入所調整・費用負担など） 

（４）その他、検討が必要な事項 
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 ３．開催概要  

回（年月） 検討事項等 

第１回 

（H30. 5） 

○検討事項等の確認 

○東京都との協議事項に関する特別区の考え方等について説明 

第２回 

（H30. 7） 
○入所施設について検討 

第３回 

（H30. 8） 

○入所施設について検討 

○里親について検討 

第４回 

（H30.10） 

○入所施設について検討 

○里親について検討 

第５回 

（H30.12） 

○入所施設について検討 

○里親について検討 

○一時保護所について検討 

第６回 

（H31.3） 

○入所施設について検討 

○里親について検討 

○一時保護所について検討 

第７回 

（R1.5） 

○入所施設について検討 

○里親について検討 

○一時保護所について検討 

第８回 

（R1.10） 

○入所施設について検討 

○里親について検討 

○一時保護所について検討 

第９回 

（R1.12） 

○入所施設について検討 

○里親について検討 

○一時保護所について検討 

10 回 

書面開催 

R3.3.23 

↓ 

R3.3.30 

○協議結果（改定版）のとりまとめ 

11 回 

書面開催 

R4.3.25 

↓ 

R4.3.31 

○協議結果（改定版）のとりまとめ 

12 回 

書面開催 

R5.3.27 

↓ 

R5.3.31 

○協議結果（改定版）のとりまとめ 

 

7777



児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一部を改正する法律

（令和元年 6 月 19 日成立、同年同月 26 日公布）附則【抜粋】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考＞ 児童虐待防止対策の抜本的強化について（平成 31 年 3 月 19 日、児

童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定）【抜粋】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（検討等） 
第７条 〔略〕 
２～５ 〔略〕 
６ 政府は、この法律の施行後５年間を目途として、児童相談所及び児童福

祉法第１２条の４に規定する児童を一時保護する施設（以下この項及び第

８項において「児童相談所等」という。）の整備の状況、児童福祉司その

他の児童相談所の職員の確保の状況等を勘案し、地方自治法第２５２条の

２２第１項の中核市及び特別区が児童相談所を設置することができるよ

う、児童相談所等の整備並びに職員の確保及び育成の支援その他必要な措

置を講ずるものとする。 
７ 政府は、前項の支援を講ずるに当たっては、関係地方公共団体その他の

関係団体との連携を図るものとする。 
８、９ 〔略〕 

３ 児童虐待発生時の迅速・的確な対応 
（２）児童相談所の設置促進 
  ② 中核市・特別区の児童相談所の設置の促進 

・政府は、施行後５年間を目途に、 施設整備、人材確保の状況等を勘

案し、中核市及び特別区が児童相談所を設置できるよう、施設整備、

人材確保・育成の支援その他の措置を講ずるものとする。 
・その支援を講ずる に当たっては、関係地方公共団体 その他の関係

団体との連携を図るものとする。 
・政府は、施行後５年を目途に、支援等の実施状況、児童相談所の設置

状況及び児童虐待を巡る状況等を勘案し、施設整備、人材確保・育成

の支援の在り方について検討を加え、必要な措置を講ずるものとす

る。 
・具体的には、中核市及び特別区における児童相談所の設置に向けて、

国と中核市及び都道府県等の関係団体が参画する協議の場を国にお

いて設置するほか、児童相談所設置に向けた支援を抜本的に拡充す

る。 
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児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一部を改正する法律

（令和元年 6 月 19 日成立、同年同月 26 日公布）附則【抜粋】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考＞ 児童虐待防止対策の抜本的強化について（平成 31 年 3 月 19 日、児

童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定）【抜粋】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（検討等） 
第７条 〔略〕 
２～５ 〔略〕 
６ 政府は、この法律の施行後５年間を目途として、児童相談所及び児童福

祉法第１２条の４に規定する児童を一時保護する施設（以下この項及び第

８項において「児童相談所等」という。）の整備の状況、児童福祉司その

他の児童相談所の職員の確保の状況等を勘案し、地方自治法第２５２条の

２２第１項の中核市及び特別区が児童相談所を設置することができるよ

う、児童相談所等の整備並びに職員の確保及び育成の支援その他必要な措

置を講ずるものとする。 
７ 政府は、前項の支援を講ずるに当たっては、関係地方公共団体その他の

関係団体との連携を図るものとする。 
８、９ 〔略〕 

３ 児童虐待発生時の迅速・的確な対応 
（２）児童相談所の設置促進 
  ② 中核市・特別区の児童相談所の設置の促進 

・政府は、施行後５年間を目途に、 施設整備、人材確保の状況等を勘

案し、中核市及び特別区が児童相談所を設置できるよう、施設整備、

人材確保・育成の支援その他の措置を講ずるものとする。 
・その支援を講ずる に当たっては、関係地方公共団体 その他の関係

団体との連携を図るものとする。 
・政府は、施行後５年を目途に、支援等の実施状況、児童相談所の設置

状況及び児童虐待を巡る状況等を勘案し、施設整備、人材確保・育成

の支援の在り方について検討を加え、必要な措置を講ずるものとす

る。 
・具体的には、中核市及び特別区における児童相談所の設置に向けて、

国と中核市及び都道府県等の関係団体が参画する協議の場を国にお

いて設置するほか、児童相談所設置に向けた支援を抜本的に拡充す

る。 
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世田谷区及び江戸川区を児童相談所設置市に指定する 

政令の閣議決定について 
 
本日、令和２年４月に世田谷区及び江戸川区を児童相談所設置市に指定する

「児童福祉法施行令の一部を改正する政令」が閣議決定されました。 
追って、令和２年７月に児童相談所の設置を予定している荒川区についても、

同様の決定が行われる見込みです。 
 特別区では、これまで児童相談所移管モデルの策定や児童相談所移管に係る

課題の対応策の検討、人材の専門性強化を図るための児童相談所等への派遣研

修や特別区職員研修所における各種専門研修の実施、東京都との児童相談所設

置計画案の確認作業や児童養護施設等の広域調整に関する協議の実施など、

様々な取組を行ってきました。 
今回の閣議決定は、長年にわたって積み重ねてきた取組の成果と、これらの

取組に関わった特別区職員の思いが結実したものであり、特別区の歴史に大き

な画期をなすものであります。 
これまでの特別区の取組に対し、多大なご支援、ご協力をいただいた国や東

京都をはじめとする関係者の皆さまに、改めて深く感謝を申し上げます。 
また、多くの特別区職員の研修を受け入れていただいている東京都、全国の

県市及び児童養護施設等の施設関係者の皆さまに、心からお礼を申し上げます。 
来年度から、特別区による児童相談所の設置が始まり、その後も開設する区

が続くことになります。国や東京都をはじめ、関係者の皆さまには、今後も変

わらぬご支援、ご協力をいただきますよう、お願い申し上げます。 
折から、虐待により幼い子どもの命が奪われる痛ましい事件が相次いで発生

し、児童虐待防止対策の強化が社会的に大きな課題になっています。 
国においては、本年８月、児童虐待防止に向けて、国、都道府県及び市区町

村における体制強化を進めるため、国と地方団体との協議の場が設置され、特

別区も構成員として参画させていただくことになりました。 
また、東京都においても、改めて東京全体の児童相談体制を検討することが

重要であるとの認識のもと、東京都と区市町村合同で東京都児童相談体制等検

討会が設置され、本年５月から検討が開始されています。 
特別区としては、こうした協議や検討を踏まえながら、東京都との連携、協

力のもと、新しい児童相談行政の姿をつくっていく必要があると考えています。 
特別区は、住民生活に密着した基礎自治体として、子どもと家族を地域で支

え、安心して、健やかな暮らしが送れるよう、総力を挙げて取り組んでいく所

存です。 
皆さまのご理解、ご支援を衷心よりお願い申し上げます。 

 令和元年８月２２日 
特別区長会会長 

                        江東区長 山﨑 孝明 
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Ⅳ 都区財政調整制度と協議の現状 
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Ⅳ 都区財政調整制度と協議の現状 

80

都都・・特特別別区区交付 46団体 不交付 1団体

交付 1,652団体 不交付 66団体

※交付団体数は令和4年度

特別区は別の財源保障制度で対応

調整税の一定割合
≪都区間配分≫

Ａ区

≪区間配分≫

Ｂ区 ・・・

基準財政需要額－基準財政収入額＝交付額 （※収入超過は不交付）

特別区がひとしくその行うべき
事務を遂行できるよう交付

（（不不交交付付））

Ａ県

ａ市

Ｂ県
・・・

b町

ｃ村

・・・

地方交付税制度

国税４税の一定割合＋地方法人税の全額

所得税･法人税
消費税･酒税

地方公共団体がひとしく
その行うべき事務を遂行

できるよう交付

地方自治の本旨の実現と地方団体の独立性の強化
※個々の算定は技術的に困難

特別区は都と合合算算で算定

２２つつのの財財政政調調整整制制度度
※※都都区区合合算算ででのの算算定定ののたた
めめ、、個個々々のの区区のの財財源源がが保保
障障さされれたたととはは言言ええなないい。。

都区財政調整制度

 
 
 

都区財政調整制度が必要な理由

大都市としての一体性・統一性を確保する
ため、事務配分や課税権の特例に対応した
財源保障制度が必要

都に留保される事務に市町村税を充てる
ため、都区間の財源配分が必要

⇒都と特別区の財源配分機能

特別区相互間に著しい税源の偏在がある
中で、行政水準の均衡が必要

⇒特別区の財源保障機能、財源調整機能
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特別区に関する財政制度上の特例措置 
項 目 特別区の特例 特例が置かれている理由 

市 町 村 税 

（ 地 方 税 法 ） 

○以下の税目は都が課税 

（普通税） 

・市町村民税法人分 

・固定資産税 

・特別土地保有税 

 

（目的税） 

・事業所税 

・都市計画税 

○以下に該当する税を都区財政調整

の財源とするため 

・特別区相互間において特に税源の

偏在が見られる税であること 

・都と特別区の財源調整を賄うに足

る規模を有すること 

・税の使途が制限されていないこと 

○事業所税の目的である都市環境の

整備事業は広域的な地域を視野に

入れて事業展開することが必要 

○都市計画税の目的である都市計画

事業のかなりの部分を都が実施、ま

た固定資産税を都が課税 

交 付 金 

（ 地 方 税 法 ） 

○以下の交付金は都に交付 

・国有資産等所在市町村交付金 

・国有提供施設等所在市町村交付金 

○都が課税する固定資産税に関連す

る代替措置であるため 

地 方 譲 与 税 

（ 各 譲 与 税 法 ） 

○以下の譲与税は都に譲与 

・特別とん譲与税 

地 方 交 付 税 

（地方交付税法） 

○都区合算（特別区の区域全体

を一の市町村とみなし都分と

合算算定、都に交付） 

○全国の普遍的・標準的な行政水準を

確保する交付税制度の中で、都区間

の事務や財源区分等の特例に応じ

た個別算定は技術的に極めて困難 

○交付税制度と都区財政調整制度が

相まって都区双方の財源を保障 

財 政 調 整 

（ 地 方 自 治 法 ） 

○以下の税目等の一定割合を

財源に都が区に特別区財政

調整交付金を交付 

・市町村民税法人分 

・固定資産税 

・特別土地保有税 

・法人事業税交付対象額 

・固定資産税減収補填特別交付金※ 

（※令和 3 年度から令和 8 年度に限る） 

○都区財政調整に関して都区協

議会で協議 

○大都市の一体性・統一性を確保する

ため、事務配分や課税権の特例に

対応した財源保障制度が必要 

○都に留保される事務に市町村税を

充てるため、都区間の財源配分が必

要 

○特別区相互間に著しい税源の偏在

がある中で、行政水準の均衡が必要 

地 方 債 

（ 地 方 財 政 法 ） 

○地方債を起こす場合、区の普

通税以外に都の調整税につ

いても標準税率未満である場

合には都知事の許可が必要 

○調整税は、特別区民にとって基幹的

な税であり、都区財政調整制度を通

じて特別区の固有財源的な性格を

持つことから、世代間の負担公平の

確保が必要 
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特別区に関する財政制度上の特例措置 
項 目 特別区の特例 特例が置かれている理由 

市 町 村 税 

（ 地 方 税 法 ） 

○以下の税目は都が課税 

（普通税） 

・市町村民税法人分 

・固定資産税 

・特別土地保有税 

 

（目的税） 

・事業所税 

・都市計画税 

○以下に該当する税を都区財政調整

の財源とするため 

・特別区相互間において特に税源の

偏在が見られる税であること 

・都と特別区の財源調整を賄うに足

る規模を有すること 

・税の使途が制限されていないこと 

○事業所税の目的である都市環境の

整備事業は広域的な地域を視野に

入れて事業展開することが必要 

○都市計画税の目的である都市計画

事業のかなりの部分を都が実施、ま

た固定資産税を都が課税 

交 付 金 

（ 地 方 税 法 ） 

○以下の交付金は都に交付 

・国有資産等所在市町村交付金 

・国有提供施設等所在市町村交付金 

○都が課税する固定資産税に関連す

る代替措置であるため 

地 方 譲 与 税 

（ 各 譲 与 税 法 ） 

○以下の譲与税は都に譲与 

・特別とん譲与税 

地 方 交 付 税 

（地方交付税法） 

○都区合算（特別区の区域全体

を一の市町村とみなし都分と

合算算定、都に交付） 

○全国の普遍的・標準的な行政水準を

確保する交付税制度の中で、都区間

の事務や財源区分等の特例に応じ

た個別算定は技術的に極めて困難 

○交付税制度と都区財政調整制度が

相まって都区双方の財源を保障 

財 政 調 整 

（ 地 方 自 治 法 ） 

○以下の税目等の一定割合を

財源に都が区に特別区財政

調整交付金を交付 

・市町村民税法人分 

・固定資産税 

・特別土地保有税 

・法人事業税交付対象額 

・固定資産税減収補填特別交付金※ 

（※令和 3 年度から令和 8 年度に限る） 

○都区財政調整に関して都区協

議会で協議 

○大都市の一体性・統一性を確保する

ため、事務配分や課税権の特例に

対応した財源保障制度が必要 

○都に留保される事務に市町村税を

充てるため、都区間の財源配分が必

要 

○特別区相互間に著しい税源の偏在

がある中で、行政水準の均衡が必要 

地 方 債 

（ 地 方 財 政 法 ） 

○地方債を起こす場合、区の普

通税以外に都の調整税につ

いても標準税率未満である場

合には都知事の許可が必要 

○調整税は、特別区民にとって基幹的

な税であり、都区財政調整制度を通

じて特別区の固有財源的な性格を

持つことから、世代間の負担公平の

確保が必要 
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市町村税等の都区配分の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（単位：千円）

都 区

3年度決算 3年度決算

○ 1,071,280,018

◎ 628,091,323

(44.9%) (282,013,004) (55.1%) (346,078,319) （配分割合で按分後の数値）

普 1,319,010,532

◎ 1,308,480,351

市 (44.9%) (587,507,678) (55.1%) (720,972,673) （配分割合で按分後の数値）

国有資産等所在市町村交付金 ○ 10,530,181

通 ○ 4,383,039

○ 74,137,362

○ 0

町 ◎ 0

税 (44.9%) (0) (55.1%) (0) （配分割合で按分後の数値）

◎ 81,643,793 令和２年度より調整税等に算入

(44.9%) (36,658,063) (55.1%) (44,985,730) （配分割合で按分後の数値）

◎ 17,656,647 令和３年度から令和８年度の間調整税等に算入

(44.9%) (7,927,835) (55.1%) (9,728,812) （配分割合で按分後の数値）

○ 486,000

63.91% 2,036,673,483 36.09% 1,150,286,419

(28.92%) (924,636,761) (71.08%) (2,272,051,953) （配分割合で按分後の数値）

村 ○ 201,145 平成１２年４月区移管

目 ○ 115,523,566

○ 254,430,851

課税していない

的 課税していない

税 課税していない

平成１２年４月制度創設

税 99.95% 369,954,417 0.05% 201,145

(99.95%) (369,954,417) (0.05%) (201,145) （配分割合で按分後の数値）

67.66% 2,406,627,900 32.34% 1,150,487,564

(36.30%) (1,294,591,178) (63.70%) (2,272,253,098) （配分割合で按分後の数値）

○ 2,945,053

○ 21,210,431 平成１６年４月から区に交付

○ 25,989,972 平成１６年４月から区に交付

○ 254,572,688

○ 35,603 平成１２年４月から区に交付

○ 36

○ 3,167,234 平成３１年４月制度創設

○ 6,692,766

314,613,783

○ 3,508,033 平成２１年４月から区に交付

○ 0

○ 205,297

○ 10,030,010

○ 766,896 平成１２年４月から区に交付

○ 792,227 平成３１年４月制度創設

○ 959,434

○ 35,278

240,575 16,056,600

61.90% 2,406,868,475 38.10% 1,481,157,947 合計 3,888,026,422

(33.22%) (1,294,831,753) (66.78%) (2,602,923,481) （配分割合で按分後の数値）

(注) ◎は都区財政調整の調整税等。参考として（　）内に令和3年度の都区間の配分割合で按分した数値を記載した。

区 分 備 考

特 別 区 民 税 ( 個 人 分 ）

市 町 村 民 税 （ 法 人 分 ）

固 定 資 産 税

純 固 定 資 産 税

計

軽 自 動 車 税

特 別 区 た ば こ 税

鉱 産 税

固定資産税減収補塡特別交付
金

特 別 土 地 保 有 税

法 人 事 業 税 交 付 対 象 額

法 定 外 普 通 税

入 湯 税

事 業 所 税

都 市 計 画 税

水 利 地 益 税

共 同 施 設 税

宅 地 開 発 税

法 定 外 目 的 税

計

合　　　　　計

利 子 割 交 付 金

税

交

付

金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金 等

自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金

計

地 方 揮 発 油 譲 与 税

国 有 提 供 施 設 等 所 在 市 町 村

助 成 交 付 金

計

合　　　　　計

森 林 環 境 譲 与 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

地

方

譲

与

税

等

地 方 道 路 譲 与 税

特 別 と ん 譲 与 税

自 動 車 重 量 譲 与 税

航 空 機 燃 料 譲 与 税
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都都税税等等 約約５５.６６兆兆円円 特特別別区区税税等等 約約１１.５５兆兆円円

市町村財源 約３.９兆円

都区財政調整

都都がが行行うう
府府県県事事務務

約３.２兆円

都都がが行行うう「「市市」」のの事事務務
（都が行う市町村事務）

消防・上下水道など

約１.３兆円

特特別別区区がが行行うう事事務務

都が例外的・限定的に行う市町村事務
以外の市町村事務一般

約２.６兆円

都４４.９％
約０.９兆円

区５５.１％
約１.１兆円

特別区民税等
約１.５兆円

都市計画税
事業所税等

約０.４兆円

府県財源

約３.２兆円
調整税等

（固定資産税、市町村民税法人分、
特別土地保有税、法人事業税

交付対象額等）

約２.０兆円

都都区区間間のの一一般般財財源源配配分分のの状状況況（（令令和和３３年年度度決決算算））

※数値は小数点以下第２位で四捨五入のため、合計が一致しない場合がある。

特特別別区区財財政政調調整整交交付付金金のの規規模模（（令令和和３３年年度度））

特別区税
1兆1,505億円（24%）

その他特定財源
6,376億円（14%）

財調交付金
1兆916億円（23%）

その他一般財源
3,307億円（7%）

国庫支出金
1兆1,348億円（24%）

都支出金
3,685億円（8%）

23区歳入（普通会計）
4兆7,136億円

一般財源 特定財源
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都都税税等等 約約５５.６６兆兆円円 特特別別区区税税等等 約約１１.５５兆兆円円

市町村財源 約３.９兆円

都区財政調整

都都がが行行うう
府府県県事事務務

約３.２兆円

都都がが行行うう「「市市」」のの事事務務
（都が行う市町村事務）

消防・上下水道など

約１.３兆円

特特別別区区がが行行うう事事務務

都が例外的・限定的に行う市町村事務
以外の市町村事務一般

約２.６兆円

都４４.９％
約０.９兆円

区５５.１％
約１.１兆円

特別区民税等
約１.５兆円

都市計画税
事業所税等

約０.４兆円

府県財源

約３.２兆円
調整税等

（固定資産税、市町村民税法人分、
特別土地保有税、法人事業税

交付対象額等）

約２.０兆円

都都区区間間のの一一般般財財源源配配分分のの状状況況（（令令和和３３年年度度決決算算））

※数値は小数点以下第２位で四捨五入のため、合計が一致しない場合がある。

特特別別区区財財政政調調整整交交付付金金のの規規模模（（令令和和３３年年度度））

特別区税
1兆1,505億円（24%）

その他特定財源
6,376億円（14%）

財調交付金
1兆916億円（23%）

その他一般財源
3,307億円（7%）

国庫支出金
1兆1,348億円（24%）

都支出金
3,685億円（8%）

23区歳入（普通会計）
4兆7,136億円

一般財源 特定財源
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都区財政調整制度のあらまし 

 

１１  都都区区財財政政調調整整制制度度のの意意義義  

 都と特別区の間には、他の自治体には見られない、財政調整の仕組みがあります。これは、

高度に人口が集中する大都市地域における行政を、広域自治体である都と基礎自治体である

複数の特別区の特別な分担関係で処理する都区制度に対応した財政上の特別な制度です。 

 まず、通常基礎自治体が行っている事務のうち特別区の区域を通じて一体的に処理する必

要のある事務（上下水道、消防等）を都が処理する特例に対応して、それに見合う基礎自治

体の財源を都にも配分する必要があります。 

また、個々の特別区の間には著しい税源の偏在があり、特別区の区域の行政が大都市地域

としての均衡を保つためには、特別区間の財源調整を行って、必要な財源を担保する必要が

あります。 

このため、通常基礎自治体の財源とされる税の一部を都が都税として徴収し、都区の協議

により、都区間及び特別区間の財政調整を行っており、この仕組みを都区財政調整制度とい

います。 

平成12年に施行された都区制度改革(注１)によって、従来政令に委ねられていた都区財政調

整制度は、地方交付税と並ぶ法律上の財源保障制度として特別区の財政自主権を支えるもの

となりました。 

この制度は、地方交付税において都区が合算で算定されている代わりに、特別区全体及び

個々の特別区の財源保障を行う役割を果たしているものでもあります。 

（注１）都区制度改革 : 平成12年4月、大都市地域における行政の一体性・統一性の確保に配慮しつつ、特別区

の自主性・自立性を強化した改革。その結果、都は広域自治体として、特別区は基礎的自治体として法に明記

され、都区間の役割分担及び財源配分の原則が定められた。 
 

２２  都都区区財財政政調調整整のの目目的的  

都区財政調整の目的は、①都と特別区の間の財源の均衡化を図ること、また、②特別区相

互間の財源の均衡化を図ること、さらに、③特別区の行政の自主的かつ計画的な運営を確保

することにあります。 

この趣旨に従って、都は条例で特別区財政調整交付金を交付しています。（自治法第282条

第１項） 

 

３３  特特別別区区財財政政調調整整交交付付金金のの性性格格  

自治法第282条第2項は、都は、都が賦課徴収する市町村税のうち、固定資産税、市町村民

税法人分、特別土地保有税（この三税を「調整税」という）の収入額と法人事業税交付対象

額及び固定資産税減収補塡特別交付金（注２）の合算額の一定割合を、「特別区がひとしくその

行うべき事務を遂行することができるように」交付することを定めています。 

このことは、都と区の事務配分に応じて、調整税の収入額の一定割合を特別区の「固有財

源」として保障するものです。都区制度改革により、法に明記されたことでその性格が一層

明確になりました。 

この特別区財政調整交付金は、特別区の一般財源であり、その使途は各区の自主的な判断

に任されており、国や都がその使途を制限したり、条件をつけることはできません。 

（注２）令和3年度から令和8年度までの間、財政調整交付金の財源となる。 
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４４  都都区区間間のの協協議議  

都区財政調整は、都税として徴収される三税と法人事業税交付対象額及び固定資産税減収

補塡特別交付金を原資として、東京都の条例に基づき、特別区への配分割合と算定方法が定

められ、都の予算に計上されて、特別区に交付されます。都が条例を定めるに当たっては、

都区協議会(注３)という法定の協議組織の意見を聴く必要があり、そのための事前協議の組織

として、都区財政調整協議会を設けて毎年度都区間で協議を行っています。 

 都区協議会は、都知事をはじめとする都の理事者と、特別区の区長の代表者で構成されて

おり、また都区財政調整協議会は、都の行政部長をはじめとする理事者と、特別区の副区長

の代表者等で構成されています。なお、都区財政調整協議会の下に、実務的な検討を行う幹

事会が設けられています。 

東京都は、この協議での合意を受けて、条例改正、予算措置を行って、条例に基づく一定

の基準により特別区ごとの需要額と収入額の計算を行い、不足分を交付します。 

（注３）都区協議会 : 地方自治法の規定に基づき、「都及び特別区の事務の処理について、都と特別区及び特別

区相互間の連絡調整を図るため」都と特別区が共同で設ける必置機関（自治法第282条の２）。都知事が特別区

財政調整交付金に関する条例を制定する場合は、あらかじめ都区協議会の意見を聴かなければならないとされ

ている。 

 

５５  交交付付金金のの総総額額  

交付金の総額は、都が特別区の区域で賦課・徴収する市町村税のうち、固定資産税、市町

村民税法人分及び特別土地保有税の収入額と、法人事業税交付対象額及び固定資産税減収補

塡特別交付金の合算額に条例で定める一定割合を乗じた額です。 

配分割合は令和2年度都区財政調整協議において、児童相談所の設置を踏まえ特例的な対応

として、令和2年度から0.1％増やし、55.1％(注４)となっています。 

配分割合は、都区間の事務配分に応じって定められるものであり、税財政制度の改革や都

区の役割分担の変更等があった場合に変更することとされています。 

なお、現在都が処理している事務のうち基礎自治体の財源で処理すべき範囲が明確にされ

ていないため、都区間の役割分担の明確化とそれに応じた財源配分の整理が以前から課題と

されています。 

交付金の総額 ＝ ( 固定資産税 ＋ 市町村民税法人分 ＋ 特別土地保有税 ＋ 

法人事業税交付対象額 ＋ 固定資産税減収補塡特別交付金) × 一定割合 (５５.１％) 

（注４）都区間の財源配分に関する事項について、都区の見解が大幅に乖離しているため、令和5年度都区財政調

整については、令和5年4月1日時点で引き続き協議中。 
 

６６  交交付付金金のの種種類類  

交付金には、普通交付金と特別交付金の2種類があります。 

普通交付金の総額は、交付金の総額に100分の95を、特別交付金の総額は、交付金の総額に

100分の5を乗じて得た額に相当する額です。 

 

(１) 普通交付金 

基準財政需要額(注５)が、基準財政収入額(注６)を超える区に対し交付されます。 

 

(２) 特別交付金 

普通交付金の算定期日(注７)後に生じた災害等により特別の財政需要があるなどの事情が

ある区に対して、当該区の申請に基づき年2回に分けて交付されます。 
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４４  都都区区間間のの協協議議  
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（注５）基準財政需要額 : 各特別区が標準的水準で行政を行う場合に必要な経費のうち一般財源で賄うべき額を

一定の基準により算定したものをいう。 

（注６）基準財政収入額 : 各特別区の一般財源収入額を一定の基準で算定したものをいう。 

（注７）普通交付金の算定期日 : 毎年度４月１日現在により、算定する。 

 

７７  普普通通交交付付金金のの算算定定  

(１) 算定の考え方 

各特別区に交付される普通交付金の額は、交付金の総額の範囲内で、地方交付税に準じ

た方法で算定されます。 

(２) 算定方法 

各区に交付されるべき普通交付金の額は、各区ごとに算定された財源不足額であり、次

の式で表されます。 

財源不足額 ＝ 基準財政需要額 － 基準財政収入額 

 

(３) 基準財政需要額の算定 

基準財政需要額は、各特別区が標準的な行政を賄うのに必要な経費について、国庫支出

金等の特定財源を充てる分は除き、一般財源で対応すべき額を算出するものです。 

具体的には、特別区の平均的な規模である35万人規模の団体を想定し（これを「標準区」

といいます。）、そこでどのような経費が標準的に必要となるかを設定し、これをもとに、

人口規模等に応じて増減させることにより、各特別区の必要額を積算する手法がとられて

います。 

 これは、算定を合理的に行うとともに、各特別区の自主的な財政運営に支障が生じない

よう、できる限り自動的、客観的な方法で算定しようとするものです。 

 

ア 経費の種類 

基準財政需要額は、経常的経費と投資的経費に分かれ、さらに民生費や土木費等の各

費目に区分されています。 

経常的経費には、議会総務費、民生費、衛生費、清掃費、経済労働費、土木費、教育

費、その他諸費の8費目、投資的経費には、その他諸費を除く7費目があります。 

イ 算定方法 

   具体的な算定は、費目ごとに次の式によって積算した額を合計して求められます。 

 

単位費用(注８) × 測定単位(注９) × 補正係数(注１０) 

 

   測定単位とは、それぞれの費目ごとに、最も相関すると考えられる指標（人口や道路

面積等）であり、それぞれの費目ごとに標準区で設定した必要経費を標準区の測定単位

で割り返したもの（測定単位が人口であれば、一人当たりの必要経費となります。）が単

位費用です。 

この単位費用に各特別区の測定単位の数値を掛け合わせて、それぞれの特別区の必要

額を算出することになりますが、実際の必要経費は、単純に測定単位の大きさに正比例

して増減するわけではありません。  

そこで、実際の姿とかけ離れた算定にならないよう、一定の補正を行うのが、補正係

数です。 

（注８）単位費用 : 標準区（特別区の標準的な人口規模である35万人の団体を想定したもの）における費目ごと

の測定単位あたりの一般財源所要額。 

（注９）測定単位 : 費目ごとに、最も相関すると思われる指標として設定したもの（人口、道路面積、児童数等）。 

（注１０）補正係数 : 団体の規模に正比例しない経費について、実際の所要額とかけ離れた算定にならないよう、

測定単位の数値を補正する係数。 
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(４) 基準財政収入額の算定 

基準財政収入額は、基準財政需要額に充てられる各特別区の特別区税や地方譲与税等の

一般財源収入額を見込むものです。 

このうち、地方譲与税等及び地方消費税交付金のうち地方消費税率引上げに伴う増収分

以外は、見込額の85％分を基準財政収入額として算定し、15％分は、各特別区が基準財政

需要額に相当する経費以外の財源に使えるようにしています。 

特別区全体の見込額をもとに、税目等ごとの過去3ヵ年の構成比等により各特別区の額が

算定されます。 

基準財政収入額 ＝ ( 標準的な地方税収入見込額 × ８５％ )＋地方譲与税等及び地方消費税

交付金のうち地方消費税率引上げに伴う増収分の見込額 
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(４) 基準財政収入額の算定 
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特別区全体の見込額をもとに、税目等ごとの過去3ヵ年の構成比等により各特別区の額が

算定されます。 
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交付金のうち地方消費税率引上げに伴う増収分の見込額 
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特別区財政調整交付金算定の仕組み 

○ 1兆1,093億円★には、令和2年度分の精算額185億円を含む。

※図中の数値は、令和4年度フレーム（都区財政調整方針に基づく算定見込み額）に基づく数値である。
※端数の調整により合計が合わない場合がある

基準財政需要額－基準財政収入額＝普通交付金

　ただし、基準財政収入額が基準財政需要額を

　超える区は不交付となる

各区別に基準財政需要額と
基準財政収入額を算定

都が賦課徴収して

いる調整税と法人

事業税交付対象額

及び固定資産税減

収補塡特別交付金

都の合算額の一定

割合(55.1%)が、

交付金の総額とし

て財調交付金の原

資となる。

一般会計

特別区財政調整会計

特別交付金
（5％分）

普通交付金
（95％分）

市
町
村
民
税

（
法
人
分
）

5,507億円 固

定

資

産

税

1兆3,543億円

特
別
土
地

保
有
税

0.1億円

1兆1,093億円★

1兆9,797億円

繰入れ
交付金総額

1兆1,093億円
95％

5％

1兆539億円

555億円

財源不足額
(普通交付金)
1兆539億円

基基準準財財政政収収入入額額
11兆兆22,,333355億億円円

85%

・議会総務費

・民 生 費
・衛 生 費

・清 掃 費

・経済労働費
・土 木 費

・教 育 費

・その他諸費

基基準準財財政政需需要要額額
22兆兆22,,887744億億円円

算定方法

測定単位×
補正係数×

単位費用

特別な財政需要特 別 交 付 金

災害等、普通交付金で算定されない特別の

財政需要がある場合特別交付金を交付する

55.1%

東 京 都 特 別 区

100 %

算定方法

特別区民税
特別区たばこ税

地方消費税

交付金 ほか

地方譲与税等

◆

〇地方消費税交付金◆のうち、地方消費税率

引上げに伴う増収分については、基準財政

収入額に100%算入される。

法
人
事
業
税

交
付
対
象
額

746億円

固
定
資
産
税
減
収

補
塡
特
別
交
付
金

0.03億円

調整税と
交付金の総額
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交付金の算定方法 

①基準財政収入額 

  

☆☆財財調調とと地地方方交交付付税税

基準財政収入額の算定方法

特別区税・税交付金の見込額

地方譲与税等の見込額

※標準的な収入歩合で算定

＋

× 基準税率85％ 基準税率外の15％
＋

「その他行政費」
（特別区民税等の10％相当額
を人口等で算定）

※特別区の財源の均衡を配慮

自自主主税税源源のの考考ええ方方

区区別別算算定定方方法法

各税目の当初
フレーム額 ×

当該区の前3ヵ年決算調定額

23区全体の前3ヵ年決算調定額

財調 地方交付税

基準税
率があ
るもの

85％％
地方税

（特別区民税、特別区た
ばこ税 等）
税交付金
（地方消費税交付金※ 等）

地方特例交付金

75％％
地方税
税交付金
市町村交付金
地方特例交付金

100％
算入

地方譲与税

交通安全対策特別交付
金

地方譲与税

交通安全対策特
別交付金

２２５５％％をを確確保保＝市町村並み

☆三位一体改革の影響対応

※特別区民税・・・H19～21（特例的算定）
※特例加減算額の設定

・・・税源移譲分の影響100％算入
※地方消費税率引上げに伴う増収分については
100％算入

 
 

②基準財政需要額 

基準財政需要額の算定方法

単位費用

×
測定単位

補正係数

×

・・・測定単位当たりの必要経費（一般財源）
（標準区経費÷経費種類ごとに設定の標準規模）

Ｅｘ．人口35万人、道路面積2,322,000㎡など

・・・経費種類ごとに需要額を的確・客観的に算定
するための指標 Ｅｘ．各区の人口、道路面積など

※要件：需要額との相関性が高い、客観的、信頼性

・・・測定単位に正比例しない行政需要等を反映
※種別補正、段階補正、密度補正、態容補正の4種

種 類 補正の必要性（例示）

種別補正 同じ道路面積でも、幅員によって単価が異なる

段階補正 人口規模によって、一人当たり経費が割安又は割高になる

密度補正 同じ人口規模でも、区によって対象者の出現率が異なる

態容補正 地域的条件の違い等によって、23区一律に算定できない

R4財調
ベースで
１１３３００種種の補正
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態容補正 地域的条件の違い等によって、23区一律に算定できない

R4財調
ベースで
１１３３００種種の補正
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基基準準財財政政需需要要額額及及びび基基準準財財政政収収入入額額のの算算定定例例

（（例例））経経常常的的経経費費　　民民生生費費　　社社会会福福祉祉費費
次の補正係数の連乗加算

基準的経費 ・ 段階補正係数(a)
　　社会福祉総務費 固定費の影響を補正

地域福祉計画作成 ・ 密度補正係数Ⅰ(b)

・ 密度補正係数Ⅱ(c)
基準的経費合計　Ａ

特定財源
分担金及び負担金
国庫支出金

・ 態容補正係数Ⅰ(d)

特定財源合計　Ｂ
差引一般財源　Ｃ＝Ａ－Ｂ
測定単位の数値　Ｄ ・連乗加算の方法

単位費用　Ｅ＝Ｃ／Ｄ

（（例例））経経常常的的経経費費　　民民生生費費　　社社会会福福祉祉費費

× × ＝

×（ × ）＝

補正後の測定単位の数値

経常的経費
議会総務費
民生費 23区全体の基準財政収入見込額

社会福祉費 ×Ａ区の決算調定額のシェア
老人福祉費
生活保護費 特別区民税 ×シェア

×シェア
投資的経費

合計 合計

＝ －

3,316,622千円

664,531,886円
1,482,250円

自立支援医療（更生医療）
のうち生活保護受給者のレ
セプト件数の多少による経
費の増減を補正

1.000
福祉型児童発達支援セン
ターの管理運営経費を加算

a+(b-1)+(c-1)+(d-1)

（令和４年度）

心身障害者福祉手当及び難
病手当支給件数の多少によ
る経費の増減を補正

1.042

0.985

1.013

14,808円

14,808円/人

10,649,028,346円

3,628,794,000円
25,289,095円

223,975人

3,316,622千円

6,978,939千円

39,214,467千円 60,368,712千円

21,154,245千円

3,503,224千円

＝

344,055千円

60,368,712千円

3,642,811千円
軽自動車税環境性能割

21,154,245千円

5,466,375,095円
5,182,653,251円

350,000人

215,361人 1.040

894,642,466千円

－

【【標標準準区区】】……人人口口3355万万人人のの特特別別区区をを想想定定

【【ＡＡ区区（（人人口口221155,,336611人人））のの基基準準財財政政需需要要額額】】

単位費用 測定単位 補正係数 算定額

【【ＡＡ区区のの基基準準財財政政収収入入額額】】

普通交付金
（＝財源不足額）

基準財政需要額 基準財政収入額

【【ＡＡ区区のの普普通通交交付付金金算算定定】】

R4.4.1現在

日本人人口+外国人人口

標準区とは、単位費用を算出する
ために、人口等の測定単位が23特別
区の平均に近い標準的な行政規模を
もつと想定した架空の特別区である。
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単位：百万円

基準財政
需要額

基準財政
収入額

普通交付金

千 代 田 30,215 25,922 4,294

中 央 58,743 36,203 22,541

港 71,151 82,226 0

新 宿 82,407 54,422 27,984

文 京 60,425 36,697 23,728

台 東 54,203 26,471 27,732

墨 田 72,177 29,867 42,310

江 東 125,412 61,281 64,131

品 川 100,354 56,685 43,668

目 黒 64,110 46,849 17,261

大 田 161,639 86,784 74,856

世 田 谷 193,777 129,953 63,824

渋 谷 56,918 54,951 1,967

中 野 80,882 38,876 42,006

杉 並 120,503 71,275 49,227

豊 島 71,299 37,374 33,924

北 90,992 35,321 55,671

荒 川 62,654 21,154 41,499

板 橋 131,306 55,809 75,497

練 馬 170,333 76,874 93,460

足 立 168,407 61,522 106,885

葛 飾 123,053 41,604 81,449

江 戸 川 172,465 65,423 107,043

計 2,323,423 1,233,542 1,100,957

-20,000 0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000

千代田

中央

港

新宿

文京

台東

墨田

江東

品川

目黒

大田

世田谷

渋谷

中野

杉並

豊島

北

荒川

板橋

練馬

足立

葛飾

江戸川

財源超過＝不交付

単位：百万円

普通交付金区別算定額（令和4年度）

 

 
 

歳入決算額と財調算定額との関係（令和３年度決算）

00 55000000 1100000000 1155000000 2200000000 2255000000 3300000000 3355000000 4400000000 4455000000 5500000000

財調上の財政需要額

財調上の財政収入額

実際の歳入決算額

億円

基基準準財財政政需需要要額額

基基準準財財政政
収収入入額額

自自主主財財源源分分

区区税税等等
財財調調
交交付付金金

特特定定財財源源

特特別別交交付付金金

そそのの他他行行政政費費
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単位：百万円

基準財政
需要額

基準財政
収入額

普通交付金

千 代 田 30,215 25,922 4,294

中 央 58,743 36,203 22,541

港 71,151 82,226 0

新 宿 82,407 54,422 27,984

文 京 60,425 36,697 23,728

台 東 54,203 26,471 27,732

墨 田 72,177 29,867 42,310

江 東 125,412 61,281 64,131

品 川 100,354 56,685 43,668

目 黒 64,110 46,849 17,261

大 田 161,639 86,784 74,856

世 田 谷 193,777 129,953 63,824

渋 谷 56,918 54,951 1,967

中 野 80,882 38,876 42,006

杉 並 120,503 71,275 49,227

豊 島 71,299 37,374 33,924

北 90,992 35,321 55,671

荒 川 62,654 21,154 41,499

板 橋 131,306 55,809 75,497

練 馬 170,333 76,874 93,460

足 立 168,407 61,522 106,885

葛 飾 123,053 41,604 81,449

江 戸 川 172,465 65,423 107,043

計 2,323,423 1,233,542 1,100,957

-20,000 0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000

千代田

中央

港

新宿

文京

台東

墨田

江東

品川

目黒

大田

世田谷

渋谷

中野

杉並

豊島

北

荒川

板橋

練馬

足立

葛飾

江戸川

財源超過＝不交付

単位：百万円

普通交付金区別算定額（令和4年度）

 

 
 

歳入決算額と財調算定額との関係（令和３年度決算）

00 55000000 1100000000 1155000000 2200000000 2255000000 3300000000 3355000000 4400000000 4455000000 5500000000

財調上の財政需要額

財調上の財政収入額

実際の歳入決算額

億円

基基準準財財政政需需要要額額

基基準準財財政政
収収入入額額

自自主主財財源源分分

区区税税等等
財財調調
交交付付金金

特特定定財財源源

特特別別交交付付金金

そそのの他他行行政政費費
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都区財政調整関係協議の主な経緯 

年年  次次  都都  区区  間間  配配  分分  需需要要算算定定（（区区間間配配分分））  

昭昭和和５５００年年  

((都都区区制制度度改改革革））  

  

  

昭昭和和５５４４年年～～  

（（都都財財政政再再建建））  

  

平平成成４４年年～～  

（（ババブブルル崩崩壊壊のの影影

響響））  

  

平平成成１１００年年  

（（自自治治法法改改正正））  

  

  

平平成成１１２２年年  

((都都区区制制度度改改革革））  

  

  

  

  

  

平平成成１１５５年年～～  

  

  

  

  

  

平平成成１１９９年年  

  

  

  

  

  

  

令令和和２２年年～～  

移移管管等等にに伴伴うう変変更更  

（（4400％％⇒⇒4433％％、、4444％％））  

※配分のあり方は別途検討 

  

都都区区双双方方のの決決算算をを基基礎礎にに配配分分検検討討  

※※分分析析結結果果はは合合意意にに至至ららずず、、引引続続ききのの検検

討討課課題題にに  

  

  

  

  

大大都都市市事事務務決決算算分分析析  

※※分分析析結結果果はは合合意意にに至至ららずず  

（（方方式式自自体体のの限限界界））  

  

清清掃掃事事業業のの移移管管等等にに伴伴うう変変更更  

  （（4444％％⇒⇒5522％％））  

※配分割合の変更事由を確認（（税税財財政政制制

度度のの改改正正やや役役割割分分担担変変更更等等））  

※役割分担を踏まえた財源配分のあり

方は別途協議（（主主要要５５課課題題））  

  

主主要要５５課課題題協協議議  

※※都都のの大大都都市市事事務務分分析析のの結結果果はは合合意意にに

至至ららずず  

※財源配分のあり方は、今後の都区のあ

り方の検討結果に従い整理 

  

当当面面のの配配分分率率決決着着（（5522％％⇒⇒5555％％））  

・・三三位位一一体体改改革革のの影影響響  22％％  

・・都都補補助助金金のの区区自自主主事事業業化化  11％％  

  

  

  

  

児児童童相相談談所所のの設設置置にに伴伴うう協協議議  

（（5555％％⇒⇒5555..11％％））  

※※特特例例的的なな対対応応ととししてて令令和和 22年年度度かからら配配

分分割割合合をを 5555..11％％ととしし、、配配分分割割合合ののあありり方方

ににつついいてて、、令令和和 44年年度度にに改改めめてて協協議議  

一一件件算算定定⇒⇒単位費用化  

  

  

  

都都補補助助金金のの財財調調振振替替ええ  

  

  

需需要要算算定定のの繰繰延延べべ措措置置  

  

  

  

  

  

  

  

需需要要算算定定のの改改善善合合理理化化  

普普通通交交付付金金 9955％％⇒⇒9988％％  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

特特別別交交付付金金  22％％⇒⇒  55％％  

  

 

平平成成 1100年年度度財財調調⇒⇒繰繰延延べべ措措置置のの決決着着  

  ※※小小中中学学校校改改築築経経費費のの財財源源措措置置はは都都区区制制度度改改革革時時にに協協議議 

区区側側のの自自主主的的なな調調整整結結

果果反反映映のの取取組組みみをを強強化化  
都都区区ののあありり方方検検討討をを開開始始  
（（事事務務配配分分、、区区域域、、税税財財政政）） 
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0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63  2  3  4  5  6  7  8  9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 2 3 4

億円

都区財政調整基準財政需要額の推移
特例的対応

（児童相談所の設置に伴う協議）
配分率 55％⇒５５.１％

三位一体改革等
配分率 52％⇒５５％

配分率 ４４％

都区制度改革
配分率 40％⇒４３％

都区制度改革
配分率 44％⇒５２％

平
成
元

令
和
元

 

都区間配分割合変更の考え方

配分割合は中期的に安定的なものとし、大規模な税財
政制度の改正があった場合、都と特別区の事務配分
または役割分担に大幅な変更があった場合、その他 

必要があると認められる場合に変更する。 
※ Ｈ 12.3.28 都区協議会「都区制度改革実施大綱」

平成１２年度 ４４ ⇒ ５２％
清掃事業の移管ほか ８％

平成１９年度 ５２ ⇒ ５５％
三位一体改革の影響 ２％ 

都補助事業の区自主事業化 １％ 

事 例

※現行配分割合の妥当性は未決着 ⇒ 都区のあり方検討の結果で整理

令和 ２年度 ５５ ⇒ ５５.１％
 児童相談所の運営に関する都区の連携・協力を一層円滑に進めていく観点から 0.1％

※令和 5年度は協議継続中のため未掲載 
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0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63  2  3  4  5  6  7  8  9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 2 3 4

億円

都区財政調整基準財政需要額の推移
特例的対応

（児童相談所の設置に伴う協議）
配分率 55％⇒５５.１％

三位一体改革等
配分率 52％⇒５５％

配分率 ４４％

都区制度改革
配分率 40％⇒４３％

都区制度改革
配分率 44％⇒５２％

平
成
元

令
和
元

 

都区間配分割合変更の考え方

配分割合は中期的に安定的なものとし、大規模な税財
政制度の改正があった場合、都と特別区の事務配分
または役割分担に大幅な変更があった場合、その他 

必要があると認められる場合に変更する。 
※ Ｈ 12.3.28 都区協議会「都区制度改革実施大綱」

平成１２年度 ４４ ⇒ ５２％
清掃事業の移管ほか ８％

平成１９年度 ５２ ⇒ ５５％
三位一体改革の影響 ２％ 

都補助事業の区自主事業化 １％ 

事 例

※現行配分割合の妥当性は未決着 ⇒ 都区のあり方検討の結果で整理

令和 ２年度 ５５ ⇒ ５５.１％
 児童相談所の運営に関する都区の連携・協力を一層円滑に進めていく観点から 0.1％

※令和 5年度は協議継続中のため未掲載 
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6月月～～9月月 10月月～～12月月 1月月～～3月月

都都区区財財政政調調整整協協議議

決算分析

ブロック提案
3月 都議会
（財調条例改正）

（都区合意）
翌年度財調
当年度再調整

（12月～1月）

財財調調協協議議会会
①① ②②

①②③④

財財調調協協議議会会幹幹事事会会

1月下旬
～２月上旬

都都区区協協議議会会
特特別別区区

都都側側提提案案
取取りりままととめめ

東東京京都都

大枠の方向性

決算分析ＷＧ 実
態
調
査

都都区区財財政政調調整整協協議議のの流流れれ

区区側側提提案案
取取りりままととめめ
（検討・整理）

区長会
副区長会
企財部長会
財政課長会 財政課長会

幹事会

 

令和5年度都区財政調整区側提案事項
特別区における児童相談所の設置は、設置区の区域において関
連事務が法的に都から区に移管されることから、都と特別区の役
割分担の大幅な変更に該当するため、その関連経費の影響額に
ついて、必要な財源が担保されるよう、配分割合を変更すること。
また、将来の設置区数の増加による影響額に応じて、順次配分割
合を変更すること。

都区間の財源配分の課題と特別区相互間の財政調整の課題とを
明確に区分し、現行算定の見直しと配分割合の変更事由を混同し
ないよう協議を進めること。

投資的経費や保育所等の利用者負担の見直しなど、特別区の実
態を踏まえ、主体的に調整を図った区側提案を基本に、当該年度
のあるべき需要が適切に算定されるよう整理すること。

特別交付金、都市計画交付金について、課題の解決に向けて具
体的な検討を進めること。
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主

張
を
し
た
が

、
都

が
配

分
割

合
変

更
と
セ
ッ
ト
で
あ
る
と
し
て
譲

ら
な
か

っ
た
た
め
、
平

成
1
9
年

度
の

暫
定

措
置

と
し
て
都

案
を
了

承
し
た
。

　
そ
の

後
、
区

側
は

、
透

明
性

・
公

平
性

を
高

め
る
と
と
も
に
、
可

能
な
限

り
普

通
交

付
金

に
よ
る
対

応
を
図

っ
て
い

く
方

針
を
区

長
会

に
お
い
て
確

認
し
、
そ
の

方
針

に
基

づ
き
都

と
の

協
議

を
行

っ
て
き
た
が

、
協

議
は

調
わ

ず
、
解

決
に
至

っ
て
い
な
い
。

特特
別別

交交
付付

金金
にに
関関

すす
るる
特特

別別
区区

のの
主主

張張

　
平

成
1
9
年

度
都

区
財

政
調

整
協

議
に
お
い
て
、
配

分
割

合
を
5
5
％

と
す
る
こ
と
と
合

わ
せ

て
、
特

別
交

付
金

の
割

合
を
２
％

か
ら
５
％

に
変

更
す
る
案

が
都

か
ら
突

然
示

さ
れ

た
。
都

が
配

分
割

合
変

更
と
セ
ッ
ト
で
あ
る
と
し
て

譲
ら
な
か

っ
た
た
め
、
暫

定
的

に
受

け
入

れ
た
。

　
各

区
が

安
定

的
な
財

政
運

営
を
行

う
た
め
に
も
、
各

区
の

需
要

は
、
可

能
な
限

り
算

定
内

容
が

客
観

的
か

つ
明

確
に
規

定
さ
れ

、
安

定
的

に
算

定
さ
れ

る
普

通
交

付
金

に
よ
る
算

定
を
優

先
す
べ

き
で
あ
り
、
普

通
交

付
金

の
原

資
を
確

保
す
る
た
め
に
も
割

合
の

見
直

し
が

必
要

で
あ
る
。

◆
協
議
課
題

（
令
和
5
年
度
都
区
財
政
調
整
協
議
に
向
け
た
大
枠
の
方
向
性
（令

和
4年

6月
16
日
区
長
会
総
会
決
定
）
）

透
明

性
・
公

平
性

を
高

め
る
と
と
も
に
、
可

能
な
限

り
普

通
交

付
金

に
よ
る
対

応
を
図

る
た
め
、
引

き
続

き
特

別
交

付
金

の
割

合
を
２
％

を
基

本
に
見

直
す
方

向
で
検

討
す
る
。

課課
題題

のの
背背

景景

特特
別別

交交
付付

金金
にに
つつ
いい
てて

特
別

区
財

政
調

整
交

付
金

の
５
％

を
特

別
交

付
金

と
し
、
基

準
財

政
需

要
額

に
捕

捉
さ
れ

な
か

っ
た
特

別
の

財
政

需
要
が

あ
る
こ
と
、
普

通
交

付
金

の
額

の
算

定
期

日
後

に
生

じ
た
災

害
等

の
た
め
の
特

別
の

財
政

需
要

が
あ
り
、
又

は
財

政
収

入
の

減
少

が
あ
る
こ
と
等

特
別

の
事

情
が

あ
る
と
認

め
ら
れ

る
特

別
区

に
対

し
て
、
当

該
事

情
を
考

慮
し

て
交

付
さ
れ

る
。

区
ご
と
の

交
付

額
は

、
各

区
か

ら
の

申
請

に
よ
り
、
平

成
20

年
度

都
区

財
政

調
整

協
議

に
お
い
て
都

区
で
合

意
さ

れ
た
「
特

別
交

付
金

の
算

定
ル

ー
ル

」
に
基

づ
き
決

定
さ
れ

る
。

令令
和和

55
年年

度度
都都

区区
財財

政政
調調

整整
協協

議議

※※
特特

別別
交交

付付
金金
のの

透透
明明

性性
・・
公公

平平
性性

にに
つつ
いい
てて

特
別

交
付

金
の

区
ご
と
の

交
付

額
は

、
都

区
で
合

意
さ
れ

た
「
特

別
交

付
金

の
算

定
ル

ー
ル

」
に
基

づ
き
算

定
さ
れ

る
も
の

の
、
事

業
名

や
事

業
ご
と
の

交
付

率
等

は
明

ら
か

に
さ
れ

て
い
な
い
。

【
参

考
】
特

別
交

付
金

に
関

す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調

査
結

果
（
令

和
2
年

度
実

施
：
抜

粋
）

　
特

別
交

付
金

の
割

合
の

変
遷

年
度

割割
合合

説
明

昭
和
４
０
年

度
２２
％％

地
方
自
治
法
の
改
正
・
財
調
条
例
に
明
記

昭
和
５
７
年

度
４４
％％

大
規
模

・
特

例
的

事
業

分
を
２
％

上
乗

せ

昭
和
６
０
年

度
５５
％％

大
規
模

・
特

例
的

事
業

分
を
３
％

に
拡

大

平
成
１
２
年

度
２２
％％

大
規
模

・
特

例
的

事
業

分
の

３
％

を
普

通
交

付
金

へ
移

行
・
一

般
特

交
（
2
％

）
の

運
用

に
つ
い
て
は

、
現
行

ど
お
り

・
大

規
模

な
臨

時
・
特

例
的

事
業

に
つ
い
て
は

、
事
業

の
一

部
が

普
遍

化
、
恒

常
化

し
て
い
る

た
め
、
基

準
財

政
需

要
額

に
統

合
し
て
算

定

平
成
１
９
年

度
５５
％％

・
「
そ
の

他
特

別
な
事

情
に
要

す
る
経

費
」
に
対

す
る
特

別
交
付

金
措

置
の

拡
充

（
措

置
率

の
改

善
、
対

象
経

費
の

追
加

）
・
普

通
交

付
金

で
は

対
応

で
き
な
い
不

交
付

区
の

三
位

一
体

改
革

減
収

影
響

に
対

す
る
激

変
緩
和
措
置

『『
不不

透透
明明

』』
のの

内内
容容

「「
ああ
りり
」」
とと
しし
たた
区区

年
度
毎

に
、
算

定
さ
れ

た
り
さ
れ

な
か

っ
た
り
す
る

10
区

年
度
毎

に
、
交

付
率

や
算

定
区

分
が

異
な
る

14
区

明
確
な
理

由
な
く
自

主
事

業
と
さ
れ

、
算

定
さ
れ

な
か

っ
た
（除

外
さ
れ

た
）

19
区

明
確
な
理

由
な
く
標

準
算

定
と
さ
れ

、
算

定
さ
れ

な
か

っ
た
（除

外
さ
れ

た
）

16
区

明
確
な
理

由
な
く
通

常
対

応
と
さ
れ

、
算

定
さ
れ

な
か

っ
た
（除

外
さ
れ

た
）

16
区

ラ
ン
ニ
ン
グ
経

費
を
理

由
に
算

定
さ
れ

な
か

っ
た
（除

外
さ
れ

た
）

17
区

事
務
費
（飲

食
費
含
む
）を

理
由
に
算
定
さ
れ
な
か
っ
た
（除

外
さ
れ
た
）

13
区

⇒⇒
不不

合合
理理

なな
税税

制制
改改

正正
にに
よよ
るる
減減

収収
にに
よよ
るる
減減

収収
にに
加加

ええ
、、
新新

型型
ココ
ロロ
ナナ
ウウ
イイ
ルル

スス
感感

染染
拡拡

大大
にに
よよ
りり
、、
景景

気気
情情

勢勢
がが

不不

透透
明明

でで
ああ
るる
。。
各各

区区
がが

安安
定定

しし
たた
財財

政政
運運

営営
をを
行行

ええ
るる
よよ
うう
、、
透透

明明
性性

・・
公公

平平
性性

※※
がが

高高
いい
普普

通通
交交

付付
金金

のの
財財

源源
をを
確確

保保

すす
るる
観観

点点
かか

らら
、、
22
％％

へへ
のの

割割
合合

のの
引引

きき
下下

げげ
をを
提提

案案
しし
たた
がが

、、
見見
解解
のの

相相
違違
かか

らら
協協

議議
がが

整整
っっ
てて
いい
なな
いい
。。

〇 〇

　
平
成
1
9
年
の
都
区
協
議
会
に
お
い
て
、
条
例
の
本
則
を
5
％
に
変
更
す

る
改
正
条
例
文
案
を
提
示
し
て
都
区
で
合
意
し
、
改
正
し
た
も
の
で
あ

る
。

　
各
区
に
お
い
て
は
、
そ
の
地
理
的
、
社
会
的
、
経
済
的
諸
条
件
に
よ
る

様
々
な
行
政
課
題
に
対
応
す
る
た
め
に
、
独
自
性
を
発
揮
し
た
多
種
多

様
な
事
業
に
取
り
組
ん
で
お
り
、
近
年
の
特
別
交
付
金
の
申
請
状
況
を

見
て
も
、
普
通
交
付
金
の
算
定
対
象
に
は
な
っ
て
い
な
い
区
ご
と
に
異
な

る
財
政
需
要
が
、
現
行
割
合
の
5
％
を
大
き
く
超
え
る
規
模
で
毎
年
申
請

さ
れ
て
い
る
。
こ
う
し
た
需
要
を
着
実
に
受
け
止
め
る
た
め
は
、
5
%
が
必

要
で
あ
る
。

〇 〇

　
現
行
割
合
の
5
％
に
つ
い
て
は
、
平
成
1
9
年
度
財
調
協
議
に
お
い
て
、

配
分
割
合
を
5
5
％
と
す
る
こ
と
と
合
わ
せ
て
、
特
別
交
付
金
の
割
合
を

2
％
か
ら
5
％
に
変
更
す
る
案
が
都
か
ら
突
然
示
さ
れ
た
も
の
だ
が
、
都

側
が
配
分
割
合
の
変
更
と
セ
ッ
ト
で
あ
る
と
し
て
譲
ら
な
か
っ
た
た
め
、
止

む
を
得
ず
暫
定
的
に
受
け
入
れ
た
も
の
で
あ
る
。

　
各
区
が
安
定
的
な
財
政
運
営
を
行
う
た
め
に
も
、
可
能
な
限
り
、
算
定

内
容
が
客
観
的
か
つ
明
確
に
規
定
さ
れ
て
い
る
普
通
交
付
金
の
財
源
を

優
先
的
に
確
保
す
る
た
め
に
、
割
合
を
2
％
に
引
き
下
げ
る
こ
と
を
求
め

る
。

〇 〇

　
特
別
交
付
金
の
算
定
ル
ー
ル
に
つ
い
て
は
、
都
区
で
議
論
を
積
み
重

ね
合
意
し
た
も
の
で
あ
り
、
透
明
性
・
公
平
性
の
確
保
の
観
点
か
ら
も
、
そ

の
内
容
に
つ
い
て
大
き
な
問
題
は
な
い
と
考
え
て
い
る
。

　
「
都
区
財
政
調
整
」
、
い
わ
ゆ
る
「
算
定
本
」
に
掲
載
さ
れ
て
い
な
い
メ

ニ
ュ
ー
に
つ
い
て
も
、
標
準
区
経
費
と
し
て
の
積
み
上
げ
は
な
い
が
、
標

準
算
定
の
対
象
と
し
て
、
特
別
交
付
金
の
算
定
対
象
外
と
取
り
扱
っ
て
い

る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

〇 ○ 〇 ○ ○

　
区
側
が
認
識
し
て
い
な
い
運
用
ル
ー
ル
の
明
確
化
等
を
通
し
て
、
特
別

交
付
金
の
算
定
の
透
明
性
・
公
平
性
を
向
上
さ
せ
て
い
き
た
い
と
考
え
て

い
る
。

　
算
定
除
外
と
な
っ
た
経
費
に
つ
い
て
分
析
し
た
と
こ
ろ
、
あ
る
べ
き
財
政

需
要
に
つ
い
て
、
普
通
交
付
金
・
特
別
交
付
金
の
い
ず
れ
に
お
い
て
も
算

定
さ
れ
て
い
な
い
事
例
が
確
認
で
き
た
。
具
体
的
に
は
、
複
数
の
補
助
メ

ニ
ュ
ー
が
あ
る
国
庫
補
助
事
業
で
あ
る
。

　
普
遍
性
の
有
無
に
よ
り
、
メ
ニ
ュ
ー
ご
と
に
普
通
交
付
金
に
お
け
る
算

定
が
決
ま
っ
て
い
る
も
の
だ
が
、
普
通
交
付
金
に
算
定
さ
れ
て
い
な
い
メ

ニ
ュ
ー
を
、
特
別
交
付
金
で
申
請
し
た
と
こ
ろ
「
標
準
算
定
」
と
し
て
除
外
さ

れ
た
。

　
本
件
に
つ
い
て
は
、
区
が
認
識
し
て
い
な
か
っ
た
ル
ー
ル
と
し
て
受
け

取
っ
て
い
る
。
こ
の
運
用
で
は
、
特
別
区
の
需
要
と
し
て
普
遍
性
が
な
い

と
い
う
理
由
で
、
標
準
区
経
費
の
積
み
上
げ
の
対
象
外
と
な
っ
て
い
る
メ

ニ
ュ
ー
に
つ
い
て
、
自
主
財
源
事
業
で
な
い
に
も
関
わ
ら
ず
、
財
調
上
捕

捉
さ
れ
な
い
こ
と
に
な
る
。

　
区
と
し
て
は
、
自
主
財
源
事
業
で
な
い
も
の
に
つ
い
て
は
、
財
調
上
算

定
さ
れ
る
べ
き
で
あ
り
、
そ
れ
こ
そ
が
財
源
保
障
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

従
っ
て
、
標
準
区
経
費
と
し
て
適
切
に
積
み
上
げ
ら
れ
て
い
な
い
も
の
に

つ
い
て
は
、
財
調
の
財
源
保
障
機
能
を
担
保
す
る
た
め
に
も
、
少
な
く
と

も
特
別
交
付
金
で
算
定
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。

都都
のの

考考
ええ
方方

区区
のの

考考
ええ
方方

（
特
別
交
付
金
の
割
合
の
引
き
下
げ
に
つ
い
て
）

（
算
定
の
透
明
性
・
公
平
性
の
向
上
に
つ
い
て
）
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特特別別交交付付金金のの算算定定にに関関すするる運運用用ににつついいてて  
 

一部改正 平成 24 年 1 月 10 日 

一部改正 平成 25 年 1 月８日 

一部改正 平成 27 年 1 月７日 

一部改正 平成 29 年２月２日 

一部改正 令和２年１月 28 日 

 

 

１１  申申請請対対象象経経費費  

 (1) 実績交付  

   特別区財政調整交付金における特別交付金の算定対象となる経費は、基準財政需要

額の算定方法によっては捕捉されなかった財政需要であり、かつ、当該年度に発生し

た特別の財政需要等であって、当該年度に支出した、又は支出が見込まれる事業費（事

務費を除く。以下同じ。）のうち、国庫補助金等の特定財源を控除した一般財源とする。 

   ただし、災害等のための特別の財政需要を事由とする経費及び災害等のための財政

収入の減少を事由とする減免については、前年度の 1 月 1 日から当該年度の 12 月 31

日までの間に支出した事業費のうち国庫補助金等の特定財源を控除した一般財源並び

に特別区税を軽減し、又は免除した額とする。 

 (2) 分割交付 

   上記(1)にかかわらず、事業費が多額であるもの又は複数年度にわたる事業で後年度

負担が多額となるものについては、対象事業の全体経費を把握した上で予め交付率を

決定し、平準化した算定額を分割して交付する。 

  ① 事業費が多額であるもの 

   ア 対象事業 

     原則として当該年度に支出した、又は支出が見込まれる事業費が多額であると

認められる事業をいう。 

イ 算定方法 

     分割交付の期間を該当区と協議し、算定額を平準化する。 

② 複数年度にわたる事業で後年度負担が多額となるもの 

ア 対象事業 

原則として当該年度における各特別区の予算において翌年度以降の債務負担行

為を計上しており、かつ、後年度負担が多額となると認められる事業をいう。 

イ 対象経費 

原則として各特別区が作成した実施計画により把握する。 

ウ 申請年度及び算定方法 

申請は、当該事業に着手した年度以降に申請できるものとし、申請年度から終

了年度までの期間で総事業費（申請年度以前に事業に着手している場合は、申請

年度以前の事業費を控除する。以下同じ。）を把握し、算定額を平準化する。また、

確定額との精算は、分割交付の終了年度に行う。 

なお、計画の変更が行われた場合は、変更後の総事業費を計画の変更年度から

終了年度までの期間で平準化する。 
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２２  算算定定項項目目  

    算定項目は、大区分（ＡＢＣ）、小区分（アイウエ）に区分することとし、各特別区が

次の区分に応じて申請した経費等について、当該区分に応じた交付率によって算定する。 

 

                                                            

区  分 説  明 交付率 

Ａ 普通交付金の額の算定期日後に生じた災害等のための特別の財政需要又は財政収入の減少 

 ア 災害等の復旧に要する経費 「災害」とは、暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津

波、噴火、その他の異常な天然現象又は大規模な火事若しく

は爆発等により生ずる被害をいう。 

「復旧に要する経費」とは、災害によって必要を生じた事

業で、災害にかかった施設を原形に復旧する（原形に復旧す

ることが不可能な場合において当該施設等の従前の効用を

復旧するための経費を含む。）ことを目的とする経費をいう。 

災害によって必要を生じた事業で、災害にかかった施設等

を原形に復旧することが著しく困難又は不適当な場合にお

いて、これに代わるべき必要な施設等を整備することを目的

とするものは、災害復旧に要する経費とみなす。 

2/2 

イ 災害等の応急対策に要する経費 「応急対策に要する経費」とは、災害が発生し、又は発生

するおそれがある場合に災害の発生を防御し、又は応急的救

助を行う等災害の拡大を防止するために要する経費をいう。 

2/2 

ウ 災害減免による財政収入の減少 「災害減免」とは、災害が当該特別区の区域内に広範囲に

発生した場合において、特別区長が地方税法（昭和 25 年法

律第 226 号）の規定に基づき、その都度災害減免条例を定め

て特別区税を減免することをいう。 

2/2 

エ その他災害等に要する経費 上記アからウ以外の災害等に類する経費をいう。 2/2 

Ｂ 基準財政需要額の算定方法によっては捕捉されなかった特別の財政需要 

 ア 災害等の未然防止に要する経費 防空壕埋戻し工事、橋りょう耐震補強、防災拠点整備等、

災害を未然に防止し、災害が発生した場合における被害の拡

大を防ぐために要する経費をいう。 

2/2 

イ 公害対策等緊急の環境改善に要す

る経費 

大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下等、

人の健康又は生活環境を改善するために要する経費及び生活

環境の安定向上が阻害されている地域において生活環境を改

善するために要する経費をいう。 

2/2 

ウ 地方交付税（市町村分）の算定対

象であるが、都区財政調整において

は普通交付金の算定対象となってい

ない財政需要 

上記Ａ及びＢ、ア並びにイに該当しない事業で、地方交付

税に関する法令の規定による算定方式に準じて算定する。 

ただし、算定方式に準じて算定することが困難である場合

又は算定方式による算定額と実績額とに乖離があり、当該算

定が他の算定に比して著しく均衡を失すると認められる場

合には、申請内容を総合的に勘案して算定する。 

原  則 

交 付 税 

準  拠 

エ 特別区の需要としては普遍性がな

いとの理由により、普通交付金に算

定されていない財政需要 

今後普遍性が見込まれる、あるいは普遍性が欠けてきた、

又は不定期に発生する等、普通交付金の算定対象となってい

ない事業に要する経費について、算定する。 

原則 1/2 

以   上 

Ｃ その他特別の事情 

 ア 災害以外の緊急に対応すべき特別

の事情 

事件・事故など突発的事象、情勢変化、国の補正予算等に

より緊急に対応すべき特別の事情が生じた場合に、これに対

応する経費について算定する。 

原則 1/3 

以   上 
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